
（様式２）各事業

１．生活環境の向上

（１）地域から空港／航空関連ビジネスへの人材輩出の促進

○空港／航空関連企業への就業促進機会の展開・充実 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

1
成田国際空港国際線
誘致対策WG

国土交通省

国際線の増便に向けてグ
ランドハンドリング体制
を整備するため、航空関
係事業者で構成する成田
国際空港国際線誘致対策
WGでの議論や、国土交通
省において策定したグラ
ンドハンドリングアク
ションプランに基づき、
人材確保、生産性向上等
に向けた取組を進めま
す。

空港業務全体を対象とした有
識者会議である「持続的な発
展に向けた空港業務のあり方
検討会」を設置し、空港業務
の持続的発展に向けて関係者
が一丸となった取組を進めて
いく指針とする「空港業務の
持続的発展に向けたビジョ
ン」の策定に向けて、検討会
を開催しました。

新型コロナウイルス感
染症収束後の航空需要
の回復を見据えた人材
確保、生産性向上等の
検討を継続して行う必
要があります。

「持続的な発展に向け
た空港業務のあり方検
討会」において「空港
業務の持続的発展に向
けたビジョン」の中間
とりまとめを策定し、
需要回復の進捗状況に
応じた戦略的な人材配
置や育成を進め、でき
る限りの国際線需要を
取り込み、コロナ禍前
に近い水準の体制を整
備できるよう、個社や
新たに設立される業界
団体が中心となり、人
材確保・育成、業務効
率化を着実に進めてい
きます。

0 0
2019年
(R1)

未定

2
空港を支える人材確
保支援事業

栄町

成田空港関連企業への就
労を促進し、町内に住む
若者の都市部への流出防
止と町内への移住や定住
を図るため、空港関連企
業の採用情報を集約し、
公共施設や町ホームペー
ジで情報提供を実施しま
す。

成田空港関連企業の採用情報
16社分を町のホームページに
掲載しています。
その他、近隣市の企業や医
療・福祉系企業の情報も掲載
しています。

情報のアクセス数が、
コロナ前より落ちてい
るますが、掲載ページ
の存在を知らしめるた
めの広報手段を検討す
る必要があります。

引き続き、町のホーム
ページや広報誌に空港
への就労に関する情報
を掲載します。

0 0
2017年
(H29)

未定

3
成田空港関連企業合
同説明会・面接会

国、千葉県、成田
市、富里市、香取
市、山武市、栄

町、神崎町、多古
町、芝山町、横芝
光町、空港会社ほ

か

成田空港への就労促進を
目的に、ハローワーク千
葉、空港会社、成田空港
周辺9市町等と共同で空港
関連企業合同説明会・面
接会を実施します。

求人状況及び新型コロナウイ
ルス感染症の拡大状況を鑑み
不開催としました。

新型コロナウイルス感
染症拡大の影響で3年間
不開催としてきたこと
から、関連団体や参加
いただける企業との連
携調整が課題です。

事業規模、開催方法を
見直し、関連団体と共
同で説明会・面接会を
実施することで、成田
空港への就労を促進し
ていきます。

0 0
2018年
（H30）

未定

○空港を有する国際地域としての特色にあわせた外国語教育・国際教育 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
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4
グローバル人材育成
事業

千葉県

千葉県の子供たちに対
し、国際的に活躍できる
「グローバル人材」を目
指す機会を提供します。
外国語指導助手（ALT）を
活用し、外国語教育及び
国際教育を充実させま
す。
高校生が海外に留学する
場合の経費を一部助成す
ることにより、留学を促
進します。

外国語指導助手の配置等、令
和3年2月に策定した千葉県外
国語教育推進計画のもと、外
国語教育等を推進しました。
県立高等学校2校で、合計38
名の生徒が海外へ留学するた
めの経費を補助しました。

児童生徒の英語による
発信力向上のための授
業改善、外国語指導助
手の効果的な活用を進
める必要があります。
海外留学については、
新型コロナウイルス感
染症のまん延により中
止した交流の再開が課
題です。

外国語指導助手として
優れた人材の確保や、
効果的な活用方法等の
研修の充実を図りま
す。
引き続き、千葉県外国
語教育推進計画に基づ
き、各種事業に取り組
みます。

244,244 305,050
1987年
(S62)

未定

5 外国語教育推進事業 千葉県

児童生徒が外国語で積極
的にコミュニケーション
を図り、自己の考えなど
を主体的に発信する力を
身に付けるため、小・
中・高における外国語教
育を体系的に捉えた計画
のもと、外国語教育の推
進を図ります。

小・中・高の各5校（計15
校）が集まり、系統的な指導
法について授業改善に取り組
みました。また、各校種から
3校ずつ（計9校）選出し、授
業を録画し、県HPで公開しま
した。令和4年度には、パ
フォーマンステスト作成ワー
キンググループを計4回実施
し、小中高校で活用できる事
例集を作成しました。

事業において作成した
ものを周知するだけで
はなく、指導室訪問や
各種研修において情報
の発信を行うことで活
用を促す必要があると
考えます。

パフォーマンステスト
は、小中高すべての校
種で新規に問題を作成
をします。また、小・
中・高が連携し、系統
的な指導法を研究する
事業では、新たな研究
校を指定することで、
これまでの成果等を拡
充させていきます。

12,417 13,154
2020年
(R2)

2025年
(R7)

6
国際教育交流推進事
業

千葉県

グローバル人材の育成に
向け、教職員及び高校生
の台湾への派遣や国内で
の高校生と留学生の交流
会等を実施し、国際教育
交流の促進を図ります。

グローバル体験事業では、高
校生49名が参加し、留学生と
交流を行いました。台湾との
交流事業では、商業高校生10
名、教職員6名を桃園市等へ
派遣しました。留学フェアで
は、中高生と保護者約100名
が対面とオンラインで参加し
ました。

台湾との交流事業を実
施するにあたり、物価
高騰による燃料費の上
昇などが懸念されま
す。

社会情勢を考慮しなが
ら、引き続き事業を継
続していきます。

6,317 7,116
2015年
（H27)

未定

7 英語科研究推進事業 成田市

教育課程特例校として市
内全校の英語科授業を拡
充します。
また、市内全校に外国人
英語講師を配置し、児童
生徒の英語によるコミュ
ニケーション能力の育成
及び国際教育の充実を図
ります。

外国人英語講師45人を市内全
校に配置しました。市内全小
学校で、「成田市小学校英語
科標準年間指導計画」、市内
全中学校で「拡充英語プラ
ン」に基づいた授業を実施し
ました。

優秀な外国人英語講師
の人材を確保する必要
があります。成田市英
語科のねらいやティー
ムティーチングの指導
法について共通理解を
図る必要があります。

優秀な人材の確保に努
め、引き続き市内全校
に外国人英語講師を配
置します。また、外国
人英語講師や日本人教
員向けに、内容の充実
した研修を実施しま
す。

194,725 199,208 - 未定

8
日本語教育補助員配
置事業

成田市

外国人児童生徒の日本語
習得及び学校生活への適
応支援のため、日本語教
育補助員を各校に配置し
ます。また、年度途中の
転入や少数言語に対応す
るため、必要に応じて有
償ボランティアも派遣し
ます。

日本語教育補助員19名を市内
18校に配置しました。あわせ
て少数言語等に対応する日本
語教育有償ボランティアを5
名派遣し、日本語支援を必要
とする児童生徒の支援を行い
ました。

外国人児童生徒の編入
に変化が見られ、新た
な言語の支援の必要が
生じており、対応でき
る人材を確保する必要
があります。

引き続き、市内学校の
外国人児童生徒の現状
を把握し、日本語支援
ができる人材の確保に
努めます。 12,169 14,067 - 未定

9 語学指導教育の推進 香取市

グローバル化する社会に
対応するため、外国語指
導講師を配置し、小中学
生の外国語教育の充実を
図るとともに、日本語の
理解が困難な外国等から
編入した児童生徒の語学
指導を行います。

7名の外国語指導講師を直接
雇用し、23小中学校へ年間
200日ずつ配置しました。ま
た、日本語の理解が困難な児
童生徒に対して日本語指導補
助員を2名雇用し、該当校に
配置しました。

外国語指導講師の指導
技術の向上や指導者と
の連携、また、日本語
の理解が困難な児童生
徒が今後も増えた場合
に、語学指導補助を行
う人材の確保が必要で
す。

外国語指導講師の研修
会の継続的かつ効果的
な実施と、日本語指導
補助員の人材確保のた
めの募集方法を検討し
ます。

28,086 29,621
2019年
(R1)

未定

10 英語教育推進事業 山武市

成田空港圏にある山武市
において、国際化に対応
した人材輩出の基礎とし
て、市内小中学校を対象
に国際理解教育の充実を
図ります。
小学校においては、異文
化理解授業を行い、中学
校においては、英検集中
講座、英検受験補助を行
います。

【中学校】
英検実施校数…4校
中学卒業時の英検3級以上取
得率…40.1%

中学卒業時の英検3級以
上取得率は、令和3年度
と比較し、6.3ポイント
減少しましたが、令和2
年度との比較は7.3％の
増加となっており、
40％台を維持していま
す。
今後も3級の受検・取得
に向けて事業を継続す
る必要があります。

未受検者への積極的な
案内を行い、受検者数
を増やし、英検取得率
向上を目指します。

3,599 3,965
2016年
(H28)

未定

成田空港周辺の地域づくりに関する「実施プラン」進行管理票

1



11 英語教育推進事業 富里市

小中学生の英語力を強化
し、国際空港周辺市町の
地域特性を活かし、グ
ローバル社会に対応でき
る英語教育の充実を図り
ます。

ALT3名、外国語指導補助員5
名を配置し、英語教育の充実
を図りました。また各校で
「英会話の日」を2回実施
し、ALTとの会話やゲームを
通して英語に慣れ親しむ機会
を設けました。

更なる英語教育の充実
のため、各校へのALTの
派遣回数を増やし、
「英会話の日」の充実
を図る必要がありま
す。

引き続き、ALT・外国語
指導補助員の効果的な
配置と「英会話の日」
の充実を推進していき
ます。

19,134 22,349
2021年
（R3)

未定

12
国際化に対応した人
間教育事業

栄町

中学生の海外派遣や英検
助成、ALT授業を積極的に
行い、グローバル化に対
応できる国際性豊かな教
育を推進することで、言
語だけでなく、多様性を
理解し、異文化を理解す
る人材を育成します。

引き続きALT3名と小学校に英
語科専科教員1名を配置しま
した。
また、英語検定費用を助成
し、受検者数、合格者数を前
年度から伸ばすことができま
した。

ALTを増員し、国際性豊
かな教育を推進してい
く必要があります。
なお、新型コロナウイ
ルス感染症の影響によ
り、中学生の海外派遣
については実施しませ
んでした。

一人一台児童・生徒用
タブレットを活用した
授業形態により、小中
学校における英語学習
の一層の推進を図るほ
か、ALT1名を増員して
いきます。
また、海外派遣を実施
し、国際的に活躍する
人材を育成します。

13,427 21,177
2019年
(R1)

未定

13
外国人も住みやすい
まちづくり推進事業

栄町

転入した外国人住民に対
して、外国語の生活支援
ガイドブックを配布する
ほか、町ホームページに
知りたい情報の検索機能
を加え、外国人住民が不
便なく生活できる環境を
整備します。

外国人生活支援ハンドブック
の見直しに向けて、関係部署
への調査を行いました。

地域住民と外国人住民
との交流事業ができま
せんでした。

外国人生活支援ハンド
ブックを見直しを行い
ます。
また、交流事業やイベ
ントなどを検討してい
きます。

0 30
2019年
（R1）

未定

14

空き施設活用事業
（廃校を利用した
「国際協力日本語学
院」）

多古町

小学校の統廃合により使
用しなくなった施設を民
間事業者に貸し出すこと
により、施設の有効利用
及び地域活性化を図りま
す。

新型コロナウイルス感染症の
影響により、外国人留学生の
受け入れが困難でありまし
た。

留学生の受け入れ方法
について再検討する必
要があります。

事業者と連携を取りな
がら、施設の有効活用
を図ります。

0 0
2018年
（H30）

未定

15 英語教育推進事業 芝山町

小中学生の英語力を強化
し、成田空港の隣接地域
としての地域性を活かし
国際性豊かな教育を推進
します。また、国際化社
会に適応するために必要
となる外国語への適応力
や教育課程における英語
教育の充実を図ります。

令和4年度生徒数164名中、98
名が2級から5級をそれぞれ受
検しました。最終合格者数は
58名であり、59％の合格率と
なりました。

新型コロナウィルス感
染防止により1次試験対
応講習会が対面で実施
できず、オンラインと
なりました。対面方式
とオンライン方式どち
らがよかったのか検証
する必要があります。

引き続き、受検者にテ
キスト購入、対策講座
の開設、受検料の補助
を行います。

920 1,309
2017年
（H29）

未定

16
成田空港南側圏グ
ローカル人材育成事
業

山武市、芝山町、
多古町、横芝光町

地域に住み続けながら働
ける職業観を育むことを
目的に、空港南側圏の4市
町（山武市・芝山町・多
古町・横芝光町）、成田
空港会社、各航空会社等
が連携して、空港関連企
業で働く方の講話事業や
職場見学を、小中学生向
けに実施します。

小中学生向けに航空業界に関
する講話事業を実施した結
果、4市町合計で9小学校513
人、5中学校311人が参加しま
した。

学校から空港内見学や
職場体験の実施希望が
あるものの、新型コロ
ナウイルス感染拡大を
考慮し、小学校、中学
校共に学校内での対面
による講話にとどめま
した。空港内見学や職
場体験の実施に向けて
は、空港会社や4市町の
合意形成が必要となり
ます。

新型コロナウイルス感
染症対策を講じ、出来
うる限り対面授業、空
港見学等の体験機会に
ついて、より効果的な
実施方法の検討を関係
者間で行います。
成田空港を利用する場
としてだけではなく、
働く場としての魅力を
感じられるよう講話内
容の充実を図っていき
ます。
周辺市町及びNAAと連携
を取りながら依頼先の
航空会社の平準化を図
ります。

0 200
2016年
(H28)

未定

○子供のころから空港に親しみ、職場としての意識を醸成するキャリア教育 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
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年度
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年度

17 航空関連人材の確保 国土交通省

航空関係事業者と連携し
て航空教室を開催し、航
空整備士、グランドハン
ドリング事業者や航空管
制官による仕事紹介を行
うとともに、SNS
（facebook）やポータル
サイト（skyworks）を活
用した情報発信を行うこ
とで、航空従事者への就
業意欲を高める取組を進
めます。

SNSやポータルサイトを活用
し、以下の通り情報発信を行
いました。
・成田空港公式youtubeチャ
ンネルにて航空管制保安業務
の紹介動画を配信
・SNSにおいて、成田空港で
働く人たちの業務紹介等の動
画をPR
・ポータルサイトにおいて、
学生に対してオープンキャン
パス開催等の情報を発信

新型コロナウイルス感
染症収束を見据えた航
空教室の開催方法やSNS
等のウェブサイト情報
を広く周知するための
検討を行う必要があり
ます。

航空関係事業者と連携
して航空教室を開催
し、航空整備士、グラ
ンドハンドリング事業
者や航空管制官等によ
る業務紹介を行うとと
もに、SNSやポータルサ
イトを活用した情報発
信を積極的に行い、航
空従事者への就業意識
を高める取組を継続的
に進めます。

0 0 - 未定

18
千葉県夢チャレンジ
体験スクール

千葉県

成田空港、航空関連企業
等と連携を図り、生徒
が、様々な職種における
職場見学や職場体験、大
学講義の受講等の機会を
得るとともに、研究者や
職業人との交流を通し
て、職業に必要な資質や
能力等について学び、将
来の職業に対する夢を育
みます。

新型コロナウイルス感染症の
影響により開催自体が危ぶま
れましたが、高校生5名が参
加して「しごと体験スクー
ル」を2講座実施することが
でき、将来の職業に対して興
味・関心を高めました。

体験が非常に充実して
おり、参加倍率が高い
ため、定員の増加につ
いて、今後、事務局と
実施機関で検討してい
きたいと考えていま
す。

千葉県の魅力の一つで
ある航空業界への興
味・関心が持てるよ
う、事業を継続して実
施します。

776 2,104
2006年
(H18)

未定

19 職場体験学習事業 富里市

小中高生に対し、望まし
い勤労観・職業観の育成
及び学ぶこと・働くこと
の意義を理解することを
目的とし、近隣企業・事
業所の協力により職場体
験学習を実施します。

令和4年度においては、航空
関連企業の職場体験・講話な
どは実施されませんでした。

新型コロナウイルス感
染症の影響により積極
的に職場へ出向くこと
ができませんでした。

各校の実施の有無を確
認し、実施する場合
は、児童生徒の希望を
取り、検討します。 0 0

2006年
(H18)

未定

20 少年海外派遣事業 山武市

新型コロナウイルス感染
症の影響により、渡航制
限等の改善見込みがたた
ない状態のため、例年の
渡航先であるニュージー
ランドとオンライン等で
の研修会を行います。対
象は市内在住・在学の中
学生となります。

新型コロナウイルス感染症対
策による渡航制限のため、オ
ンライン交流を実施し、3名
が参加しました。

オンライン交流を実施
するうえで相互が楽し
み学びを得られるよう
な内容としました。代
替事業として初めての
試みとなりましたが、
参加者数の増加に向け
検討が必要です。

令和5年度以降において
は、感染症予防対策の
規制緩和に伴い、従来
より実施している
ニュージーランドへの
人的海外派遣事業を実
施します。

387 4,594
2006年
(H18)

未定

21
ちびっこ国際交流事
業

山武市

国際化に対応した人づく
りの基礎として、市内の
幼児等がネイティブな外
国語にふれあいながら、
国際的な文化・歴史に興
味を持つ機会を提供しま
す。
市内のこども園、幼稚園
等を対象に、外国語に親
しむ活動を行います。

市内のこども園、公立幼稚園
を対象に324回実施しまし
た。

実施回数について、保
護者からの要望も踏ま
え、検討する必要があ
ります。

実施回数等、各園及び
保護者の要望をどのよ
うに取り入れるかを、
令和5年度中に検討しま
す。

5,025 4,620
2015年
(H27)

未定

2



22
国際化に対応した人
間教育事業【再掲】

栄町

中学生の海外派遣や英検
助成、ALT授業を積極的に
行い、グローバル化に対
応できる国際性豊かな教
育を推進することで、言
語だけでなく、多様性を
理解し、異文化を理解す
る人材を育成します。

引き続きALT3名と小学校に英
語科専科教員1名を配置しま
した。
また、英語検定費用を助成
し、受検者数合格者数を前年
度から伸ばすことができまし
た。

ALTを増員し、国際性豊
かな教育を推進してい
く必要があります。
なお、新型コロナウイ
ルス感染症のため、中
学生の海外派遣につい
ては実施しませんでし
た。

一人一台児童・生徒用
タブレットを活用した
授業形態により、小中
学校における英語学習
の一層の推進を図るほ
か、ALT1名を増員して
いきます。
また、海外派遣を実施
し、国際的に活躍する
人材を育成します。

13,427 21,177
2019年
(R1)

未定

23
国際化推進コーディ
ネーター派遣事業

多古町

こども園の活動及び小学
校における教育課程にお
いて外国語教育活動を展
開し、外国語の習得やコ
ミュニケーション能力を
育成するため、外国人ALT
を活用し、外国語教育を
推進します。

町内小学校3校とこども園に
外国人ALT2名を派遣し、外国
語の習得やコミュニケーショ
ン能力を育成する教育を実施
しました。

事業委託のため、派遣
されるALTが3年で配置
換えとなることから、
質の高い外国語教育の
継続を担保できていま
せん。

ALTを直接雇用し、安定
した質の高い外国語教
育を継続・推進しま
す。

9,504 9,980
2017年
（H29)

未定

24
グローバルキャリア
教育海外研修事業

多古町

異文化に対する理解を深
め、グローバル化社会で
求められる語学力やコ
ミュニケーション能力を
磨き、世界を舞台に活躍
できる人材を育成するた
め、グロバールキャリア
教育を推進します。（令
和4年度においては、コロ
ナ禍であり、海外渡航が
難しい状況であるため、
海外研修の実施なし）

新型コロナウイルス感染症の
影響で令和2年度から海外研
修は見合わせており、今後の
グローバルキャリア教育につ
いて検討しました。

新型コロナウイルス感
染症の影響により、令
和2年度から海外研修の
実施を見合わせていま
す。

令和5年度は海外研修の
実施は見送り、幅広い
知見をもつ委員による
会議を立ち上げ、グ
ローバルキャリア教育
のあり方を検討しま
す。 0 325

2020年
(R2)

未定

25
成田空港南側圏グ
ローカル人材育成事
業【再掲】

山武市、芝山町、
多古町、横芝光町

地域に住み続けながら働
ける職業観を育むことを
目的に、空港南側圏の4市
町（山武市・芝山町・多
古町・横芝光町）、成田
空港会社、各航空会社等
が連携して、空港関連企
業で働く方の講話事業や
職場見学を、小中学生向
けに実施します。

小中学生向けに航空業界に関
する講話事業を実施した結
果、4市町合計で9小学校513
人、5中学校311人が参加しま
した。

学校から空港内見学や
職場体験の実施希望が
あるものの、新型コロ
ナウイルス感染拡大を
考慮し、小学校、中学
校共に学校内での対面
による講話にとどめま
した。空港内見学や職
場体験の実施に向けて
は、空港会社や4市町の
合意形成が必要となり
ます。

新型コロナウイルス感
染症対策を講じ、出来
うる限り対面授業、空
港見学等の体験機会に
ついて、より効果的な
実施方法の検討を関係
者間で行います。
成田空港を利用する場
としてだけではなく、
働く場としての魅力を
感じられるよう講話内
容の充実を図っていき
ます。
周辺市町及びNAAと連携
を取りながら依頼先の
航空会社の平準化を図
ります。

0 200
2016年
(H28)

未定

26
YouTubeライブによる
成田空港のお仕事紹
介

空港会社

成田空港のお仕事につい
て、小学校高学年～中学
生を主な対象に、成田空
港公式YouTubeでライブ配
信します。成田空港で働
く人をゲストに迎え、
YouTubeのライブチャット
機能で視聴者からの質問
を受け付けながら、広報
部員がインタビュー形式
で紹介します。

YouTubeライブ（オンライ
ン）による成田空港のお仕事
紹介は実施せず、中学生を対
象としたお仕事体験（オフラ
イン）を実施しました。

新型コロナウイルス感
染症が落ち着いてきた
こともあり、オンライ
ンよりもオフラインで
の実施を要望する声が
増えてきました。

2021年7月から一時休止
していたYouTubeライブ
（オンライン）による
成田空港のお仕事紹介
については、終了する
こととしました。
オフラインでの開催要
望が多数寄せられたこ
とから、今後オフライ
ンでの成田空港の認知
度向上施策を検討して
いきたいと考えており
ます。

- 事業終了
2020年
(R2)

未定

○空港／航空関連企業と教育機関等の対話の場づくり （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

27

成田空港関連企業の
雇用確保に向けた教
育機関との連携事業
（教育機関と連携し
た学生を対象とした
取組）

成田空港
活用協議会

成田空港の更なる機能強
化による雇用確保のた
め、教育機関と連携促進
を図り、人材確保や地域
での雇用機会の拡大を目
指した事業等を実施しま
す。

航空／空港関連企業の雇用確
保に向けて、県内高校生を対
象とした体験型航空教室を計
2回（24校のべ133名参加）実
施するとともに、県内高等学
校4校において出張授業を行
いました。

航空事業者との協働に
より、航空／空港関連
企業への就職意識の醸
成を図ることができま
した。本事業は高校生
のみを対象とした事業
でしたが、より幅広に
展開していく必要があ
ります。

航空／空港関連企業の
雇用確保は、引き続き
重要な課題であること
から、高校生向けの体
験型航空教室及び高校
への出張授業は継続し
て実施します。加え
て、高校の進路指導担
当等の先生向けに空港
視察会を新たに実施す
るほか、大学との連携
による人材育成につい
ても検討を進めます。

4,562 9,000
2018年
(H30)

未定

○その他、特に力を入れている取組 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

28
国家戦略特区推進事
業

成田市

国家戦略特区の規制緩和
により設置された国際医
療福祉大学医学部および
国際医療福祉大学成田病
院について、必要な支援
を行います。また、国家
戦略特区における規制緩
和の活用について調査
し、内閣府に提案を行い
ます。

国際医療福祉大学および附属
病院について必要な支援を行
いました。また、国家戦略特
区制度を活用した規制緩和の
実現に向けて、内閣府をはじ
め関係機関との協議を行い、
本市の新規提案を契機とし
て、総務省通知の発出や厚生
労働省の業務取扱要領の改正
につながりました。

国家戦略特区における
規制緩和は課題解決の
手段として有効である
ことから、活用を促進
するために、より多く
の事業者等から規制緩
和ニーズを拾う必要が
あります。

国際医療福祉大学およ
び附属病院について必
要な支援を行うととも
に、国家戦略特区によ
る新たな規制緩和の提
案に向けた取組を進め
ます。

511,484 298,929
2013年
(H25)

未定

29
成田空港内雇用相談
窓口「ナリタJOBポー
ト」

空港会社、千葉
県、厚生労働省、

千葉労働局

新型コロナウイルス感染
症拡大の影響による航空
需要減少に伴い、空港関
連企業の厳しい雇用状況
を踏まえ、在籍型出向・
再就職支援等、雇用に関
する総合的なサポートの
提供や、空港従業員向け
の求人案内、生活支援に
関する相談等を行うとと
もに、空港での就労相談
や職業紹介等に対応しま
す。

厚生労働省千葉労働局・千葉
県商工労働部にご協力を頂
き、「ナリタJOBポート」を
運営し、空港従業員や企業担
当者の皆様に、雇用に関する
総合的なサポートや、就労相
談・職業紹介等を行いまし
た。

今後は、航空需要の回
復に伴い課題となって
いる、空港関連企業の
人材確保について、ど
のようにサポートでき
るか検討する必要があ
ると考えています。

厚生労働省千葉労働
局・千葉県商工労働部
と連携し、空港関連企
業の人材確保を支援す
るため、企業と人材の
マッチングサポート等
を実施するほか、社労
士による就業規則や労
働管理全般の相談等、
企業の就労環境の向上
に繋がる支援や、空港
従業員向けの求人案
内、生活支援に関する
相談等を行います。

- -
2020年
（R2）

未定

3



１．生活環境の向上

（２）機能強化を見据えた住環境等の整備

①　「暮らし」の視点を踏まえたまちづくり

○移住・定住施策の推進 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

1 移住・定住促進事業 千葉県

人口減少に歯止めをか
け、地域の活力を維持す
るため、居住地としての
県の魅力や移住・定住情
報の発信を行うととも
に、市町村が地域の特性
を活かした施策立案を行
えるよう、各種情報を収
集・分析して提供するな
ど、積極的な支援を行い
ます。

・市町村と連携して「千葉県
移住相談会」を2回開催しま
した。（延べ相談者数計162
組213名）
・市町村等と連携して移住
フェアに出展（2回）し、ち
ばの暮らしに関する情報提供
及び移住相談を行いました。
（延べ相談者数計245組385
名）
・ふるさと回帰支援センター
（東京都千代田区有楽町）に
専属相談員を配置し、移住相
談を行いました。（問い合
せ・相談件数1,121件）

県及び市町村ごとに移
住・定住に関する情報
発信を行っていること
から、移住検討者の
ニーズに合った情報を
ワンストップで届ける
ことができていませ
ん。

県及び市町村の情報を
一元的に発信するだけ
でなく、移住検討者の
利便性を考慮した、移
住及び二地域居住に関
するポータルサイトを
構築し、運営します。

33,886 37,600
2007年
(H19)

未定

2 定住促進事業 香取市

移住・二地域居住希望者
へ本市の魅力をアピール
するため、地域おこし協
力隊制度を活用し地域活
力の維持・向上を図ると
ともに、移住検討者対象
のフェア・イベントへ参
加し、面談での相談を通
じて本市への移住促進を
図ります。

移住定住関係業務に係る地域
おこし協力隊員1名を委嘱
し、協力隊員の提案による
「おためし地域おこし協力
隊」を2回企画実施しまし
た。
移住フェアへ3回参加し、移
住検討者に市の魅力をアピー
ルするとともに、相談に応じ
ました。
前年度開始のテレワーク活用
移住者奨励金制度を活用し11
名の方が移住されてきまし
た。

移住検討者の多様な
ニーズに応える体験ツ
アーを検討するほか、
関係人口創出の事業を
継続発展させる必要が
あります。
地域おこし協力隊制度
の更なる活用により、
移住検討者への相談体
制を確立する必要があ
ります。

引き続き移住フェアへ
の参加及び、おためし
地域おこし協力隊を実
施し市の魅力をアピー
ルすると共に、関係人
口の増加を図ります。
移住支援団体と協力連
携の強化を図ることに
加え、協力隊員を1名増
員し、移住検討者への
相談体制の確立を目指
します。

8,419 20,068
2015年
(H27)

未定

3 移住定住促進事業 山武市

市外からの移住者の増加
を目的とし、移住定住セ
ミナーや市の移住定住
ポータルサイトにおい
て、市外・県外在住の移
住検討者に対し、山武市
の居住地としての魅力を
PRすることで、移住者の
増加を目指します。

移住定住セミナーへの参加や
民間サイトを活用し、移住検
討者へ向けた情報発信を行い
ました。また、市内商店等の
魅力がまとめられている電子
ガイドブック2冊を電子化し
ポータルサイトに掲載しまし
た。
移住定住セミナーへの参加は
2件、年間の相談は26件でし
た。

移住定住セミナーで
は、山武市自体を知ら
ないという方も多く、
市の認知度が低い状況
です。

移住検討者に山武市の
居住地としての魅力を
認知していただけるよ
う、新たな広報手段を
検討していきます。

525 1,022
2017年
(H29)

未定

4
定住・移住奨励金交
付事業

栄町

成田空港の更なる機能強
化により、空港への通勤
者等の転入が見込まれる
ことから転入者の戸建住
宅購入に係る負担の軽減
を図るための奨励金や子
育て支援に関する奨励金
等を交付します。

定住移住奨励金を活用し、町
内に76世帯、202人の転入が
ありました。

奨励制度が後押しにな
り転入する世帯も多い
ため、さらにPR活動を
強化する必要がありま
す。

空港関係事業者などに
対し、制度や情報など
周知を図ります。

20,080 28,600
2012年
(H24)

未定

5 移住・定住支援事業 神崎町

神崎町に転入をして住宅
を新築または購入した方
に移住・定住奨励金を交
付する事業を、空港関連
企業や従業員等へPRし、
神崎町への移住・定住の
促進を図ります。

移住・定住奨励金の交付件数
が17件あり、38人の転入があ
りました。

人口減少対策の一環と
して効果が見込めるた
め、制度の周知をさら
に行っていく必要があ
ります。

神崎町への転入を検討
している方に奨励金制
度のPRを行っていきま
す。 10,650 8,000

2018年
(H30)

未定

6 移住定住促進事業 多古町

多古町のもつ魅力を都市
部等に向けて発信するこ
とにより、成田空港の更
なる機能強化や圏央道の
整備に伴う流動人口の取
込みを図り、移住コー
ディネーターの活用やPR
広告などにより多古町へ
の移住・定住を促進しま
す。

新型コロナウイルス感染症の
影響により、主にオンライン
にて移住フェアや移住ツアー
等を実施し、94件の移住相談
がありました。

町施策を町内外へ情報
発信を行った結果、移
住相談数は増加傾向で
はありますが、更なる
相談件数及び移住者の
増加を目指す必要があ
ります。

多古町移住コーディ
ネーター組織と連携し
ながら町外へ情報発
信、セミナーなどを実
施します。

5,604 5,828
2018年
(H30)

未定

7
住環境の整備に向け
た官民連携

多古町

多古町への移住・定住を
促進させるため、民間企
業と地域活性化に関する
協定を締結し、民間が持
つノウハウを生かし、住
宅施策に取り組みます。

R4年度の実績はありません。 特にありません。 令和5年度に子育て支援
住宅のプロポーザルを
実施し民間業者を選定
することで、設計・施
工を実施予定です。令
和6年7月から入居を目
指します。

0 0
2018年
(H30)

未定

8
住宅取得奨励金交付
事業

多古町

町内に住宅を購入した方
に対し、住宅取得奨励金
を交付します。秩序ある
土地利用を基本に、当町
への定住を促進し、もっ
て活気にあふれた地域社
会を築くことを目的とし
ます。

令和4年度実績
新築  10件　3,300,000円
中古　 2件　  450,000円
合計　　　  3,750,000円

空港拡張範囲内の住民
の移転代替地である宅
地開発計画はあるもの
の、整備完了には数年
かかる状況です。既存
の宅地だけでは、空港
機能強化に伴う移転者
の宅地が不足していま
す。

空港機能強化に伴う移
転等の居住地形成に向
けて、居住候補地の抽
出や整備手法など事業
の可能性を検討し、今
後も秩序ある土地利用
を基本に、当町への定
住へとつなげていきま
す。

3,750 11,500
2013年
(H25)

未定

9
住宅取得奨励金交付
事業

芝山町

子育て世帯等の定住を促
進し、活力ある地域社会
を築くことを目的として
住宅を取得した方に奨励
金を交付します。

令和4年度においては27名か
らの交付申請・決定を行い、
令和3年度までに交付決定し
ている11名と併せて合計
6,740千円の奨励金を支出し
ました。

移住定住に係るPR活動
などによる周知活動を
行い、より多くの町外
の方に知っていただく
ための取り組みが必要
となります。

ホームページや広報等
のほか、民間の移住定
住イベントなどへの参
加など、幅広な周知活
動について検討を行い
ます。

6,740 13,520
2021年
(R3)

2025年
（R7）

10
住宅取得奨励金交付
事業

横芝光町

若者の定住促進と転出者
の抑制を目的に、町内で
の住宅取得に対して奨励
金の交付を行います。

交付件数及及び金額：52件
28,800千円
（うち新築47件14,100千円、
中古5件 500千円、
転入加算22件8,800千円、子
ども加算39件5,400千円）

奨励金交付事業の効果
促進に繋がるように、
町への移住定住を促す
事業や新たな周知方法
の創出が課題です。

庁内関係各課と連携の
上、移住定住に資する
ような事業と併せて事
業の展開を図っていき
ます。

28,800 28,900
2020年
(R2)

未定

11
三世代同居等支援事
業

山武市

若い世代の山武市への移
住定住促進を図ることを
目的とし、市外から子育
て世帯（中学生以下の子
どもがいる世帯）が転入
し、市内で三世代同居又
は近居をするために、住
宅を新築、リフォーム等
をした場合にかかる費用
を補助します。

補助金に該当する事前相談が
15件、補助金交付が18件（令
和3年度事前相談分を含む）
でした。新型コロナウイルス
感染症を原因とした住宅工事
の遅延が解消しつつあり、令
和3年度中に交付申請に至ら
なかった方が令和4年度に申
請しているため、交付件数が
増加しました。

市外住民は広報紙や市
HP等を見る機会が少な
く、支援情報を得にく
いため、市外向けの情
報発信が課題です。

引き続き、広報紙、市
HP、市SNS、移住定住
ポータルサイトで広報
するとともに、不動産
業者等と連携して情報
発信を行います。 13,500 15,000

2020年
(R2)

未定

4



12
町民体育館の維持管
理

多古町

平成30年度に完成した多
古町民体育館は、町民が
生涯にわたり楽しめるス
ポーツの場、健全な心身
を育む場であるととも
に、災害発生時等の物資
集積地や学校教育の早期
再開のための長期避難施
設として有効活用を図り
ます。

年間14,033人の体育館の利用
者があり、多くの町民がス
ポーツに親しみました。

新型コロナウイルス感
染症対策にかかる利用
制限が緩和されました
が、体育館を利用した
自主事業を行う機会が
少なかったです。

令和5年度に祝日開館を
試行的に行い、試行結
果を踏まえ、更なる利
用促進を図っていきま
す。また、体育館を利
用した自主事業の実施
を検討していきます。

6,366 6,734
2019年
(R1)

未定

13
総合運動公園整備事
業

多古町

西古内地区にある野球グ
ラウンドの拡張・整備を
行います。また野球場以
外の施設についても順次
整備し、総合運動公園と
しての機能を持たせるこ
とで、大会誘致などによ
り町内だけではなく町外
の利用促進を図ります。

野球グラウンド・グラウンド
ゴルフ場の維持管理を行いま
した。また、西古内グラウン
ドの整備（本部席設置・電源
供給・外野防球ネット設置）
を行い、利便性の向上を図り
ました。
野球・サッカー・グラウンド
ゴルフの利用者は、年間
3,344人であり、町民の健康
増進に寄与しました。

施設の拡張整備につい
ては、用地取得や財源
の確保などの点から課
題があります。

施設の拡張整備につい
て、検討していきま
す。

6,977 990
1982年
(S57)

未定

14
指定ごみ袋無料配布
事業

芝山町

芝山町指定ごみ袋無料引
換券を配布することに
よって、各家庭での可燃
ごみの適正な処理を推進
するとともに、経済的負
担の軽減を図ります。

・可燃大袋40枚×3,023世帯
送付→2,614世帯交換(世帯交
換率86.47%)
・可燃物ごみの処理量は開始
前3か年平均796t/年→直近3
か年平均850t/年と増加して
おり、適正処理と経済的負担
軽減に繋がりました。

世帯に対する配布のた
め、同一敷地内で親と
子の同一世帯と分離世
帯で配布枚数に差が生
じています。

課題はあるものの、効
果も出ていると考える
ため、R5年度以降も同
様の実施予定となりま
す。 4,759 5,187

2019年
(R1)

未定

15
横芝光ICバス停管理
事業

横芝光町

民間バス事業者による東
京行き高速バスの運行に
併せて、横芝光IC付近に
バス停と利用者駐車場を
整備し、公共交通の充実
と町民の利便性向上を図
ります。

バス停留所整備工事、駐車場
案内看板設置工事、防犯カメ
ラ設置工事等を実施しまし
た。
令和4年9月17日から銚子～東
京八重洲間（8往復）の高速
バス運行が開始されました。

町内公共交通施策や移
住施策と連携した、利
用促進を検討する必要
があります。

利用動向を踏まえなが
ら関連施策の検討を進
めます。

31,307 484
2022年
(R4)

未定

○子育て支援、地域医療の充実などによる安心・安全な生活環境の確保 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

16 医療環境整備事業 多古町

地域の中核的医療機関で
ある国保多古中央病院の
機能の維持及び推進を図
るため、医療機器等の更
新・新設、施設設備の更
新・改修及び医師看護師
等の人材確保を行い、住
民が安心して暮らし続け
られる地域づくりのため
の基盤を整備します。

新型コロナウイルス感染症及
び救急医療等に係る医療環境
の整備を行いました。

耐用年数が経過してい
る医療機器等に関して
は、早期の更新が必要
となります。医療機器
のみならず、建物や設
備も老朽化が進んでお
り、医療機能の維持に
要する費用が高額とな
る見込みです。

医療機器や建物関係な
ど、修繕計画や長寿命
化計画を策定すること
で、医療機能の維持に
要する経費を平準化で
きるよう検討します。 116,293 119,650

2011年
(H23)

未定

17
学生等医療費助成制
度

芝山町

中学校卒業後から20歳と
なる年度末までの子ども
にかかる医療費（通院・
入院・調剤）の一部を助
成します。

個別通知の送付により制度周
知が図れ、申請件数が大幅に
増加しました。本事業の実施
により、保護者の経済的負担
の軽減を図ることができ、子
育て支援体制の充実に繋がっ
ています。
医療費助成額：1,115千円
助成件数：491件

医療費の増加等に対
し、継続的な予算確保
が必要となります。

個別通知の送付、ホー
ムページや広報掲載等
により更なる制度周知
を図ります。

1,115 960
2021年
（R3）

未定

18
高校生等医療費助成
制度

山武市

義務教育終了後18歳とな
る年度末までの間、就学
している高校生等につい
て、通院・入院・調剤に
かかる医療費を市が負担
することで保護者の負担
を軽減します。本制度が
あることで、就学・子育
てのしやすい環境とな
り、市への移住・定住を
進めます。

令和4年度における高校生等
医療助成事業登録者は804名
であり、対象年齢の73％が登
録しています。
医療費について、4,489件
（実人数372件）助成しまし
た。

対象人数は減少してい
ますが、医療費の助成
額は増加傾向にあるこ
とから、事業継続にあ
たり財源の確保が課題
となっています。

子ども医療費助成制度
と高校生等医療費助成
制度を統合し、対象年
齢及び受給券の発行を
18歳になる年度末まで
拡充することを検討し
ています。

9,088 8,961
2014年
(H26)

未定

19
高校生等医療費助成
事業

栄町

高校生等に係る医療費
（入院・通院・調剤）を
助成し、保護者の経済的
負担を軽減し、子育て環
境の充実を図ります。

延べ利用者件数1,359件
入院5件、通院(調剤含む）
1,354件の助成をしました。

高校生等医療費は申請
しなければ助成が受け
られないため、未申請
の医療費がある可能性
も考えられることか
ら、さらなる周知が必
要と考えます。

令和5年8月より現物給
付となり、子ども医療
費同様受給券を発行す
る予定ですが、申請に
より受給券を発行する
ため、より一層周知し
ていきます。

3,135 9,400
2019年
（R1）

未定

20
高校生医療費助成制
度

神崎町

高校生医療に要する費用
を負担する保護者に助成
することにより、子供の
保健対策の充実、保護者
の経済的負担の軽減を図
り、子供の保健向上及び
子育て支援体制の充実に
寄与します。

通院792件、入院8件の助成を
しました。

子ども医療費助成制度
とは異なり、申請をし
なければ医療費が助成
の対象となりません。
そのため、未申請の医
療費がある可能性も考
えられます。

制度についてより周知
し、助成実績を増やし
ていきます。

2,233 2,648
2017年
(H29)

未定

21
高校生等医療費助成
制度

多古町

義務教育終了後、22歳と
なる年度までの間就学し
ている大学生等につい
て、通院・入院・調剤に
かかる医療費を町が負担
します。

医療費助成費：5,120千円
給付支給延べ人数：2,169人
令和3年11月より助成対象範
囲を22歳となる年度までの間
就学している大学生等まで拡
大しています。

コロナ禍の状況や医療
費の増加等に対し、継
続的な予算確保が必要
となります。

町HPへの掲載や中学校
卒業時の通知により、
周知を図ります。

5,120 5,730
2015年
(H27)

未定

22
子ども医療費助成事
業

栄町

中学生までの子どもにか
かる医療費（入院・通
院・調剤）を助成し、保
護者の経済的負担を軽減
し、子育て環境の充実を
図ります。

延べ利用者件数20,189件
入院119件、通院(調剤含む）
20,070件の助成をしました。

利用者世帯の所得を確
認し自己負担額の設定
をすることから、税の
未申告者に対し受給券
切替時期までの申告指
導が課題となっていま
す。

自己負担額の設定を早
めに行い、未申告者の
特定をし、申告指導を
行っていきます。 42,293 45,620

2003年
（H15）

未定

23
子ども医療費助成制
度

神崎町

子ども医療に要する費用
を負担する保護者に助成
することにより、子供の
保健対策の充実、保護者
の経済的負担の軽減を図
り、子供の保健向上及び
子育て支援体制の充実に
寄与します。

通院5,970件、入院29件の助
成をしました。

出生数の減少に伴い、
助成件数および助成額
が減少傾向にありま
す。

出生数を伸ばすため
に、引き続き妊娠期か
ら子育て期に至るまで
手厚い支援を実施して
いきます。 11,552 12,708

2003年
(H15)

未定

24
子ども医療費助成制
度

多古町

中学3年生までの子供につ
いて、通院・入院・調剤
にかかる医療費を町が負
担します。

医療費助成費：29,490千円
給付支給延べ人数：12,894人

コロナ禍の状況や医療
費の増加等に対し、継
続的な予算確保が必要
となります。

町HP等に掲載し、周知
を図ります。

29,490 33,300
2010年
(H22)

未定

25
子ども医療費助成制
度

芝山町

中学校卒業前までの子ど
もにかかる医療費（通
院・入院・調剤）の全部
または一部を助成しま
す。

本事業の実施により、保護者
の経済的負担の軽減を図るこ
とができ、子育て支援体制の
充実に繋がっています。
医療費助成額：14,563千円
助成件数：6,752件

医療費の増加等に対
し、継続的な予算確保
が必要となります。

月額上限が導入される
ため、町ホームページ
や広報等に掲載し、更
なる制度周知を図りま
す。

14,563 15,275
2003年
(H15)

未定

5



26 病後児保育事業 山武市

こども園に在籍する幼児
の病気回復期預かり保育
を行うことにより、保護
者の負担軽減を図りま
す。

利用延べ件数　6件
新型コロナウイルス感染症の
感染拡大により、利用者が減
少し、令和3年度に比べ7件減
となりました。
（参考：令和元年度50件、令
和2年度9件、R3年度13件）

継続登録者が半数以上
を占めており、事業に
対する利用ニーズがみ
られます。
利用ニーズに対し、コ
ロナ禍での運営につい
て検討が必要です。

市立こども園での預か
り保育だけでなく、民
間病後児保育施設利用
時の保護者負担軽減に
ついて、検討します。

0 300
2013年
(H25)

未定

27 病児病後児保育事業 富里市

子どもが病気の際に自宅
での保育が困難な場合の
保育需要に対応するた
め、病院において病気の
児童を一時的に保育する
ほか、保育中に体調不良
となった児童への緊急対
応を行うことで、安心し
て就労しながら子育てで
きる環境を整えます。

令和4年度の利用者数97人

【参考】
R3年度72人
R2年度64人
R元年度341人
H30年度470人

新型コロナウイルス感
染症の影響が長期化す
る中、利用者数の減少
が、ここ数年の課題で
す。
(しかしながら新型コロ
ナウイルス感染症も収
束に向かっていること
もあり、利用者数も少
しずつ増加してきてい
ます。)

事業を広く周知するた
めに、HPや市広報への
掲載、またチラシの作
成など工夫して利用者
の増加に繋げます。

7,227 9,921
2014年
(H26)

未定

28 病児病後児保育事業 栄町

病気または病気の回復期
にあり、医療機関におけ
る入院治療を要しないが
安静の確保に配慮する必
要がある生後5か月から小
学校3年生までの子どもを
保護者に代わって保育を
行います。

延べ利用人数99名 登録者は年間数名増え
ています。
利用については、新型
コロナウイルス感染症
の影響も少なくなり、
前年度より徐々に増加
しています。

新型コロナウイルス感
染症の影響もなくな
り、これからは利用者
が増加傾向にあると考
えられるため、事業の
周知を図っていきたい
と思います。

6,994 6,350
2014年
（H26）

未定

29
病児保育事業（病児
対応型）

多古町

多古中央病院敷地内に建
設した病児保育施設につ
いて、病気の回復期に至
らない乳児・幼児又は小
学校に就学している児童
の預かり保育の場とし
て、運営を多古中央病院
に委託して実施します。

利用延べ人数：125人 新型コロナウイルス感
染症の影響等により利
用者が減少しました。
PR等が必要です。

近隣市町との共同運営
の検討、また、こども
園などに対し、感染症
流行状況や予防策等の
情報提供、巡回支援な
どを行います。
町HP等に掲載し、周知
を図ります。

13,448 17,130
2020年
(R2)

未定

30
病児保育事業（体調
不良児対応型）

多古町

多古こども園にいる間
に、発熱など体調不良と
なった園児への緊急的な
対応や保健的対応を看護
師2名体制で行います。

保育中の病気、ケガなど体調
不良児に対して、看護師が対
応しました。
【稼働日数236日・延べ利用
人数1,336人】

令和3年度まで看護師及
び准看護師2名体制で
あったが、職員の退職
後准看護師1名となって
います。看護師の募集
を行っていますが、応
募者がない状況です。
現在、看護人材確保が
急務となっています。

引き続き対応を行いま
す。看護師の確保を進
め、2名体制で取り組め
るようにしたいと考え
ています。 6,032 6,032

2020年
（R2）

未定

31 出産祝金支給事業 栄町

次代を担う子ども達と、
親が住み続けたいまちづ
くりを目的に祝い金を3カ
年に分けて支給し、子育
て世代の負担を軽減しま
す。

支給人数　180名
出生時　70名
１歳時　57名
２歳時　53名
に支給しました。

出生人数は前年と変わ
りませんが、第2子以降
の増加がみられませ
ん。
また、転出が生じてい
ます。

安心して生み育てられ
る環境にするために、
子育てのしやすいまち
づくりを関係部署と連
携していきます。

9,600 10,220
2014年
（H26）

未定

32
出産・入学等祝金支
給事業

多古町

第1子・第2子の出産に対
し、出産祝金10万円を支
給します。さらに、第3子
以降の児童に対し、出産
祝金30万円、小学校入学
祝金20万円、中学校入学
祝金20万円、中学校卒業
祝金30万円、合せて最大
100万円を支給します。

第1子・第2子出産祝金：32人
第3子以降に対する出産祝
金：10人
合計42人、6,200千円支給し
ました。

継続的な予算確保が必
要となります。

町HP等に掲載し、周知
を図ります。

6,200 9,600
2019年
(R1)

未定

33
子育て支援費支給事
業

神崎町

子育て支援費を支給する
ことにより、児童を養育
する者がゆとりをもって
子育てができる環境を整
備し、次世代を担う子の
出産を奨励し、児童の健
全な育成を図ります。

出産時21件、入学時35件の支
援費を支給しました。

年々出生率が低下して
いることもあり、申請
人数が減少傾向にあり
ます。

制度について周知し、
対象者へ確実に支給で
きるよう実施します。

2,040 2,510
2005年
(H17)

未定

34
学校給食費等助成事
業

神崎町

児童生徒の給食費を助成
することにより、保護者
の負担を軽減するととも
に、少子化対策並びに子
育て支援に資します。
小・中学校の児童生徒の
給食費を全額助成しま
す。

小学校207人、中学校105人の
給食費を助成しました。

子育て家庭を支援する
事業の一環として、一
定の効果はあると思わ
れますが、児童生徒の
人数は減少傾向となっ
ています。

その他の子育て支援事
業と一体として、子育
てしやすい町のPRを積
極的に進めます。

15,669 24,828
2017年
(H29)

未定

35 学校給食費助成制度 多古町

多古町に居住している、
町立の小・中学校に在籍
する生徒や特別支援学校
の生徒の給食費を助成す
ることにより、保護者の
経済的負担を減らしま
す。

町内小学校児童536名、中学
校生徒282名、特別支援学校
等児童4名、生徒3名分の給食
費を助成しました。

食材費の高騰により、
給食費を値上げしまし
たが、無償化を継続し
ました。

保護者経済的な負担軽
減や栄養バランスの取
れた食事を提供するた
め、助成を継続しま
す。

39,946 43,520
2018年
(H30)

未定

36
こども園等給食費無
償化事業

多古町

多古町に居住している、
多古こども園や管外委託
により他市町村の保育
園、幼稚園、こども園等
に通う園児の給食費を無
償化することにより、子
育て世代の経済的負担を
軽減します。

町に居住する多古こども園在
園児に対して給食費無償と
し、町外の施設利用者に対し
ては、給食費（多古こども園
の給食費を上限として）助成
を行いました。

町外施設利用者の助成
については、施設利用
者全てに給食費（主
食・副食費）が生じる
ものではないので、対
象者ごとに判断する必
要があり、事務的に難
しい面があります。

今後も保護者の負担軽
減のために、継続して
事業を行っていきま
す。

17,840 17,840
2021年
（R3）

未定

37
学校給食費無償化事
業

芝山町

町に住所を有し、町内の
学校及び県立特別支援学
校（小・中学部）に通学
する児童・生徒の保護者
に給食費を補助します。

小学生257名:12,875,400円、
中学生154名:8,689,200円、ｱ
ﾚﾙｷﾞｰ生徒1名:55,800円、特
別支援学校1名：21,780円を
補助しました。

特にありません。 今後も同様に取り組ん
でいく予定です。

21,642 25,152
2018年
（H30)

未定

38
学校給食費負担金助
成事業

横芝光町

保護者の教育費負担の軽
減を目的に、令和元年度
から町内に住所を有する
小中学生の保護者を対象
に、給食費の全額助成
（給食費の無償化）を行
います。

町内に住所を有する小中学生
の給食費に係る保護者負担分
について全額助成を行いまし
た。
助成額　71,297千円

特にありません。 引き続き保護者の教育
費負担の軽減を目的
に、町内に住所を有す
る小中学生の保護者を
対象に、給食費の全額
助成（給食費の無償
化）を行います。

71,297 73,486
2019年
(R1)

未定

39 第3子給食無償化事業 栄町

多子家庭の保護者の負担
軽減を図り、安心して子
育てができる環境整備を
図るため、町内小中学校
に就学している第3子以降
の児童生徒の学校給食費
の無償化を実施します。

令和4年度実績
減免対象者　119人
減免金額　5,803千円
内訳
 小学生93人
 減免額4,451千円
 中学生26人
 減免額1,352千円

若い世代層の人口増加
が見込めるよう、給食
費の無償化の見直しを
検討する必要がありま
す。

保護者負担の軽減をよ
り図るため、無償化の
拡充について、検討し
ます。

5,803 6,046
2019年
(R1)

未定

40
児童通学用車運行事
業

成田市

成田空港建設にともな
い、特定地区（天神峰、
東峰、取香）内に居住す
る児童の通学時の安全を
確保するため、通学用タ
クシーを運行します。

対象児童2人を通学用タク
シーで送迎しました。

対象児童の減少によ
り、送迎方法等を見直
す必要があります。

対象児童数やスクール
バスの運行状況を踏ま
え、将来的な見直しを
検討しながら、引き続
き通学用タクシーを運
行します。

764 1,082 - 未定

6



41
保育所入所者の保育
料無償化

神崎町

令和元年10月から実施さ
れている国の保育料無償
化に先立って保育料の無
償化を実施します。町内
に住所を有する保育所の
入所者全員（0歳児から）
について、保育料（給食
費を含む）を無償としま
す。

神崎保育所75人、米沢保育所
52人、計127人を対象に無償
化を実施しました。

無償化に伴い、乳児ク
ラスの入所希望が多い
が、ニーズに対し、現
状は対応できていま
す。

無償化を継続し、引き
続き人員確保に努めて
いきます。

22,000 22,000
2019年
(R1)

未定

42
事業所内保育所「保
育ルームたんぽぽ」

空港会社

成田空港内に勤務する従
業員の仕事と家庭の両立
を推進し、安心して子育
てをしながら働ける環境
を提供します。

事業所内保育所「保育ルーム
たんぽぽ」を運営し、安心し
て子育てをしながら働ける環
境を提供しました。

新型コロナウイルス感
染症による雇用や労働
状況の変化などによる
利用者減少により、保
育料や助成金等の収入
が減少し、運営が厳し
くなっています。

引き続き安全・安心な
保育を提供するととも
に、保育所の利用者数
を増やせるよう、運営
の工夫を図ります。

- -
2004年
(H16)

未定

43
騒音地域ケーブルテ
レビ普及促進補助事
業

成田市

成田市全域での普及を目
指している成田ケーブル
テレビについて、成田国
際空港周辺の騒音地域住
民を対象に、加入時の引
込工事費の一部を補助す
ることで、市内情報格差
是正を図ります。なお、
本事業は地元からの要望
に応えた地域振興策で
す。

令和4年度補助件数は、56件
となりました。
事業開始以来、958件
21,872,800円を補助しまし
た。

本事業は事業年度が限
られているため、事業
終了までに多くの住民
へ周知する必要があり
ます。

対象地域における幹線
整備は終了しているた
め、幹線整備年度によ
り、補助を段階的に終
了しています。
令和5年度補助対象とな
る地域はごく一部の狭
い範囲のため、補助対
象世帯へのダイレクト
メールの送付やポス
ティングにより、補助
終了前に希望する住民
が補助を受けられるよ
うに周知に努めます。

1,294 24
2017年
(H29)

2023年
(R5)

44
共同利用施設整備事
業（仮称小泉防音集
会所）

成田市

空港周辺の住民生活の安
全と福祉活動の向上のた
め、設置基準を満たす小
泉地区に防音集会所を整
備します。

地質調査、実施設計を行いま
した。

特にありません。 令和5年度に建設工事を
行い、令和6年度から供
用を開始する予定で
す。

5,324 99,068
2021年
（R3）

2023年
（R5）

○外国人住民向けコミュニケーション支援の実施 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

45 外国人相談事業 千葉県

県内在住の外国人が安全
で安心な生活を送ること
ができるよう、多言語に
よる生活全般の相談や、
弁護士・行政書士による
専門相談を実施します。

1,539件の相談に対応したほ
か、弁護士・行政書士による
専門相談を15回実施しまし
た。

前年度より全体の相談
件数が増加したうえ、
新型コロナウイルス感
染症の影響が続いたこ
とから特に医療に関す
る問い合わせが増加し
ているため、感染症対
策や対応機関について
引き続き最新の情報を
把握しておく必要があ
ります。

感染症対策については
最新の情報を把握する
とともに、外国語で対
応可能な医療機関につ
いて保有している情報
を更新し、相談に対応
できるようにします。

13,214 13,898
1989年
(H1)

未定

46
外国人に係る総合相
談窓口運営事業

成田市

増加が見込まれる外国人
の就労者や居住者等に対
する支援として、外国人
に対する多言語に対応し
た総合相談窓口を設置
し、情報を提供するとと
もに、相談を受け付けて
おります。

日本語での対応を含め、9カ
国語、延べ389人の相談を受
け付けました。

広報やホームページ、
関係機関へのポスター
掲示等で本相談窓口の
周知を図っております
が、より一層の利用に
つながるよう、周知方
法等を含めた検討が必
要です。

より一層の周知を図る
とともに、関係機関と
連携をしながら本相談
窓口を継続実施しま
す。 3,852 4,371

2020年
(R2)

未定

47

多文化共生推進事業
（外国人支援窓口・
外国人向け日本語教
室）

富里市

市役所庁舎内に外国人支
援窓口を設置するととも
に、市国際交流協会に対
する財政的支援を行い、
小学生英語教室や在住外
国人向けの日本語教室を
実施します。

外国人支援窓口を設置・運営
するとともに、各フロアに多
言語音声翻訳タブレットを設
置し運用しました。
また、市国際交流協会の各種
語学教室の実施に対し、補助
金交付による支援を行いまし
た。
その他、外国人住民向けのア
ンケート調査の実施や多文化
共生に関するシンポジウム及
び異文化体験イベントを開催
し、多文化共生の推進を図り
ました。

外国人支援窓口の潜在
的なニーズへのアプ
ローチと体制整備が課
題です。

外国人支援窓口の開設
時間の拡大や多様な相
談方法に対応する体制
整備を図るとともに、
異文化理解の機会を創
出し、多文化共生の推
進を図ります。
また、市内の国際交流
関係団体へ財政的支援
を行い、英会話教室や
在住外国人向けの日本
語教室を実施します。

876 4,122
2021年
(R3)

未定

48
公民館主催事業「外
国人のための日本語
教室」

成田市

在留外国人の方に、簡単
な会話やかなの読み書き
程度の日本語及び日本の
文化・習慣を学んでもら
い、相互理解を深めるた
め日本語教室を開催しま
す。

令和4年度は、新型コロナウ
イルス感染症の影響により、
通年で中止になりました。

新型コロナウイルス感
染症の影響により、ス
タッフの確保や開催方
法などを検討する必要
があります。

令和5年度は、毎週火・
金曜日に教室を開催し
ます。

0 0
1988年
(S63)

未定

49
日本語教育補助員配
置事業【再掲】

成田市

外国人児童生徒の日本語
習得及び学校生活への適
応支援のため、日本語教
育補助員を各校に配置し
ます。また、年度途中の
転入や少数言語に対応す
るため、必要に応じて有
償ボランティアも派遣し
ます。

日本語教育補助員19名を市内
18校に配置しました。あわせ
て少数言語等に対応する日本
語教育有償ボランティアを5
名派遣し、日本語支援を必要
とする児童生徒の支援を行い
ました。

外国人児童生徒の編入
に変化が見られ、新た
な言語の支援の必要が
生じており、対応でき
る人材を確保する必要
があります。

引き続き、市内学校の
外国人児童生徒の現状
を把握し、日本語支援
ができる人材の確保に
努めます。 12,169 14,067 - 未定

１．生活環境の向上

（２）機能強化を見据えた住環境等の整備

②　機能強化を見据えた住宅等の整備

○住民の将来設計に配慮した空港敷地や騒特法に係る移転代替地の確保 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

1
用途地域等図書作成
事業

多古町

多古町都市計画マスター
プランにおける将来都市
構造を踏まえつつ、地区
住民を対象にした勉強会
や意向調査を実施し、地
権者意向や参画希望企業
の事業提案等を整理し、
土地利用計画を検討しま
す。

空港機能強化に伴う移転代替
地である多古台地区の都市計
画用途地域及び地区計画を変
更しました。

特にありません。 複合エリアとその周辺
の土地利用について、
都市計画マスタープラ
ンと整合性が図られる
よう都市計画変更を行
います。

1,485 0
2019年
(R1)

未定

2
市街地整備事業（小
池地区）

芝山町

空港機能強化による移転
者と空港内外で働く従業
員の居住地として、都市
計画マスタープラン
（R1.12月策定）等に位置
付けられた小池地区に住
宅系拠点を整備し、持続
可能なまちづくりに繋げ
ていくことを目的としま
す。市街地を整備するた
め、土地区画整理事業を
検討します。

昨年度実施した検討成果を踏
まえ、測量調査や地質調査を
行いながら、道路や公園、排
水施設等の基本設計を実施
し、2回の地権者説明会や戸
別訪問等を通して、地権者合
意形成に向けた調整を図りま
した。

地権者説明会参加者が
約半数のため、再度個
別説明が必要となりま
す。また、農業振興地
域農用地区域に指定さ
れているため、今後、
千葉県との農林調整協
議や都市計画手続きが
必要になります。

個別説明等を通じて事
業の理解を深めていき
ます。また、令和5年度
は、区画整理事業計画
書（案）の作成や地区
界測量、農林調整や都
市計画の協議、地権者
説明会等を行い、事業
の推進を図ります。

45,530 89,625
2019年
(R1)

未定
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3
市街地整備事業（川
津場地区）

芝山町

空港機能強化による移転
者と空港内外で働く従業
員の居住地として、都市
計画マスタープラン
（R1.12月策定）等に位置
付けられた川津場地区に
住宅系拠点を整備し、持
続可能なまちづくりに繋
げていくことを目的とし
ます。市街地を整備する
ため、民間宅地開発の誘
導を促進します。

令和4年5月に事業主体となる
民間事業者と住宅系拠点整備
事業における基本協定書を締
結し、官民連携事業としてス
タートしました。事業者によ
る各種設計・調査や農振除外
申請、用地買収等が行われ、
また、町による農林調整や都
市計画の協議が完了し、公共
施設整備に係る補助金の交付
を行いました。

選ばれる住宅地の創出
を念頭に、事業者と公
共施設管理者等との調
整が必要になります。

令和5年度は、事業者に
よる都市計画法第32条
の規定により公共施設
管理者と協議を完了
し、千葉県と29条開発
行為許可及び農地転用
許可の手続きを行いな
がら、町は協力体制で
事業の推進を図りま
す。

86,379 158,781
2020年
(R2)

2024年
(R6)

4
市街地整備事業（千
代田地区）

芝山町

空港機能強化による移転
者と空港内外で働く従業
員の居住地として、都市
計画マスタープラン
（R1.12月策定）等に位置
付けられた千代田地区に
住宅系拠点を整備し、持
続可能なまちづくりに繋
げていくことを目的とし
ます。市街地を整備する
ため、土地区画整理事業
を検討します。

有識者による「新しい成田空
港」構想検討会が令和4年9月
に発足し、旅客ターミナルの
再構築、航空物流機能の高度
化、空港アクセスの改善、近
隣地域との一体的な発展等に
関して、国や地域の視点も加
味して検討を深度化し、方向
性を確認していくプロセスが
示されました。令和5年3月に
は全体構想の中間とりまとめ
案が提示され、計画を進めて
いた道路や駅前広場等との整
合性がつかない課題が出てき
たため、その課題解決に向け
た検討を行いました。

空港会社や千葉県と空
港機能強化に伴う計画
調整に加え、新たにス
タートした新しい成田
空港構想との連携を図
りながら事業を進める
必要があります。ま
た、地権者説明会参加
者が約半数のため、引
き続き個別説明が必要
となります。

引き続き個別説明を行
いながら、令和5年度
は、まちづくり基本構
想の見直しが必要とな
るため、構想を見直し
た後に、土地区画整理
事業の区画整理設計案
等を作成し、地権者の
土地活用意向調査を実
施して、仮同意の取得
を経て準備会の立上げ
までを目標としていま
す。

10,100 27,509
2020年
(R2)

未定

○空港勤務者等の増加に対応する住宅整備 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

5
吉倉地区周辺まちづ
くり事業

成田市

成田空港の更なる機能強
化や国際医療福祉大学成
田病院の開院に伴う、新
たな開発需要や人口増加
等に対応するため、空港
に近接する吉倉地区周辺
において取り組んでいる
住環境の整備やスマート
ICの設置と併せて、鉄道
構想駅の設置や医療関連
産業の集積に向けた取り
組みを進めます。

構想駅の実現に向けて、鉄道
事業者をはじめ、県や空港会
社などの関係機関と協議を行
いました。

構想駅の設置に伴う鉄
道事業者との協議な
ど、関係機関との調整
事項が多岐に渡るた
め、事業全体の進捗状
況を把握しながら成田
空港の更なる機能強化
を見据えて進めていく
必要があります。

引き続き、構想駅の実
現に向けて、鉄道事業
者や関係機関との協議
を進めてまいります。

0 0 未定 未定

6
（仮称）吉倉・久米
野土地区画整理事業

成田市

成田空港の更なる機能強
化や国際医療福祉大学成
田病院と連携した医療関
連産業の集積等に伴う人
口増加に対応するため、
都市計画マスタープラン
に掲げた吉倉地先の鉄道
構想駅を中心とした周辺
地区において、組合施行
の土地区画整理事業によ
り、公共施設の整備・改
善及び住環境の整備を推
進します。

土地区画整理事業の事業化に
向けた検討を進めるととも
に、構想駅の実現に向けて、
鉄道事業者との協議を継続し
ました。

組合設立準備会の立上
げや事業区域の決定、
市街化編入を始めとし
た各種手続きが必要と
なります。
また、鉄道事業者との
協議をはじめ、関係機
関との協議・調整事項
が多岐に渡ることか
ら、空港機能強化の完
成期限を見据えた事業
工程となるよう進めて
いく必要があります。

事業区域の決定や各種
法令手続きに係る協
議・調整を図るととも
に、より多くの地権者
から賛同が得られるよ
う努めながら、準備会
の結成に向けて取り組
んでいきます。
また、構想駅の実現に
向けた鉄道事業者との
協議についても、引き
続き進めていきます。

0 0
2019年
(R1)

未定

7
（仮称）不動ケ岡土
地区画整理事業

成田市

成田空港の更なる機能強
化や、それに伴う関連企
業の新たな立地により想
定される人口増加の受け
皿として、安心・快適に
生活できる環境整備を図
るため、組合施行の土地
区画整理事業により、公
共施設の整備・改善及び
住環境の整備を推進しま
す。

組合の設立認可を得るため、
地権者や関係部局と協議を進
め、概ね協議が整いました。

組合の設立認可に向
け、関係法令に基づく
各種手続きに着手する
必要があります。
また、空港機能強化等
による人口増加の受け
皿となるよう早期に住
環境を整備する必要が
あります。

組合の設立認可後は、
速やかに工事に着手で
きるよう、円滑に取り
組んでいきます。

0 86,207
2023年
(R5)

2027年
(R9)

8
都市計画用途地域の
見直し

富里市

令和3年7月に用途地域を
変更し、適正な土地利用
を推進するとともに、よ
り住みやすい住環境整備
や、地域の活性化につな
がる企業が進出しやすい
環境を整え、成田空港の
機能強化に対応したまち
づくりを目指します。

県による都市計画法第34条第
12号条例が改正されました。
また、用途地域の変更に伴
い、生活利便施設の建設に向
けた手続きが進められていま
す。

本市の市街化区域は、
土地利用が進み、一団
の未利用地がないこと
や、市域の9割を市街化
調整区域が占めること
から、事業用地の確保
が課題となっていま
す。

都市計画法第34条第12
号による市条例の制定
や、市街化調整区域に
おける土地利用方針等
の改訂を行っていきま
す。

0 0
2020年
(R2)

未定

9
安食駅南側の住宅地
開発促進事業

栄町

成田空港の更なる機能強
化により、通勤者等の人
口増加が見込まれること
から受け皿となる住宅地
の開発を促進するため、
安食駅南側の市街化区域
等に民間事業者による住
宅開発を誘導します。

安食駅南側において、民間事
業者（2社）による21区画分
の造成が完了し、住宅分譲に
向け建築が進められていま
す。

既存の住宅地では、分
譲できるほどの用地が
確保できていないた
め、活用できる用地に
ついて検討する必要が
あります。

新たな住宅用地につい
て検討するとともに、
民間事業者に働きかけ
ていきます。

0 0
2017年
(H29)

未定

10
空港勤務者等の共同
住宅誘致促進事業

栄町

成田空港の更なる機能強
化により増加が見込まれ
る移住者・定住者からの
住宅等の不動産需要に対
応するため、受け皿とな
るアパートや会社寮な
ど、土地利用者との調整
などを行い、町への誘致
を図ります。

アパート物件について、土地
所有者や民間事業者と協議を
実施しました。

既存の住宅地では、ア
パート等が建設できる
ほどの用地が確保でき
ていないため、活用で
きる用地について検討
する必要があります。

引き続き土地所有者や
民間事業者と協議をし
ていきます。

0 0
2019年
(R1)

未定

11
用途地域等図書作成
事業【再掲】

多古町

多古町都市計画マスター
プランにおける将来都市
構造を踏まえつつ、地区
住民を対象にした勉強会
や意向調査を実施し、地
権者意向や参画希望企業
の事業提案等を整理し、
土地利用計画を検討しま
す。

空港機能強化に伴う移転代替
地である多古台地区の都市計
画用途地域及び地区計画を変
更しました。

特にありません。 複合エリアとその周辺
の土地利用について、
都市計画マスタープラ
ンと整合性が図られる
よう都市計画変更を行
います。

1,485 0
2019年
(R1)

未定

12
市街地整備事業（小
池地区）【再掲】

芝山町

空港機能強化による移転
者と空港内外で働く従業
員の居住地として、都市
計画マスタープラン
（R1.12月策定）等に位置
付けられた小池地区に住
宅系拠点を整備し、持続
可能なまちづくりに繋げ
ていくことを目的としま
す。市街地を整備するた
め、土地区画整理事業を
検討します。

昨年度実施した検討成果を踏
まえ、測量調査や地質調査を
行いながら、道路や公園、排
水施設等の基本設計を実施
し、2回の地権者説明会や戸
別訪問等を通して、地権者合
意形成に向けた調整を図りま
した。

地権者説明会参加者が
約半数のため、再度個
別説明が必要となりま
す。また、農業振興地
域農用地区域に指定さ
れているため、今後、
千葉県との農林調整協
議や都市計画手続きが
必要になります。

個別説明等を通じて事
業の理解を深めていき
ます。また、令和5年度
は、区画整理事業計画
書（案）の作成や地区
界測量、農林調整や都
市計画の協議、地権者
説明会等を行い、事業
の推進を図ります。

45,530 89,625
2019年
(R1)

未定
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13
市街地整備事業（川
津場地区）【再掲】

芝山町

空港機能強化による移転
者と空港内外で働く従業
員の居住地として、都市
計画マスタープラン
（R1.12月策定）等に位置
付けられた川津場地区に
住宅系拠点を整備し、持
続可能なまちづくりに繋
げていくことを目的とし
ます。市街地を整備する
ため、民間宅地開発の誘
導を促進します。

令和4年5月に事業主体となる
民間事業者と住宅系拠点整備
事業における基本協定書を締
結し、官民連携事業としてス
タートしました。事業者によ
る各種設計・調査や農振除外
申請、用地買収等が行われ、
また、町による農林調整や都
市計画の協議が完了し、公共
施設整備に係る補助金の交付
を行いました。

選ばれる住宅地の創出
を念頭に、事業者と公
共施設管理者等との調
整が必要になります。

令和5年度は、事業者に
よる都市計画法第32条
の規定により公共施設
管理者と協議を完了
し、千葉県と29条開発
行為許可及び農地転用
許可の手続きを行いな
がら、町は協力体制で
事業の推進を図りま
す。

86,379 158,781
2020年
(R2)

2024年
(R6)

14
市街地整備事業（千
代田地区）【再掲】

芝山町

空港機能強化による移転
者と空港内外で働く従業
員の居住地として、都市
計画マスタープラン
（R1.12月策定）等に位置
付けられた千代田地区に
住宅系拠点を整備し、持
続可能なまちづくりに繋
げていくことを目的とし
ます。市街地を整備する
ため、土地区画整理事業
を検討します。

有識者による「新しい成田空
港」構想検討会が令和4年9月
に発足し、旅客ターミナルの
再構築、航空物流機能の高度
化、空港アクセスの改善、近
隣地域との一体的な発展等に
関して、国や地域の視点も加
味して検討を深度化し、方向
性を確認していくプロセスが
示されました。令和5年3月に
は全体構想の中間とりまとめ
案が提示され、計画を進めて
いた道路や駅前広場等との整
合性がつかない課題が出てき
たため、その課題解決に向け
た検討を行いました。

空港会社や千葉県と空
港機能強化に伴う計画
調整に加え、新たにス
タートした新しい成田
空港構想との連携を図
りながら事業を進める
必要があります。ま
た、地権者説明会参加
者が約半数のため、引
き続き個別説明が必要
となります。

引き続き個別説明を行
いながら、令和5年度
は、まちづくり基本構
想の見直しが必要とな
るため、構想を見直し
た後に、土地区画整理
事業の区画整理設計案
等を作成し、地権者の
土地活用意向調査を実
施して、仮同意の取得
を経て準備会の立上げ
までを目標としていま
す。

10,100 27,509
2020年
(R2)

未定

15 居住地整備事業 横芝光町

成田空港の機能強化に伴
い増加する空港従業員等
を「新たな居住者」とし
て獲得するため、令和3年
度に策定した居住地整備
計画に基づき、都市計画
用途の見直しに向けた住
宅地整備事業可能性調査
を行います。

■西側宅地エリア（横芝地
区）
　利便性の高い市街地に隣接
する農地について、住宅開発
の可能性を検討するための実
態調査等を行い、事業の可能
性を判断しました。

■東側宅地エリア（橋場・古
屋地区）
　利便性の高い市街地に隣接
する農地について、住宅開発
の可能性を検討するための実
態調査等を行ったものの年度
内に完了できず、残る調査を
R5年度に繰越しました。

■西側宅地エリア（横
芝地区）
　まちづくり意識の機
運醸成と、地権者の意
向を踏まえた合意形成
が必要となります。

■東側宅地エリア（橋
場・古屋地区）
　現時点においても優
良耕作地が多く残って
いることから、営農者
や営農環境に配慮した
土地利用計画の作成が
必要となります。

■西側宅地エリア（横
芝地区）
　住民説明会などまち
づくり意識の機運醸成
と、地権者の意向を踏
まえた合意形成を進め
るとともに、事業手法
等の見直しを行い事業
促進を図ります。

■東側宅地エリア（橋
場・古屋地区）
　残る地権者意向等に
ついて引き続き調査を
行い、年度内に事業可
能性の有無を判断しま
す。

16,848 9,035
2021年
(R3)

未定

○住宅団地再整備や空家情報の提供やマッチングなど既存住宅の活用 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

16
千葉県すまいづくり
協議会空家等対策検
討部会

千葉県

市町村間の事例共有や他
県事例の紹介、関係団体
からの情報提供のほか、
各種マニュアル・手引き
などの作成を通じ、各市
町村の空き家対策に必要
なノウハウを共有しま
す。また、空家等状況及
び空家等対策に関する情
報を収集し、空家等対策
の実施などについて検討
を行います。

千葉県すまいづくり協議会空
家等対策検討部会を開催し、
各市町村等と情報共有を行い
ました。

市町村においては、空
家等の実態把握を行
い、空家等対策計画を
策定するなど、空家等
対策を推進する体制の
整備が必要な状況です
が、未実施の市町村や
計画策定5年後の見直し
が必要な市町村が存在
する状況です。

引き続き部会を開催
し、各種情報提供や各
市町村の要望等を取り
入れた意見交換等を実
施していきます。

105 138
2014年
(H26)

未定

17
成田市空き家バンク
事業

成田市

成田市内の空き家の有効
活用を目的に、空き家の
賃貸や売買を希望する所
有者の方の物件を市に登
録し、市はホームページ
にその情報を公開しま
す。その情報を見た利用
希望者と、所有者との橋
渡しを市が行います。

物件登録件数：1
成約件数：2

物件登録件数が低調で
あるため、紹介できる
物件数が少ないことが
課題となっています。

引き続き、市のホーム
ページや広報誌などに
空き家バンクに関する
情報を掲載します。ま
た、空き家バンクの活
用を促進するため、物
件登録条件を緩和する
とともに全国版空き家
バンクへの登録も行い
ます。

66 66
2018年
(H30)

未定

18 空き家活用事業 富里市

空き家の登録情報「全国
版空き家バンク（国のシ
ステム）」を活用して、
空き家の活用を希望する
人と、所有者の橋渡しを
市と協力団体である一般
社団法人千葉県宅地建物
取引業協会印旛支部が協
力してマッチングを行い
ます。

平成30年から実施し、計8件
の登録があり、平成30年度に
1件、令和元年度に1件、令和
2年度に2件の物件契約に至り
ました。
令和4年度は空き家バンクの
登録に向けた所有者からの相
談を受け付けました。

登録する物件は、すぐ
に利活用できる状態の
物件に限定されるた
め、劣化の著しい物件
などは対象外となりま
す。

令和5年3月に改訂した
「富里市空家等対策計
画」に基づき、制度の
周知に努めるととも
に、劣化の著しい物件
等の取り扱い方法を検
討していきます。

0 0
2018年
(H30)

未定

19 空き家対策事業 香取市

良好な生活環境の保全の
ため、市内の空家等の適
正管理を所有者等に促す
とともに、管理不全な空
家等の発生を未然に防ぐ
ため、空き家バンク制度
を活用し、空き家の利活
用を促進しています。

令和4年8月、新たに空家等の
流通・利用促進に関する協定
を宅建協会と締結し、空き家
の管理・処分について、12件
の相談申込みがありました。
空き家バンクについては、新
規物件登録が5件、成約が3件
でした。

空き家バンク物件登録
件数の伸び悩みが課題
となります。利活用を
希望する空き家所有者
の把握が必要です。

空き家所有者に対し、
アンケートを送付し利
活用等の意向を確認す
る取り組みを行ってい
きます。物件の良し悪
しにかかわらず、利活
用や処分を希望する所
有者に対し、積極的な
アプローチを行う方針
です。

3,104 5,312
2015年
(H27)

未定

20
山武市空き家バンク
事業

山武市

市内の空き家を有効活用
し、市場流通の促進及び
地域の活性化を図るた
め、「山武市空き家バン
ク」を通じて、空き家を
「売りたい・貸したい」
人と、「買いたい・借り
たい」人とのマッチング
を行います。

令和4年度に空き家バンクの
登録相談が10件ありました。
そのうち登録申請に至った9
件の物件について調査を実施
した結果、6件が登録とな
り、そのうち2件が事業者買
取りでの成約となりました。

固定資産税納税通知書
を活用した啓発事業の
展開により昨年度と比
較して空き家バンクの
登録相談件数が増加し
ました。
相談と併せて登録申込
の件数も増加しました
が、老朽化が著しく、
利活用できないケース
が多く発生していま
す。

利用者ニーズを把握
し、ニーズに対応した
登録要件の基準見直し
を検討します。

90 70
2019年
(R1)

未定

21
栄町空き家バンク事
業

栄町

成田空港の更なる機能強
化により通勤者等の人口
増加が見込まれることか
ら、空き家を有効に利活
用する栄町空き家バンク
制度への新規登録やリ
フォームへの補助等によ
る空き家住宅の減少及び
人口の増加、また空き家
の解消によるコミュニ
ティの醸成を図ります。

令和4年度空き家バンクへの
新規登録が6件あり、そのう
ち2件について売買や賃貸が
成立しました。

空き家バンク登録への
周知はしているもの
の、新規登録が少なく
紹介できる物件数が少
ないことが課題となっ
ています。

空き家バンク制度の利
用を促進させるため、
空き家所有者に対し、
相談会や制度の周知を
一層強化していきま
す。 300 800

2016年
(H28)

未定
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22
神崎町空き家バンク
事業

神崎町

空き家を貸したい・売り
たい所有者の方の物件を
町に登録し、町はホーム
ページ等にその情報を公
開しています。その情報
を見て、借りたい・買い
たいという移住希望者と
所有者との橋渡しを町・
宅建協会が協力して行っ
ています。

空き家バンク制度について、
町ホームページ等で周知を行
い、物件の登録に努めまし
た。

空き家バンクへの物件
登録がなく、さらなる
周知を行っていく必要
があります。

空き家の有効活用を推
進するため、引き続き
空き家バンク制度の周
知を行います。

66 66
2018年
(H30)

未定

23 空き家バンク事業 多古町

令和元年度に開設した
「多古町空き家バンク」
への掲載物件や利用登録
者の増加を図ります。ま
た、ホームページを作成
し、近年、増加傾向にあ
る空き家の利活用につい
ても活用方法等の周知を
行います。

令和元年度に開設した「多古
町空き家バンク」への掲載物
件や利用登録者の増加を図り
ました。また、ホームページ
を作成し、近年、増加傾向に
ある空き家の利活用について
も活用方法等の周知を行いま
した。

令和4年度は、空き家バ
ンクの登録件数2件、成
約件数3件となりまし
た。土地の相談も多
く、宅地であれば空き
家バンクに登録できる
か宅建協会と協議する
必要があります。

移住希望者が希望する
住宅に戸建て中古物件
を求める方が増加して
います。不動産業者が
取り扱っている物件で
はなく、金額を抑え、
移住をしたい希望があ
るため、空き家バンク
への登録増加を目指す
必要があります。

165 145
2019年
(R1)

未定

24 空家等対策事業 芝山町

「芝山町空家等対策計
画」に基づき発生抑制や
予防、活用・市場流通の
促進、管理不全の解消等
の各種施策を推進してい
きます。令和4年度は空家
等実態調査を実施し、前
回調査時点からの推移を
確認するとともに、空家
等対策計画への反映を検
討します。

管理不全状態にある空家等に
対して、指導等を実施しまし
た。また発生抑制・予防とし
て、DMの送付等の啓発活動を
実施しました。また、次期計
画改定をR5年度に予定してい
るため、町内全域を対象とし
た空家等実態把握調査を実施
しました。

所有者が不明な空家等
に対して、不在者財産
管理人制度の活用を検
討する必要がありま
す。

空き家に対する解体・
除却助成の検討ととも
に、空き家除却後の利
活用策の検討を行いま
す。また計画期間満了
を迎える空家等対策計
画の改定をR5年度に行
い、空き家等対策を推
進していきます。

3,160 10,357
2019年
(R1)

未定

○社会基盤施設の維持・向上 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

25
浄化センター整備事
業

成田市

水質保全及び生活環境の
向上を図ると共に、循環
型社会に対応し環境に配
慮した資源再生が可能な
施設の構築を図ることを
目的とし、し尿及び浄化
槽汚泥の処理体制を安定
的に確保していくため、
老朽化した成田浄化セン
ターの再整備に向けた取
り組みを進めます。

事業者選定委員会において、
高度技術提案型の総合評価方
式による制限付き一般競争入
札にて、設計・建設・運営を
一括で請け負う事業者を決定
し、工事請負契約を締結しま
した。

建設工事に際し、資材
等の高騰及び入手困難
があります。

令和7年度の供用開始を
目指し、建設工事を進
めます。
また、供用開始に合わ
せ運転・維持管理委託
契約の締結を行いま
す。

15,238 490,820
2020年
(R2)

2025年
(R7)

26
吉倉地区周辺下水道
整備事業

成田市

成田空港の更なる機能強
化に伴う人口増加、国際
医療福祉大学成田病院と
連携した医療関連産業の
集積等に伴う新たな開発
需要に対応するため、吉
倉地区周辺及び東和田南
部地区において、必要と
なる公共下水道汚水幹線
の整備を実施します。

吉倉地区周辺を下水道事業区
域に編入するため、汚水適正
処理構想の見直しを行い、将
来の下水道整備区域としまし
た。

区画整理事業を前提と
した汚水幹線整備であ
り、事業工程が、区画
整理事業の進捗に大き
く左右される可能性が
あります。

令和5年度に下水道全体
計画の見直しを行いま
す。令和6年度に事業計
画などの見直しを行
い、令和7年度に汚水幹
線の設計に着手しま
す。その後、令和8年度
に工事着手し、令和10
年度に事業完了の予定
です。

0 0
2024年
（R6）

2028年
（R10）

27
不動ケ岡地区下水道
整備事業

成田市

成田空港の更なる機能強
化に伴い、今後増加が見
込まれる空港関連企業等
の従業者のための住環境
整備を図るため、JRおよ
び京成成田駅周辺に隣接
する不動ケ岡地区におい
て、事業区域における雨
水排水放流先となる雨水
幹線の整備を実施しま
す。

下水道事業計画区域に編入す
るため、下水道事業計画の見
直しに着手しました。また、
区画整理組合設立準備会代行
者と各種設計協議を行いまし
た。

区画整理事業地内での
雨水幹線整備となるこ
とから、区画整理組合
との密接な工程調整が
必要となります。

令和5年度は引き続き事
業計画の見直し作業を
行い、その後、雨水幹
線の設計に着手しま
す。令和6年度に工事着
手し、令和7年度に事業
完了の予定です。

0 34,738
2023年
（R5）

2025年
（R7）

28 公共下水道事業 芝山町

空港に隣接した千代田地
区の市街地再編と合わ
せ、公共下水道の整備を
既存小池処理区へ編入し
進めるため、芝山町汚水
適正処理構想を見直し、
下水道法と都市計画下水
道事業の認可を取得しま
す。

芝山町公共下水道変更全体計
画に合わせ、芝山町汚水適正
処理構想を見直し、下水道法
と都市計画下水道事業の認可
取得を進めました。

今回の事業認可につい
ては、上位計画である
九南流総計画の計画期
間内(R6年度迄)での認
可取得となり、R6年度
までに都市マスに位置
づけた千代田地区のみ
ならず、小池拠点の公
共下水道事業の展開が
見込める計画とする必
要があります。これら
について、県との調整
に時間を要し、認可取
得に至っていません。

県からの指摘事項等に
ついては、即座に対応
しており、現状、6月頃
の認可取得見込みとな
ります。その後、千代
田地区の公共下水道に
係る測量・地質調査・
実施設計業務を進めま
す。

19,850 49,700
2021年
(R3)

2029年
(R11)

29 簡易水道事業 芝山町

成田空港の更なる機能強
化に伴う、空港関連企業
の誘致、産業用地の創出
及び住宅地整備などに合
わせ、安全・安心な生活
環境の確保のため、町営
水道により生活用水等の
供給を行います。

浄水場予定地の用地測量、地
質調査や施設の設計を実施し
ました。また、令和5年度に
実施する導・配水管布設工事
(配水管延長3934ｍ、導水管
延長959ｍ)の設計を実施しま
した。

成田空港の機能強化に
伴う空港関連企業の誘
致、産業用地の創出及
び住宅地整備に必要な
安全・安心な生活環境
の確保のため簡易水道
事業を開始したので、
同様の目的で実施して
いる他事業との連携が
必要となります。

令和10年度の一部給水
開始に向けて、関連事
業との連携を図りなが
ら、水道施設の整備を
行っていきます。

58,246 473,816
2021年
(R3)

2038年
(R20)

１．生活環境の向上

（３）９市町から成田空港へのアクセス利便性の向上

○空港と周辺地域を結ぶバス路線の運行によるアクセス手段の拡充 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

1
成田方面へのバス運
行事業

横芝光町

JR横芝駅から成田方面へ
のアクセス向上を目的
に、JR横芝駅を起点とす
る成田方面へのバスの運
行を開始しました。日曜
と祝日のみの運行から、
通勤や通学等で利用でき
るよう、毎日20便で無休
のバスの運行を開始した
ほか、令和3年4月から
Free-WiFiを導入し、利便
性向上を図りました。

乗降客数：29,610人 運行開始から乗降客数
は増加しております
が、増便やダイヤの見
直し等により、更に利
便性が向上するような
取組が必要です。

令和5年5月20日より毎
日23便で運行を開始し
ましたが、今後の利用
状況や成田国際空港の
需要回復に合わせて、
30便への増便を検討し
ていきます。 47,324 52,602

2019年
(R1)

未定
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2
空港シャトルバス運
行事業

多古町

都心部方面への通勤・通
学の足を確保するため、
道の駅多古と空港第2ビル
を結ぶシャトルバスを1日
上下各20便を運行してお
り、工業団地内へ一部の
便の乗り入れを行ってい
ます。令和3年2月より交
通系ICカードを導入、同
年4月からはFree-WiFiを
導入し、利便性を図りま
した。

年間利用者数は延べ93,529
人、対前年比32.1％増となり
ました。収支による回収率も
55.9％とほぼコロナ禍前の数
値まで回復してきました。工
業団地内への乗り入れ台数を
3便増便しました。また、老
朽化した車両1台について運
行委託事業者へ町から更新に
係る補助金を交付し新車と
し、更なる安全運行の確保及
び利用者の利便性向上を図り
ました。

残る車両1台についても
老朽化による更新時期
を過ぎていることから
車両の買い替えを検討
する必要があります。

車両の更新について、
運行委託事業者と更新
時期の検討を進めま
す。

41,162 39,291
2010年
（H22）

未定

3
空港シャトルバス運
行事業

芝山鉄道延伸
連絡協議会

山武市、横芝光町、芝山
町で構成する芝山鉄道延
伸連絡協議会が事業主と
なり、成田空港南部地域
の公共交通網の整備、利
便性向上を目的に、成田
空港と空港南部地域を結
ぶバスを運行します。

令和4年度の利用客数は、
64,478人となり、前年度比
119.7%となりました。（令和
3年度利用客数：53,870人）

利用客数は、令和3年度
以降徐々に回復してい
ますが、コロナ前の水
準までビジネス需要が
回復するか注視が必要
です。

車両（2台）の老朽化が
目立つことから、令和5
年度に車両を更新予定
です。新たな車両で安
全・安心な運行を更に
図ります。

42,113 120,481
2001年
(H13)

未定

4
従業員向け深夜急行
バス実証実験

空港会社

2019年冬ダイヤからの夜
間飛行制限の変更に伴い
深夜時間帯の空港従業員
の帰宅手段を確保するた
めに、鉄道の補完として
の従業員用深夜急行バス
運行の実証実験中です。

1日1便の従業員用深夜急行バ
スを運行しました。

新型コロナウイルス感
染症の影響で減少して
いた運航便数は回復し
つつありますが、依然
として利用者数は低調
であり、引き続き貨物
地区従業員による利用
が中心となっておりま
す。

実証実験の現状を基に
本バス運行の有効性を
検証するとともに、従
業員のアクセス改善に
ついて引き続き検討を
行って参ります。

- -
2019年
(R1)

未定

○バスターミナルの整備による効率的なバス運行の推進 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

5
高速バスを基幹とし
たバスターミナル整
備事業

香取市

高速バスを主体とした都
市間公共交通の充実を図
るために必要となる拠点
の整備や既存路線のサー
ビスレベルの強化、新規
路線の整備を進めるた
め、バス拠点整備に伴う
用地買収及び佐原駅北口
自転車駐車場の改築工事
を実施します。

地権者との用地交渉を引き続
き進めてきましたが、双方の
折り合いがつかず進捗はあり
ませんでした。また、コロナ
禍の影響により高速バス利用
者の先行きが不透明です。
【事業費】
市有地部分の除草委託料
29,726円

用地取得の難航が今後
も続くと思われるこ
と、またアフターコロ
ナの状況に応じた対応
が必要なことから、新
たな整備計画等につい
ても考えていく必要が
あります。

地権者及び高速バス事
業者の動向を注視しな
がら、引き続き整備に
向けた検討を行いま
す。

30 80
2016年
(H28)

未定

6
バスターミナル整備
事業

芝山町

道の駅周辺の小池地区の
市街地化（拠点整備）を
計画しており、当該拠点
にバスターミナルを整備
することで、交通結節拠
点・にぎわい拠点として
通勤・通学・買物等の利
便性向上を図ります。

国庫補助（都市構造再編集中
支援事業）を受けるために必
要となる立地適正化計画策定
に向け、関連する地域公共交
通計画策定に取りかかりまし
た。

区画整理事業の面的整
備と同時期に工事を行
うことから、区画整理
事業の進捗状況を都度
確認する必要がありま
す。

バスターミナルを整備
予定の小池地区土地区
画整理事業の総合基本
設計の成果物を共有
し、バスターミナル整
備に係る基本設計の発
注に向けた協議を進め
ます。

0 0
2019年
(R1)

2028年
(R10)

○地域公共交通網形成計画の策定 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

7
地域公共交通網形成
計画（新：地域公共
交通計画）

香取市

令和元年度に策定した計
画に基づき、「高速バス
を基幹としたバスターミ
ナル整備事業」等の各種
事業を実施していきま
す。

令和4年10月に循環バスのダ
イヤ改正を実施し、市街地へ
のアクセスや鉄道との接続が
向上しました。また、公共交
通の利用促進のため、市内公
共交通ガイドの作成及び公共
施設や高校等へ配布、循環バ
ス乗り方教室の開催、グーグ
ルマップへの循環バス情報掲
載を実施しました。

循環バスは、1日あたり
の運行時間が長く、令
和6年度からの運送業の
改善基準告示への対応
について検討していく
必要があります。ま
た、循環バス乗り方教
室開催や市内公共交通
ガイド配布等の継続的
な利用促進の取組みを
実施していく必要があ
ります。

令和6年度からの運送業
の改善基準告示への対
応等を踏まえた市内循
環バスや路線バスの再
編を行うための新たな
公共交通計画を策定し
ます。利用促進の取組
みとして市内公共交通
ガイドの配布等に取り
組みます。

0 5,450
2020年
(R2)

2024年
(R6)

8
地域公共交通網形成
計画（平成30年度策
定）

山武市

平成30年度に策定した山
武市地域公共交通網形成
計画に基づき、基幹バス
や乗合タクシーの実証実
験など各種事業を実施し
ていきます。

地域公共交通網形成計画に係
る通常運行のほか、令和3年
10月16日から令和4年9月末ま
で基幹バス新路線（蓮沼・空
港道路線、山室・豊岡循環
線）の実証実験運行を行いま
した。

実証実験については、
蓮沼循環線廃止の代替
路線として実証実験を
開始したため、同程度
の利用者数（年間3,000
人から4,000人程度）が
本格運行の目安となり
ますが、目安を大幅に
下回る数値となり、本
格運行には至りません
でした。

次期地域公共交通網形
成計画の策定を実施し
ます。

4,620 4,900
2019年
(R1)

2023年
(R5)

9
地域公共交通計画策
定事業

芝山町

今後のまちづくり構想を
踏まえた公共交通のある
べき姿を示す「地域公共
交通計画」を令和4、5年
度の2か年で策定します。
策定にあたっては、町民
代表や交通事業者等から
構成する「芝山町地域公
共交通会議」において協
議を行います。

令和4年度は、町の公共交通
の実態調査、ニーズ把握、課
題の整理を行い、地域公共交
通の目指すべき方向性の素案
を作成しました。

様々な意見、ニーズを
各交通事業の具体策に
落とし込む過程では、
住民の方々と施策の方
向性の合意を図る必要
があります。

地域公共交通の基本方
針を明確にし、具体的
な各交通事業の目標を
設定します。
住民説明会やパブリッ
クコメントを実施し、
地域公共交通計画を策
定します。

5,782 9,552
2022年
(R4)

2023年
(R5)

○広域幹線バス路線維持に係る補助 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

10
千葉県バス運行対策
費補助

千葉県

生活交通路線の確保方策
の一環として、複数市町
村にまたがるバス路線の
うち、輸送量や収支率等
の輸送需要等に関する一
定の要件を満たす路線の
予測される赤字額に対し
て、補助を実施して、運
行の確保・維持を図りま
す。

ジェイアールバス関東㈱が運
行する「多古本線」に対し
て、5,774千円の補助を行い
ました。

新型コロナウイルス感
染症の影響により、利
用者が減少したことか
ら、利用促進策の検討
が必要になります。

自治体が開催する地域
公共交通会議に出席
し、必要に応じて助言
等を行うとともに、
ホームページ等で路線
バスの情報提供等を行
います。

110,257 112,623
2002年
(H14)

未定

○その他、特に力を入れている取組 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

11
吉倉地区周辺まちづ
くり事業【再掲】

成田市

成田空港の更なる機能強
化や国際医療福祉大学成
田病院の開院に伴う、新
たな開発需要や人口増加
等に対応するため、空港
に近接する吉倉地区周辺
において取り組んでいる
住環境の整備やスマート
ICの設置と併せて、鉄道
構想駅の設置や医療関連
産業の集積に向けた取り
組みを進めます。

構想駅の実現に向けて、鉄道
事業者をはじめ、県や空港会
社などの関係機関と協議を行
いました。

構想駅の設置に伴う鉄
道事業者との協議な
ど、関係機関との調整
事項が多岐に渡るた
め、事業全体の進捗状
況を把握しながら成田
空港の更なる機能強化
を見据えて進めていく
必要があります。

引き続き、構想駅の実
現に向けて、鉄道事業
者や関係機関との協議
を進めてまいります。

0 0 未定 未定

11



12
さとバス・デマンド
交通運行事業

富里市

市内の公共交通空白地帯
を補完するため、さとバ
ス及びデマンド交通を運
行ししています。令和3年
度に策定した「富里市地
域公共交通計画」に基づ
き、新デマンド交通への
転換など新たな公共交通
体系の構築に取り組みま
す。

利用者実績
・さとバス4,782人
（※9月30日まで）
・デマンド20,943人／年

新デマンド交通への転
換において、利用者へ
の周知をさらに進めて
いく必要があります。

令和3年度に策定した
「富里市地域公共交通
計画に基づき、新デマ
ンド交通への転換な
ど、新たな公共交通体
系の構築・拡充に取り
組みます。

59,063 73,301
2015年
(H27)

未定
※さとバ
スについ
ては令和4
年9月30日
運行廃止

13
成田ナンバー普及促
進協議会

成田市

成田ナンバー版図柄入り
ナンバープレート購入者
から集まった寄付金を活
用し、成田ナンバー対象
市町（成田市、富里市、
山武市、神崎町、多古
町、芝山町、横芝光町）
の交通サービスの改善、
観光振興を行います。

新型コロナウイルス感染症の
状況を鑑み、事業を行うこと
は難しいことから、令和4年
度の助成事業を見送り、翌年
度の助成金として繰り越しま
した。

【参考】
成田ナンバー版図柄入りナン
バープレート普及率　全60地
域中18位

成田ナンバーの更なる
普及促進に向けて、効
果的なPRを検討してい
く必要があります。

助成事業を検討してま
いります。

0 2,500
2023年
（R5）

未定

１．生活環境の向上

（４）成田空港と地域の連携による地域防災力の向上

○成田空港としての災害対応の強化 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

1
成田国際空港BCPの策
定に伴う空港運用の
安全強化

空港会社

「空港利用者の安全・安
心の確保」「航空ネット
ワークの維持又は早期復
旧」「地域貢献」を基本
方針として、大規模自然
災害が発生した際に空港
関連事業者が連携し、迅
速かつ的確な対応を行
い、災害に強い成田国際
空港を形成します。

成田国際空港BCPに基づき、
大規模自然災害の発生を想定
して、関連事業者との情報共
有・連携強化のための訓練を
実施しました。

災害が激甚化・多様化
していく中で、必要な
対応や備えも変化して
いくため、常に対策を
見直していく必要があ
ります。

災害対応及び訓練等を
通じて、関連事業者と
の情報共有・連携を強
化するとともに、振り
返りを行い、必要に応
じてハード・ソフトの
両面から対策の見直し
を進めていきます。

- -
2019年
(R1)

未定

○空港を有する地域としての、災害に強い地域づくり （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

2
洪水ハザードマップ
作成

関係市町

水害リスクと水害時の避
難に関する情報を住民等
に提供し、住民避難に活
用されることを目的と
し、市町は、洪水浸水想
定区域や避難場所及び避
難路等に関する事項を記
載した洪水ハザードマッ
プを作成し、住民等へ周
知し活用を図ります。

水位周知河川以外のその他河
川の洪水ハザードマップにつ
いては、成田空港周辺の9市
町のうち、7市町が作成の義
務があり、令和4年度におい
て2市町がハザードマップの
作成が完了しました。
これまでにハザードマップの
作成が完了した3市町と合わ
せ、計5市町の作成が完了し
ました。

水害時の避難行動に必
要な情報である、地域
の水害リスクと水害時
の避難に関する情報を
記載した洪水ハザード
マップを早期に作成
し、住民等へ周知する
必要があります。
成田空港周辺の9市町に
係る、水位周知河川に
おいては1町、水位周知
河川以外のその他河川
においては2市町が、洪
水ハザードマップ未作
成であり、引き続き作
成に係る支援が必要で
あります。

ハザードマップの作成
が必要である市町につ
いて、早期に想定し得
る最大規模の降雨によ
る洪水浸水想定区域に
対応したハザードマッ
プを作成に係る支援を
実施してまいります。

各主体によ
る

各主体によ
る

- -

3
騒音下地域での防災
行政無線受信環境の
整備

成田市

公共用飛行場周辺におけ
る航空機騒音による障害
の防止等に関する法律の
指定に基づき指定された
成田国際空港の第一種区
域内にある世帯や、共生
財団が定める隣接区域を
対象に防災行政無線戸別
受信機を貸与します。

成田国際空港の第一種区域及
び共生財団が定める隣接区域
内にある世帯のうち、希望す
る世帯を対象に防災行政無線
戸別受信機の貸与を行い、事
業は終了しました。
貸与世帯：1,151世帯
（令和5年3月31日時点）

事業終了しました。 事業終了しました。

144,344 事業終了
2020年
(R2)

2022年
(R4)

4
富里市森林再生プラ
ン

富里市

豊かな自然環境を保全
し、森林の有する多面的
機能が発揮できる森林へ
再生するための「富里市
森林再生プラン」を策定
し、森林再生を推進しま
す。また、木材利用とし
て、木質バイオマスを利
用促進することで、森林
再生を推進します。

独自の森林再生プランにより
千葉県森林組合との「森林再
生の推進に関する協定」に基
づき約1.7ヘクタールの森林
整備を行いました。また、令
和元年台風等による被害に
あった森林から、倒木を搬出
運搬し、木質バイオマスとし
て活用することで、資源循環
を図り、森林の保全及び木材
利用を推進しました。そのほ
か、森林クラウドを活用し
て、伐採届や所有者届等を受
理し、適切な森林把握に努め
ました。
＜令和4年度決算額＞
森林クラウド利用料
82,500円
森林環境整備補助金
804,000円
木材利用推進補助金
700,000円

森林所有者からの相談
に対し、森林経営計画
の策定に至るまでに相
当な期間を要していま
す。また、令和2年度に
実施した森林所有者に
対する「森林管理に関
する意向調査」の結果
を活用しきれていない
ことから、今後森林所
有者に対し、詳細な聞
き取りと森林再生プラ
ンによる森林整備の働
きかけが課題となって
います。

森林再生プランに基づ
き、市が森林所有者と
千葉県森林組合のコー
ディネーターとなり、
荒廃した森林の再生
を、更に促進します。
また、「森林管理に関
する意向調査」によ
り、令和元年台風等に
より「かなりの被害を
うけた」と回答があっ
た森林所有者に対し、
風倒木の除去及び木質
バイオマス利用促進を
目的とした「富里市木
材利用推進補助金」な
どの啓発を行い、多面
的機能が発揮された森
林への再生を目指しま
す。

1,587 10,077
2021年
（R3)

未定

２．産業振興

（１）今後の空港とまちづくりを支える産業振興等

①　空港を活用した地場産業・中小企業振興

○企業が自主的に取り組む経営の向上及び改善の支援による経営基盤強化 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

1
ちばのキラリ商品支
援事業

千葉県

県内中小企業者等が、地
域資源等の活用や農商工
連携により、ちばのキラ
リと光る商品を開発し、
地域の活性化につなげて
いくため、農林漁業者の
開発ニーズに基づく商品
開発・マッチングの支援
や、テストマーケティン
グによる商品改良・販売
展開の支援を行います。

マッチングによる商品開発・
改良を促すためのイベントの
開催及び地域連携コーディ
ネーターの配置等により、空
港周辺9市町において35件の
マッチング支援を行いまし
た。また、小売店等での販売
機会の提供を6回、販売イベ
ントを2回行ったほか、空港
周辺9市町において5社に対し
て延べ11回のコンサルティン
グを実施しました。

県内中小企業が、本県
の豊かな農林水産物や
観光資源等の地域資源
を活用して新商品を開
発し、地域活性化につ
なげていくためには、
同じく地域活性化に取
り組む企業や農林漁業
者などとネットワーク
を構築し、一体となっ
て地域ブランド力の強
化を図ることが必要と
なります。

引き続き、県産農林水
産物などの地域資源を
活用した商品の開発や
販売展開を支援するた
め、農林漁業者等の商
品開発のアイデアと県
内中小企業の生産・加
工技術等をマッチング
するとともに、消費者
ニーズを捉えた商品改
良につなげるためのテ
ストマーケティング等
を行います。

34,958 35,000
2021年
(R3)

未定

2
制度資金事業（中小
企業）

富里市

市内中小企業の健全経営
の支援し、市内中小企業
の経営改善支援及び、資
金繰りの円滑化を支援し
ます。

中小企業資金融資預託金
45,000,000円
資金融資利子補給金
4,545,632円

特にありません。 引き続き、制度の周
知・啓発に努め、市内
中小企業の経営支援に
取り組みます。

49,545 49,870
1971年
(S46)

未定

12



3
多古町魅力活力にぎ
わい創出支援事業

多古町

事業開始時に要する経費
の一部を補助すること
で、町内で創業や事業承
継する事業者の増加を促
進し、新たな魅力や活
力、にぎわいを創出、商
業の振興や地域経済の活
性化を図ります。また、
空き店舗活用の場合は、
上乗せ補助することによ
り、空き店舗解消も併せ
て促進します。

町内で新たに起業や事業承継
をされる方に補助金の交付を
行いました。
相談件数：15件
交付件数：6件

要綱策定当初に想定し
ていなかった形態での
起業相談が増えてお
り、事務が煩雑になら
ないよう要綱改正の検
討が必要です。

引き続き、本事業を継
続し、起業や事業継承
する事業者の増加を促
進するとともに、当初
想定していなかった形
態での事業についても
対応できるよう要綱改
正を検討します。

4,838 4,864
2020年
（R2）

未定

○空港／航空関連企業と地域の企業のマッチングの推進 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

4
おいしい千葉と空の
商談会

成田空港
活用協議会

県経済の活性化を図るた
め、航空／空港関連企業
と会員企業を含む県内事
業者との商談会を開催
し、成田空港を起点とし
た新しいビジネス（取
引）の実現及び会員や県
内事業者の航空／空港関
連事業との取引機運の醸
成を図ります。

「おいしい千葉と空の商談会
2022秋」と題して、バイヤー
は日本航空㈱グループや全日
本空輸㈱グループをはじめと
した航空／空港関連企業を中
心に15社(16部門）、サプラ
イヤーは46社に参加いただき
ました。
具体的な商談成約につながっ
たのは15件、商談継続となっ
たのは、112件となりまし
た。

サプライヤー向けに商
談スキルの向上等を目
的とした事前説明会を
開催し、ノウハウの提
供や成約に向けた助言
を行っています。
引き続き、専門家によ
るサプライヤーへの個
別フォローが必要と考
えます。

サプライヤーに対し
て、商談スキルの向上
等を目的とした事前説
明会を開催するととも
に、専門家（中小企業
診断士）による個別
フォローを実施し、商
談成約率の更なる向上
を目指します。

6,186 6,000
2018年
(H30)

未定

○空港の立地優位性を生かした航空物流拠点化 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

5

貨物のオペレーショ
ン効率を高めるト
ラックドックシステ
ム等デジタル化の推
進・施設整備・運用
計画の検討

空港会社

成田空港貨物地区の輸出
貨物上屋におけるトラッ
クドックマネジメントシ
ステムを導入することに
より、貨物地区構内の交
通渋滞対策を行うととも
に、貨物オペレーション
効率の向上を図ります。

システム開発を完了し、シス
テム導入後の運用について関
係事業者への周知を行いまし
た。

特にありません。 令和5年4月に本システ
ムの運用を開始し、事
業終了しました。

- -
2022年
(R4)

2022年
(R4)

○土産品の開発 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

6
ちばのキラリ商品支
援事業【再掲】

千葉県

県内中小企業者等が、地
域資源等の活用や農商工
連携により、ちばのキラ
リと光る商品を開発し、
地域の活性化につなげて
いくため、農林漁業者の
開発ニーズに基づく商品
開発・マッチングの支援
や、テストマーケティン
グによる商品改良・販売
展開の支援を行います。

マッチングによる商品開発・
改良を促すためのイベントの
開催及び地域連携コーディ
ネーターの配置等により、空
港周辺9市町において35件の
マッチング支援を行いまし
た。また、小売店等での販売
機会の提供を6回、販売イベ
ントを2回行ったほか、空港
周辺9市町において5社に対し
て延べ11回のコンサルティン
グを実施しました。

県内中小企業が、本県
の豊かな農林水産物や
観光資源等の地域資源
を活用して新商品を開
発し、地域活性化につ
なげていくためには、
同じく地域活性化に取
り組む企業や農林漁業
者などとネットワーク
を構築し、一体となっ
て地域ブランド力の強
化を図ることが必要と
なります。

引き続き、県産農林水
産物などの地域資源を
活用した商品の開発や
販売展開を支援するた
め、農林漁業者等の商
品開発のアイデアと県
内中小企業の生産・加
工技術等をマッチング
するとともに、消費者
ニーズを捉えた商品改
良につなげるためのテ
ストマーケティング等
を行います。

34,958 35,000
2021年
(R3)

未定

7 観光推進事業 富里市

スイカオーナー制度や、
馬に関連するイベント等
を実施し、市内外に「馬
のふるさとすいかの里」
である富里市をPRしま
す。市内初の観光交流拠
点施設「末廣農場」を中
心に観光情報を発信する
とともに、農畜産物等加
工品「ふるさと産品」の
充実や地場産商品の広域
流通を図り、食において
もPRします。

東京～多古間を走るラッピン
グバスにより市内初の観光・
交流拠点施設「末廣農場」及
び市内の地域資源をPRをしま
した。
また、ふるさと産品として4
品を新規認定しました。

観光・交流拠点施設
「末廣農場」を中心と
した市内観光のPRを模
索する必要がありま
す。

市内外において、市観
光・交流拠点へ集客
し、市内への観光に繋
げるため、広く観光PR
活動を行います。ま
た、末廣農場が着地型
観光の窓口となり地域
への観光へ繋いでいく
拠点としての機能を発
揮できるよう努めると
ともに、市民の日常的
な交流の場となるよう
展開していきます。

23,504 22,444
2016年
(H28)

未定

○その他、特に力を入れている取組 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

8
成田ナンバー普及促
進協議会【再掲】

成田市

成田ナンバー版図柄入り
ナンバープレート購入者
から集まった寄付金を活
用し、成田ナンバー対象
市町（成田市、富里市、
山武市、神崎町、多古
町、芝山町、横芝光町）
の交通サービスの改善、
観光振興を行います。

新型コロナウイルス感染症の
状況を鑑み、事業を行うこと
は難しいことから、令和4年
度の助成事業を見送り、翌年
度の助成金として繰り越しま
した。

【参考】
成田ナンバー版図柄入りナン
バープレート普及率　全60地
域中18位

成田ナンバーの更なる
普及促進に向けて、効
果的なPRを検討してい
く必要があります。

助成事業を検討してま
いります。

0 2,500
2023年
（R5）

未定

２．産業振興

（１）今後の空港とまちづくりを支える産業振興等

②　今後の空港とまちづくりを支える企業誘致

○新たな産業用地の確保策による市町村支援の実施 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

1
新たな産業用地の確
保策

千葉県

県・市町村・民間企業の
役割分担の下、それぞれ
の強みやノウハウを効果
的に生かした産業用地の
整備を推進するもので
す。県では、市町村と民
間企業の総合調整を行う
とともに、事業可能性調
査やインフラ整備等に係
る補助金を市町村に交付
します。

産業用地の整備に係る事業可
能性調査（松戸市、成田市、
横芝光町）及び公共インフラ
整備（柏市）に対して、補助
金を交付しました。(当該事
業に係る事業費は「千葉県立
地企業補助金(市町村向け補
助）」で記載）

県・市町村・民間で役
割分担しながら進めて
いくことが必要です。

県の持つ産業用地整備
に係る情報を市町村に
提供するだけでなく、
県のインフラ整備に関
する補助制度などを活
用することで、民間
ディベロッパーの参入
を促しながら、市町村
と民間ディベロッパー
間の総合調整を行い、
円滑な事業の推進を図
ります。

0 0
2019年
(R1)

未定

○産業用地整備事業の段階に応じた市町村向けの補助金の活用 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

2
新たな産業用地の確
保策【再掲】

千葉県

県・市町村・民間企業の
役割分担の下、それぞれ
の強みやノウハウを効果
的に生かした産業用地の
整備を推進するもので
す。県では、市町村と民
間企業の総合調整を行う
とともに、事業可能性調
査やインフラ整備等に係
る補助金を市町村に交付
します。

産業用地の整備に係る事業可
能性調査（松戸市、成田市、
横芝光町）及び公共インフラ
整備（柏市）に対して、補助
金を交付しました。(当該事
業に係る事業費は「千葉県立
地企業補助金(市町村向け補
助）」で記載）

県・市町村・民間で役
割分担しながら進めて
いくことが必要です。

県の持つ産業用地整備
に係る情報を市町村に
提供するだけでなく、
県のインフラ整備に関
する補助制度などを活
用することで、民間
ディベロッパーの参入
を促しながら、市町村
と民間ディベロッパー
間の総合調整を行い、
円滑な事業の推進を図
ります。

0 0
2019年
(R1)

未定
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○企業誘致の推進に向けた企業向けの補助金の活用 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

3
千葉県立地企業補助
金

千葉県

県内で新たに土地を取得
し工場等を新設する場合
や既に工場等を操業する
企業が生産拡大等を目的
とした工場等の増設を行
う場合、建物に係る不動
産取得税相当額や償却資
産に係る固定資産税相当
額を補助します。また、
新たな産業用地の確保等
に取り組む市町村に対し
補助します。

28件の補助を行いました。
・企業向け補助
（22件 252,072千円）
・市町村向け補助
（6件 27,497千円）

分譲可能な産業用地が
年々減少していること
から、県内に立地意向
がある企業に対して、
用地を紹介することが
困難となっておりま
す。

「新たな産業用地の確
保策」に基づく取り組
みと並行し、地域の特
性を踏まえた誘致活動
を行います。また、令
和5年度より建物賃借で
の立地を対象とする補
助制度を新設したとこ
ろであり、様々な角度
から企業の立地を促進
していきます。

279,569 1,083,300
2005年
（H17）

未定

4 企業立地促進事業 成田市

市内に進出する企業に対
して奨励措置を講じるこ
とにより、工場又は事務
所の新設を促進するとと
もに、工場又は事務所を
増設する市内企業に対し
て奨励措置を講じること
により、企業の再投資を
促進し、産業の振興及び
雇用の創出を図ります。

雇用奨励金指定事業者1社に
対して雇用奨励金を交付しま
した。

市内には、豊住・野毛
平・大栄工業団地と成
田新産業パークの4つの
工業団地があります
が、新たな企業が立地
できる用地がほとんど
ない状況であり、新規
立地を検討する企業に
対し、十分な案内がで
きていない状況です。

引き続き、市ホーム
ページへの掲載や成田
商工会議所、成田市東
商工会、市内工業団地
連絡協議会を通じ、市
内に進出する企業に対
して周知してまいりま
す。

600 1,600
2012年
（H24）

未定

5 企業誘致事業 富里市

企業立地奨励金や、雇用
促進奨励金を交付しま
す。地域の活性化につな
がる企業が進出しやすい
環境を整えます。

交付件数2件
交付金額25,189,060円

受け皿となる産業用地
の検討が必要となりま
す。

引続き、制度の周知・
啓発に努め、企業誘致
に繋がる取組みを推進
します。また、富里市
企業立地サポート制度
による企業立地の促進
を図ります。

25,189 18,457
2004年
(H16)

未定

6 企業誘致事業 香取市

市内経済の活性化、雇用
の場の確保のため、地域
経済の基盤となる企業誘
致を推進します。誘致可
能な用地を確保し、成田
国際空港に近接した立地
を活かし、企業のニーズ
把握を行いながら工業団
地の整備検討を進めま
す。

県企業局所有の佐原工業団地
予定地について兼ねてより協
議していますが、令和4年度
においても進展はありません
でした。また、産業用地の確
保についても新たな候補地を
見つけることはできませんで
した。

企業ニーズの把握と企
業へ用地を紹介するた
めに佐原工業団地予定
地や市内大関地区用地
以外の候補地の確保が
必要です。

企業の情報収集、用地
確保については、担当
課のみならず、県企業
立地課や県内金融機関
と連携しながら推進し
ていきます。 32,524 33,942

2019年
(R1)

未定

7 企業誘致促進事業 山武市

地元雇用の創出と地域経
済の活性化、雇用の創出
による移住定住の促進等
を目的として、企業立地
を促進します。成田国際
空港の機能強化や圏央道
大栄－松尾横芝間の開通
予定に伴い、地域特性に
合った企業誘致を行いま
す。

山武市企業立地促進条例に基
づく奨励措置を市内既存の1
事業者が活用し、事業所の新
規増設が行われました。

企業は速やかな転用の
ほか、給排水、電力、
道路等のインフラ整備
を求めるため、新たな
産業用地が必要と考え
られます。
圏央道松尾横芝ICや山
武成東IC付近の候補地
は、埋蔵文化財発掘調
査を要することが支障
となります。

新たな産業用地の選考
では、各ICからの幹線
道路沿いに範囲を拡大
し検討を進めます。

134 13,522
2020年
(R2)

未定

8 企業誘致事業 多古町

成田空港の更なる機能強
化や圏央道の整備に合わ
せて、新たな企業の進出
と雇用の場の創出を促進
します。企業が要件を満
たし、新設・移設及び増
設を行った場合に奨励金
を交付します。

企業奨励金：0件
雇用促進奨励金：0件
従業員転入奨励金：0件

企業奨励金等の交付対
象となる指定企業が、
現在増える見込みが1件
と少なく、今後も企業
誘致の促進に努めてい
く必要があります。

成田空港の更なる機能
強化や圏央道の整備な
どの立地条件に合わせ
た、情報提供等を行
い、誘致を図ります。 0 0

2013年
(H25)

未定

9 企業誘致推進事業 芝山町

成田空港の更なる機能強
化にあわせ、空港周辺に
企業誘致を図るため産業
系拠点創出に係る各種調
査等を推進します。

岩山候補地が芝山町における
主要な観光スポットであるス
カイパーク芝山エリアに隣接
していることなどから、土地
活用の方向性について検討会
を実施しました。

岩山候補地がスカイ
パーク芝山エリアの隣
接地であることなどか
ら、物流を主とした産
業用地の創出と比べ、
観光施設や農業振興に
資する施設の整備によ
るメリットが上回ると
されました。この方向
性について企業ニーズ
調査等が必要となりま
す。

企業ニーズ調査等の実
施に向けて検討を行う
ほか、地権者との合意
形成に向けた取組が必
要となります。
また、埋蔵文化財調査
の実施時期や実施方法
について、文化財所管
部署と検討を行いま
す。

0 0
2019年
(R1)

未定

10
横芝光IC周辺開発事
業

横芝光町

横芝光IC周辺複合拠点の
具現化に向けたまちづく
りの方向性及び土地利
用、施設内容など基本計
画を策定し、事業化に向
けた事業手法等を検討し
ます。

開発検討地域の土地所有者を
対象に勉強会を3回実施し、
事業に対する理解を深めまし
た。
また、基本方針や土地利用計
画、事業展開計画など基本計
画を策定し、合意形成を進め
ました。

具体的な事業計画を検
討する事業化検討パー
トナーを選定し、協働
して農林調整や地権者
調整を進める必要があ
ります。
また、公共残土活用に
ついて、具体的な調整
が必要です。

地権者等で組織するま
ちづくり推進協議会の
設立と、事業化検討
パートナーの募集選定
を行います。
県営土地改良事業受益
地からの除外手続きを
進めます。

25,080 23,989
2022年
(R4)

未定

11
国道356号沿いへの物
流関連企業誘致事業

栄町

成田空港の機能強化に伴
う物流関連事業者等の企
業立地需要に対して、成
田空港から近い国道356号
バイパス沿いへの進出誘
致を促進するとともに、
新たな雇用や定住移住を
図ります。

金融機関などを通じた企業進
出の働きかけを実施しまし
た。

企業進出を想定する土
地が農地のため、諸々
の手続き等の調整が必
要です。

次年度以降における地
域未来投資促進法「重
点促進区域」の設定を
視野に開発手法等を検
討するとともに、企業
誘致を推進します。

0 0
2019年
（R1)

未定

12
主要地方道鎌ケ谷・
本埜線BPへの企業誘
致事業

栄町

成田空港の機能強化を
チャンスと捉え、本町と
千葉ニュータウンを結ぶ
主要地方道鎌ケ谷・本埜
線バイパスと主要地方道
成田安食線バイパスの交
差点付近に、流通業務な
どの企業を誘導し、雇用
の創出を図ります。

金融機関などを通じた企業進
出の働きかけを実施しまし
た。

企業進出を想定する土
地が農地のため、諸々
の手続き等の調整が必
要です。

企業誘致の制度設計を
検討します。

0 0
2019年
（R1)

未定

○地域特性に合わせた土地利用計画の見直し・推進 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

13
吉倉地区周辺まちづ
くり事業【再掲】

成田市

成田空港の更なる機能強
化や国際医療福祉大学成
田病院の開院に伴う、新
たな開発需要や人口増加
等に対応するため、空港
に近接する吉倉地区周辺
において取り組んでいる
住環境の整備やスマート
ICの設置と併せて、鉄道
構想駅の設置や医療関連
産業の集積に向けた取り
組みを進めます。

構想駅の実現に向けて、鉄道
事業者をはじめ、県や空港会
社などの関係機関と協議を行
いました。

構想駅の設置に伴う鉄
道事業者との協議な
ど、関係機関との調整
事項が多岐に渡るた
め、事業全体の進捗状
況を把握しながら成田
空港の更なる機能強化
を見据えて進めていく
必要があります。

引き続き、構想駅の実
現に向けて、鉄道事業
者や関係機関との協議
を進めてまいります。

0 0 未定 未定
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14
多古町未来構想推進
事業

多古町

多古町未来構想におい
て、複合エリアとして位
置づけられている鷹ノ巣
地区について、成田空港
の更なる機能強化並びに
圏央道などの交通機能を
活用し、地域活性化に繋
がる拠点整備の早期実現
化に向け、地権者意向や
参画希望企業の事業提案
を踏まえ、土地利用計画
等の検討を行います。

千葉県の空港周辺地域に係る
特区提案の取組みへの協力や
事業者、町、NAA、千葉県に
よる4者会議を毎月開催し、
複合エリアのまちづくりの実
現に向けた検討を行いまし
た。
また、4者会議で検討した内
容について、地権者説明会を
令和5年2月に開催しました。

事業の実施に当たり、
地権者へ土地利用等意
向調査を実施し、合意
形成を図る必要があり
ます。

複合エリアについて
は、地域未来投資促進
法による「成田新産業
特別促進区域基本計
画」の変更協議を行い
「重点促進区域」の設
定を行います。また、
地権者に対し「複合エ
リア土地利用等意向調
査」を実施し、エリア
内地権者の意向を確認
し、事業者が作成する
地域経済牽引事業計画
と擦り合わせ、土地利
用調整計画の素案を作
成していきます。

0 0
2020年
（R2）

未定

15
富里市第三工業団地
についての調査研究

富里市

既存工業団地の立地率が
100％であり、更なる企業
進出や、雇用創出の観点
から、新たな工業団地整
備に向けた調査・検討を
行います。

候補地をエリア毎に区分し、
それぞれの可能性について検
討しました。

現状の社会動向等を踏
まえ、候補地の更なる
精査が必要です。

社会動向や企業ニーズ
を注視しながら、更な
る可能性について調
査・検討を実施しま
す。

0 0
2016年
(H28)

未定

16
利根川「道の駅」
（計画中）による農
業活性化事業

栄町

民間企業の事業参加のも
と国道356号沿いに空港周
辺の新たな魅力となる道
の駅を整備し、地元産の
米をはじめ、新鮮野菜や
空港周辺市町の特産品な
どの農産物の販売を促進
します。

コロナ禍の影響を受けた町の
観光施設である｢ドラムの里｣
の再編を優先することとした
ため、現在は休止中です。

事業休止中です。 事業休止中です。

0 0
2021年
（R3)

未定

○その他、特に力を入れている取組 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

17
空き公共施設等を活
用した企業誘致促進
事業

千葉県

業務委託先の企業が持つ
ノウハウやネットワーク
を活用をするとともに企
業向けアンケートの実施
を通じて、廃校となった
小学校などの空き公共施
設等への立地・企業活動
に関心のある企業の発掘
を行います。

140件のマッチングを行い、8
件の企業が千葉県に進出しま
した。

これまで誘致を進めて
きた県南部の物件が減
少してきています。

空き公共施設等利用セ
ミナーへの参加者や企
業発掘アンケートの回
答者に公募状況や進出
事例などの情報提供を
することで、各市町村
の集約された情報を効
果的かつ、効率的に発
信するように努めてい
きます。同時に、空き
公共施設の活用に関心
のある企業と施設を有
する市町村のマッチン
グの場を創出するよう
努めていきます。

5,962 6,000
2017年
(H29)

未定

18
（仮称）東和田南部
土地区画整理事業

成田市

新たに設置を構想してい
るスマートICを活用した
空港周辺における物流機
能の強化及び産業促進、
並びに国際医療福祉大学
成田病院と連携した医療
関連産業の集積に向けた
都市基盤を整備するた
め、組合施行の土地区画
整理事業により、公共施
設の整備・改善及び企業
誘致に向けた宅地の整備
を推進します。

組合設立準備会において、事
業協力者となる民間事業者を
選定しました。
また、物流をはじめとする空
港関連及び医療関連企業に対
して、東和田南部地区への進
出見込みや企業ニーズを調査
する等、産業用地可能性調査
を実施しました。

土地区画整理事業の実
施に向け、関係法令に
基づく各種手続きや関
係機関との協議・調整
事項が多岐に渡るた
め、事業全体の進捗状
況を把握しながら進め
ていく必要がありま
す。

土地利用計画の検討を
進め、早期の組合設立
に向けて取り組んでい
きます。

7,244 0
2021年
（R3）

未定

19
国家戦略特区推進事
業【再掲】

成田市

国家戦略特区の規制緩和
により設置された国際医
療福祉大学医学部および
国際医療福祉大学成田病
院について、必要な支援
を行います。また、国家
戦略特区における規制緩
和の活用について調査
し、内閣府に提案を行い
ます。

国際医療福祉大学および附属
病院について必要な支援を行
いました。また、国家戦略特
区制度を活用した規制緩和の
実現に向けて、内閣府をはじ
め関係機関との協議を行い、
本市の新規提案を契機とし
て、総務省通知の発出や厚生
労働省の業務取扱要領の改正
につながりました。

国家戦略特区における
規制緩和は課題解決の
手段として有効である
ことから、活用を促進
するために、より多く
の事業者等から規制緩
和ニーズを拾う必要が
あります。

国際医療福祉大学およ
び附属病院について必
要な支援を行うととも
に、国家戦略特区によ
る新たな規制緩和の提
案に向けた取組を進め
ます。

511,484 298,929
2013年
(H25)

未定

20
旧学校施設利活用検
討事業

富里市

平成29年度に廃校となっ
た旧洗心小学校施設につ
いて、地元団体と協議し
ながら利活用の検討を推
進していきます。現在は
課題を整理し、解決に向
けた方策について庁内及
び地元団体と協議を進め
ているところです。

「地域密着型介護老人福祉施
設入所者生活介護施設」とし
ての利活用に向け、公募型プ
ロポーザルを実施し、優先交
渉権者を決定しました。

経年劣化している建物
の補修等について、分
担を検討する必要があ
ります。

優先交渉権者と調整を
進めるとともに、建物
の補修を実施します。

0 7,588
2018年
(H30)

未定

21
矢口工業団地の新た
な拡張事業

栄町

空港の機能強化に伴う工
業団地への新規進出等の
需要に対応するため、手
狭になっている工業団地
の新たな拡張を進めるこ
とで、税収の増加、地元
雇用の増大や定住・移住
の促進を図ります。

事業未着手 企業等からの具体的な
提案が現時点でありま
せん。

企業からの進出等具体
的な提案があった場合
には、事業が迅速に進
むよう課題等を検討し
ます。 0 0

2023年
（R5)

2027年
(R9)

22

貨物のオペレーショ
ン効率を高めるト
ラックドックシステ
ム等デジタル化の推
進・施設整備・運用
計画の検討【再掲】

空港会社

成田空港貨物地区の輸出
貨物上屋におけるトラッ
クドックマネジメントシ
ステムを導入することに
より、貨物地区構内の交
通渋滞対策を行うととも
に、貨物オペレーション
効率の向上を図ります。

システム開発を完了し、シス
テム導入後の運用について関
係事業者への周知を行いまし
た。

―

令和5年4月に本システ
ムの運用を開始しまし
た。

- -
2022年
(R4)

2022年
(R4)

２．産業振興

（２）空港を起点とする観光振興策の推進

○空港周辺地域における観光振興策の推進体制の充実 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

1
Narita Airport
Transit & Stay
Program

成田市、芝山町、
多古町、香取市、
栄町、神崎町、空
港会社、成田国際
空港振興協会、民

間企業

成田空港のトランジット
旅客及び成田空港周辺の
宿泊施設に宿泊する訪日
外国人旅行者を対象に、
成田空港周辺における、
日本の自然や文化等を体
験できる魅力的なコース
を設定し、ボランティア
ガイドが同行するツアー
（無料）やセルフツアー
等を実施します。

新型コロナウイルス感染症の
影響により、2020年4月より
ツアーを休止しています。

特にありません。 インバウンドの需要動
向を見極め、ツアー再
開に向けて準備を進め
ます。

- -
2015年
(H27)

未定
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2
ウェルカム成田セレ
クトバスツアー利用
促進

成田市、芝山町、
多古町、香取市、
栄町、神崎町、空
港会社、成田国際
空港振興協会、民

間企業

JRバス関東（株）が運行
（有料）する成田空港周
辺地区周遊バスであり、
トランジット＆ステイプ
ログラム協議会がPR及び
ボランティアガイドの調
整等を行い、佐原コー
ス・芝山コースの運行を
しています。

令和4年度中すべて運休。 運行事業者による。 運行事業者による。

運行事業者
にて支出

運行事業者
にて支出

2017年
（H29）

未定

○空港を活用した手法も含めた魅力発信・旅客誘導 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

3

期間限定アンテナ
ショップ事業（成田
国際空港店舗内ミニ
アンテナショップ事
業）

千葉県

外国人向け県産品の認知
度向上や販売促進、また
商品開発のための情報収
集を図るため、成田空港
に県産品を取り扱うス
ペース（ミニアンテナ
ショップ）を設置しま
す。

成田空港内の2店舗に県産品
を取り扱うスペースを設置
し、県産品のPRや地域の観光
情報の提供を通じて本県に対
する関心を高める取組を行い
ました。
①第一旅客ターミナル内千葉
トレードセンター：令和4年4
月1日から令和5年3月31日ま
で
②第二旅客ターミナル内ちば
ぼうきょう：令和4年4月1日
から令和5年3月31日まで

新型コロナウイルス感
染症の影響により、海
外からの渡航はまだ完
全に戻り切ってはいな
い状況でした。

引き続き、県産品のPR
などにより、県への関
心を高める取組を行っ
ていきます。また、イ
ンバウンドの需要が回
復した際には、来店者
の確保につながるよう
なPRを行っていきま
す。

5,322 6,100
2017年
(H29)

未定

4
外国人観光客向けプ
ロモーション事業

千葉県

成田国際空港を擁する優
位性等を活かして、外国
人観光客を積極的に誘致
するため、海外国際観光
展でのPRや他県と連携し
た広域観光ルートの開発
等を実施します。重点市
場である、台湾・タイ・
マレーシア・ベトナム
に、国と日本政府観光局
と連携して、セールス等
を行います。

海外国際観光展でのPR（タ
イ、マレーシア）や日本政府
観光局主催の商談会に参加
し、現地旅行会社に対して
セールスを行いました。
また、オンライン商談会を実
施しました。（ベトナム）

新型コロナウイルス感
染拡大以前の水準への
回復を見据え、引き続
き、海外旅行会社等に
対して、成田空港を有
する本県の優位性を継
続的にPRする必要があ
ります。

訪日旅行者のニーズを
把握し、引き続き成田
空港からのアクセスの
良さをPRし、県内に誘
客します。

21,795 41,658
2012年
(H24)

未定

5
外国語SNSを活用した
観光情報発信強化事
業

千葉県

現地目線での観光コンテ
ンツ取材及びfacebook記
事作成、外国人に訴求し
やすい適切な時期・時間
帯での投稿、閲覧者から
の質問への対応等をする
ことにより、訪日旅行を
検討する個人旅行客の潜
在的ニーズに働きかけま
す。

英語facebook及びInstagram
を活用し、情報発信しまし
た。
【facebook】
・英語ネイティブ話者による
取材　25回
・記事投稿
週2回以上、年間348回
・最終フォロワー数：
101,544人
【Instagram】
・記事投稿
週2回以上、年間131回
・最終フォロワー数：
6,808人

新型コロナウイルス感
染症収束後の誘客に繋
がるよう、おすすめの
訪問時期や詳細なアク
セスを記載した情報を
発信する必要がありま
す。

訪日を検討している外
国人や在日外国人に対
し、それぞれのニーズ
に合致するような情報
を発信します。
また、インバウンド誘
客に力を入れているエ
リアを重点的に取材コ
ンテンツを選定しま
す。

12,309 12,900
2019年
(R1)

未定

6
観光情報発信ウェブ
サイトの管理・運営
事業

千葉県

千葉県の観光情報を幅広
くPRするため、ウェブサ
イト「千葉県公式観光物
産サイトまるごとe！ち
ば」の管理・運営を行
い、併せてSNSを活用しタ
イムリーな情報発信を行
うため、（公社）千葉県
観光物産協会に対し補助
金を拠出します。

サイトアクセス件数
4,471,245件
（対前年比5.39％増）

※R3年度実績
4,242,747件

新型コロナウイルス感
染症の影響から回復し
つつある観光需要を捉
え、旬な観光情報を迅
速に発信することが求
められています。

ウェブサイトのリ
ニューアルにより質の
高い観光情報を掲載す
るとともに、タイム
リーな発信をSNS
（Facebook、X(旧
twitter）、
Instagram）等により積
極的に行います。な
お、令和5年度より、
（公社）千葉県観光物
産協会への委託事業と
して実施します。

12,504 61,000
2014年
(H26)

未定

7

ウェブサイトによる
観光地の安全・安心
情報発信事業（外国
語）

千葉県

外国人旅行者に必要な情
報を集約した英語版特設
サイトを拡充するととも
に、新たに中国語（繁体
字）版の特設サイトを構
築します。また、オリン
ピック・パラリンピック
を契機とした海外への情
報発信を強化するため
に、AIチャットボットを
活用し、利便性の向上を
図ります。

英語及び中国語（繁体字）版
特設サイトを構築し、情報発
信を行いました。
・記事の作成　97本
・年間ユーザー数…48,288
・年間PV数…114,739
・日本ユーザーによるセッ
ションあたりのPV数…2.15
・海外からのユーザー数…
28,750
また、AIチャットボットの利
便性の向上を図るため、掲載
情報の追加及びカテゴリ分け
の見直しなどを行いました。

中国語（繁体字）のコ
ンテンツ数が少ないた
め、県内観光コンテン
ツを取材し、エリア情
報を拡充していく必要
があります。

インバウンドに積極的
に取り組んでいる宿泊
施設や観光施設等の情
報を中心にコンテンツ
を更新・拡充します。
中国語（繁体字）版サ
イトは、観光レップが
収集した現地の最新情
報やトレンド、ネイ
ティブ人材の台湾人目
線の取材により適宜コ
ンテンツを拡充、更新
していきます。

32,650 34,360
2020年
(R2)

未定

8
訪日団体旅行客向け
バスツアー支援事業

千葉県

県内で周遊・宿泊する外
国人団体旅行客の増加を
図るため、海外旅行会社
が県内での観光・宿泊を
伴う訪日団体旅行を造成
した場合のツアー造成費
用の支援等を行います。

10月に水際対策が大幅に緩和
されたことに伴い、本県での
観光・宿泊を伴う訪日団体旅
行ツアーに対して、27本の支
援を行い、約820人が来県し
ました。

新型コロナウイルス感
染症拡大によるフライ
トの減便や、予定して
いた宿泊施設が、新規
感染者の受入れ施設と
して利用されたことも
あり、支援件数が伸び
悩みましたが、感染拡
大以前への回復を見据
え、引き続き、訪日団
体旅行のニーズを把握
し、誘客していく必要
があります。

関係団体と連携して、
当該支援の周知を行
い、県内外の旅行会社
に対しツアー造成を促
します。

8,010 32,186
2019年
(R1)

未定

9 観光情報発信 空港会社

関係機関と連携し、成田
空港を起点としてアクセ
ス可能な国内各都市の観
光情報・アクセス情報を
提供するほか、訪日意欲
を喚起する特集記事の掲
載等を行います。

他社の観光情報プラット
フォームを活用し、引き続き
国内各都市の観光情報・アク
セス情報を提供しました。

最新の観光情報を発信
するためのスキームが
なく、コロナ後の情報
発信に対応できていま
せん。

既存の取り組みに加
え、オンラインインバ
ウンドメディアを活用
し、最新の観光情報・
アクセス情報を多言語
で発信します。

- -
2018年
(H28)

未定

10
ランドオペレーター
との商談会

成田空港活用協議
会・千葉インバウ
ンド促進協議会

成田空港を利用した千葉
県への訪日外国人観光客
増加を目指し、東アジア
や東南アジア向けの旅行
商品を手掛ける国内ラン
ドオペレーターと県内企
業・市町村との商談会を
実施します。

令和5年2月に商談会及び交流
会を開催し、セラー25社（42
名）、バイヤー18社（28名）
に参加いただきました。
アンケート回答があったバイ
ヤー15社の商談件数は、以下
のとおりでした。
・15件以上…3社(20%)
・10～14件…8社(53%)
・7～9件　…4社(27%）

参加会員の感想とし
て、「満足」と回答し
た者が100％、商談会を
「必要」と回答した者
が100％であり、次年度
以降も継続的に開催し
ていくことが重要と考
えています。

コロナ後のインバウン
ドの本格的な回復に備
え、成田空港を利用し
た千葉県への訪日外国
人観光客増を図るた
め、本商談会を継続的
に開催します。

709 1,000
2015年
(H27)

未定
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11

スポーツツーリズム
推進事業（スポーツ
大会・事前キャンプ
等誘致、ホストタウ
ン事業、スポーツを
通じた共生社会の推
進など）

成田市

本市の優れたスポーツ資
源と、ツーリズム（旅
行・観光）を融合させた
スポーツツーリズムを推
進し、市民の意識醸成と
スポーツを介した観光客
の取り込みを図ります。

スポーツを通じた共生社会を
推進するため、8月18日から
の1週間を「共生社会ウィー
ク」と位置づけ、東京2020大
会パラリンピック金メダリス
トの講演会や企画展示を、ま
た、メインイベントでは
「PARA Beats！レガシーフェ
スティバル」と称した音楽ス
テージやパラスポーツ体験な
どを実施しました。
このほか、NARITAスポーツ
ツーリズムフェスやぶらりto
ウォーキングラリー、ブライ
ンドサッカーフェスティバル
を実施しました。

特にありません。 来年は、神戸2024世界
パラ陸上競技選手権大
会やパリオリンピッ
ク・パラリンピックが
開催されることから、
事前キャンプやホスト
タウン事業など、ス
ポーツツーリズムに関
する事業を積極的に展
開していきます。

10,285 15,589
2014年
（H26）

未定

○地域資源を生かした滞在型観光地域づくり （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

12
観光地魅力アップ整
備事業

千葉県

多くの観光客が利用する
観光公衆トイレや駐車
場、観光案内板等の観光
関連施設の整備にかかる
経費の一部を補助しま
す。

魅力ある観光地づくりのた
め、観光公衆トイレや駐車場
などの観光関連施設14箇所の
整備に対し補助を行いまし
た。

当該補助事業により、
県内の対象施設の整備
が進み、一定程度行き
渡ったことから、整備
希望数が減少している
ものと考えています。

今後も、補助事業によ
る支援制度を、市町村
等に対して、周知を
図っていきます。 27,876 150,000

2009年
(H21)

未定

○安全安心でストレスフリーな観光に向けた環境整備 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

13
宿泊施設バリアフ
リー化改修補助事業

成田市

宿泊施設の改修を行う者
に対し、当該改修に要す
る経費の一部を補助する
ことにより、本市を訪れ
る高齢者、障害者等が安
全で快適に宿泊施設を利
用できる環境整備を推進
し、もって観光客の増加
及び共生社会の実現に寄
与することを目的としま
す。

実績はありません。 新型コロナウイルス感
染症拡大に伴い、宿泊
施設の売り上げも落ち
込んでいることから、
改修自体の件数が少な
い状況です。

ホームページ等を用い
た広報を積極的に行う
ことで、制度の周知を
図ります。

0 2,500
2019年
（R1）

2024年
（R6）

○地域の観光資源の発掘・磨き上げ （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

14
観光コンテンツ高付
加価値化促進事業

千葉県

県内の観光需要拡大のた
め、市町村や観光に関わ
る民間事業者等が実施す
る、観光コンテンツの造
成・磨き上げ、及びそれ
らに付随するイベント・
PR等の継続性・広域的な
取組に対し、経費の一部
を助成します。

32団体からの申請があり、審
査会での審査結果を踏まえ、
「成田国際空港ダイニング
ミュージアム」プロジェクト
等の7事業に対して、補助を
行いました。

32団体からの申請に対
して、7事業のみの採択
となったことが課題で
す。事業者側の準備期
間が足りなかったこ
と、事業の趣旨がうま
く伝わっていなかった
こと等が原因と考えら
れます。

審査会及び採択を早い
時期に行うとともに、
事業の趣旨が伝わるよ
う、申請のポイント等
をわかりやすくまとめ
た「事業内容のご案
内」を作成し、説明会
や個別訪問による説
明、地域で積極的に活
動する方々や旅行会社
等を通じた事業周知な
どにより、本事業の周
知を図ってまいりま
す。

58,570 100,000
2021年
(R3)

未定

15

日本遺産「北総四都
市江戸紀行・江戸を
感じる北総の町並
み」

千葉県、成田市、
香取市ほか

城下町の佐倉、門前町の
成田、商家の町の佐原、
港町の銚子の4市の文化財
をつなぐ江戸の歴史・文
化を感じることができる
ストーリーを展開し、文
化財の保護や観光振興を
図ります。

佐倉市、成田市、香取市、銚
子市と連携し、日本遺産にか
かるプロモーションを実施し
ました。

日本遺産自体の認知度
を上げる必要があり、
引き続き、プロモー
ションが必要です。

4市のほか、民間事業者
とも連携し、プロモー
ションを進めていきた
いと考えます。

100 100
2016年
（H28）

未定

16
成田市公設地方卸売
市場施設整備事業

成田市

精肉や乾物、調味料等を
扱う店舗や飲食店が入場
する、市場機能の補完を
目的とした関連食品棟を
整備します。また、消費
拡大に結び付くインバウ
ンド需要の拡大と新たな
観光拠点としての役割を
担う集客施設棟の整備を
検討します。

市場機能の補完を目的とした
関連食品棟が9月末に完成
し、11月19日に開場しまし
た。

機材の納期の遅れによ
り営業を開始できてい
ない事業者がいること
や、空きコマが1区画発
生しています。

営業を開始できていな
い事業者の準備状況を
把握するとともに、必
要な支援を行います。
また、空きコマについ
ては、場内事業者や空
港関連企業など、幅広
く周知を行い入居者を
募集していきます。

78,128 8,000
2017年
（H29）

2023年
（R5）

17
岩崎家ゆかりの地広
域連携事業

富里市

三菱グループ第3代社長の
岩崎久彌氏ゆかりの史跡
がある富里市、高知県安
芸市、岩手県雫石町、東
京都台東区の4地域で連携
して、観光資源の発掘
や、観光ルートの造成、
関連施設の整備等を一体
的に推進します。

対面にて6月に総会、1月に委
員会を実施しました。また、
しずくいし軽トラ市、御茶ノ
水ソラシティなどに出店し、
特産物等を各地域で販売する
取組みを行いました。

岩崎家ゆかりの地の認
知度向上について、模
索していく必要があり
ます。

4地域の事業者間の交流
を活性化し、4地域の特
産物等を各地域で販売
する取組みにより、富
里市のPRを各地で実施
します。また、「末廣
農場」にて、岩崎家ゆ
かりの4地域の観光情報
や商品の販売を行いま
す。さらに、旅行サイ
ト等へ4地域の観光情報
を掲載し、メディアを
活用しながらPRを図り
ます。

291 1,212
2017年
(H29)

未定

18
旧岩崎家末廣別邸保
存活用事業

富里市

国登録有形文化財「旧岩
崎家末廣別邸」の庭園及
び歴史的建造物の一般公
開を継続し、そのために
必要な整備を行います。
また、本市の文化資源と
して活用を図るため、旧
岩崎家末廣別邸敷地の歴
史公園化を進め、更なる
環境の整備を行います。

令和4年度は、来場者用駐車
場の整備、バリアフリー化の
ための園路整備、旧岩崎家末
廣別邸の説明看板設置等を実
施し来場者受入体制の向上を
図る整備を推進しました。ま
た、庭園の公開日を拡大し、
4月29日から原則月曜日及び
年末年始を除いた日としたこ
とで、来場者数が延べ18,332
人に増加し、富里市の文化資
源を活用した観光施設の充実
が図られました。
国登録有形文化財の主屋につ
いて今後公開していくため、
建物の一部の修復を実施しま
した。

歴史公園化の整備や国
登録有形文化財建造物
の修復について、多く
の費用を要することか
ら、補助金などの活用
が課題となっていま
す。
庭園の整備を令和7年度
まで、国登録有形文化
財の主屋、東屋、石蔵
の修復を令和4年度から
8年度にかけて予定して
います。

補助金等により財源確
保を行いながら、今後
も整備を継続し、来場
者の満足度の向上につ
ながるように適切な管
理を行います。

40,116 16,946
2021年
(R3)

未定
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19
観光・交流拠点整備
事業

富里市

歴史的価値がある旧岩崎
家末廣別邸と一体的に観
光・交流拠点を整備し、
市内外からの人流を促進
します。市内初の観光交
流拠点施設「末廣農場」
を、令和4年6月にオープ
ンし、市民の日常的な交
流の場として、また着地
型観光の窓口として市内
の観光につなげていきま
す。

令和4年5月に施設が完成し、
6月にオープンを迎えまし
た。
＜施設内の詳細＞
・飲食施設
・物販施設
・ガイダンス施設
・屋内外イベント広場

事業終了しました。 事業終了しました。

115,948 -
2021年
(R3)

2022年
(R4)

20
観光推進事業【再
掲】

富里市

スイカオーナー制度や、
馬に関連するイベント等
を実施し、市内外に「馬
のふるさとすいかの里」
である富里市をPRしま
す。市内初の観光交流拠
点施設「末廣農場」を中
心に観光情報を発信する
とともに、農畜産物等加
工品「ふるさと産品」の
充実や地場産商品の広域
流通を図り、食において
もPRします。

東京～多古間を走るラッピン
グバスにより市内初の観光・
交流拠点施設「末廣農場」及
び市内の地域資源をPRをしま
した。
また、ふるさと産品として4
品を新規認定しました。

観光・交流拠点施設
「末廣農場」を中心と
した市内観光のPRを模
索する必要がありま
す。

市内外において、市観
光・交流拠点へ集客
し、市内への観光に繋
げるため、広く観光PR
活動を行います。ま
た、末廣農場が着地型
観光の窓口となり地域
への観光へ繋いでいく
拠点としての機能を発
揮できるよう努めると
ともに、市民の日常的
な交流の場となるよう
展開していきます。

23,504 22,444
2016年
(H28)

未定

21
伝統文化の保存と活
用

香取市

日本遺産の認定、ユネス
コ無形文化遺産の登録
等、海外に誇れる伝統文
化の継承、指定文化財の
維持管理、後継者の育成
や保存・修繕等の活動支
援を行なうことで、伝統
行事を核とした観光振興
を図ります。

日本遺産構成文化財であり、
ユネスコ無形文化遺産である
「佐原の山車行事」につい
て、山車の保存・修理を10町
内分、山車の実測調査を1町
内分実施しました。また、山
車行事伝承保存会及び伝承芸
能保存連絡協議会へそれぞれ
活動支援を行いました。

各町内から山車の修理
の要望が多数ある一
方、修理に要する費用
等を勘案し優先順位を
付けざるを得ない状況
です。また、山車の実
測調査については、調
査に係る作業量・事業
費から、毎年度1件のみ
の実施にとどまってい
ます。

山車の保存や修理、実
測調査、活動助成につ
いては、今後も計画的
に実施していきます。
なお、実測調査につい
ては、第2次調査（令和
7年度までの5か年）を
実施中です。また、市
内神楽等の伝統行事や
指定文化財について
も、調査や必要な支援
をしていきます。

11,031 10,263
2006年
(H18)

未定

22 観光振興対策事業 香取市

市内観光資源の特性と地
域性を活かした通年型観
光を推進するため、国際
交流員や地域おこし協力
隊等様々な人材を活用し
たPRを実施するほか、国
や県、「Narita Airport
Transit & Stay
program」等と連携し訪日
外国人観光客の誘客を図
ります。

Narita Airport Transit &
Stay programは休止していま
すが、引き続き認知度向上を
図るため、公式Facebookにお
いて英語圏への情報発信を行
いました。香取市の記事投稿
5件（うち2件がリーチ数トッ
プ10）、年間平均でインプ
レッション数6,309、リーチ
数5,963、エンゲージメント
数184と、認知度向上に寄与
しました。
また、国際交流員や地域おこ
し協力隊によるSNSを通じた
情報発信も随時行いました。

水際対策の大幅な緩和
による、今後の外国人
観光客の増加を見据
え、SNSでの情報発信の
ほかにも、魅力を訴求
できる方法を考え、実
施する必要がありま
す。
また、旅先として選ば
れるために効果的なプ
ロモーションを行う必
要があります。

国際交流員や地域おこ
し協力隊等多様な人材
を活用し、引き続き外
国人観光客の誘客に向
けた情報発信を行うと
ともに、オンライン
ツールを活用した事業
の展開などを検討しま
す。

69,899 69,360
2019年
(R1)

未定

23 街なみ環境整備事業 香取市

重要伝統的建造物群保存
地区及び景観形成地区内
において、電線地中化、
市道美装化、住宅等修景
費補助金の交付等を通じ
て佐原の町並みの景観の
向上及び観光拠点の整備
を図り、空港周辺地域の
活性化に寄与します。

小野川右岸の市道美装化工事
について、設計を完了しまし
た。個人所有の歴史的建造物
の修理を2件、建築物1件と門
塀1件の新築修景を完了しま
した。

物価上昇により建設費
が高騰する中、民間へ
の補助金額の上限が不
変のため、補助の効力
が低下し、民間所有者
の協力が得難くなって
います。

補助金上限額の引き上
げを念頭に補助制度の
見直しを検討し、修理
修景の促進を図りま
す。 5,957 96,297

2005年
（H17）

未定

24

ブルーフラッグ認
証、蓮沼海浜公園を
含めた海岸を活用し
た観光振興事業

山武市

山武市本須賀海水浴場に
ついて、国際環境認証で
あるブルーフラッグを取
得し、美しい海岸を次世
代に継承します。観光客
が利用しやすい魅力的な
海岸を維持するため清
掃・管理を行い、海岸周
辺観光の活性化を図りま
す。

山武市本須賀海岸において、
ボランティアによるビーチク
リーン事業を実施し、美しい
海岸を維持するための取り組
みを継続的に推進しました。
さまざまなブルーフラッグ・
プログラムの実績が認めら
れ、2023年も国際環境認証を
取得することができました。

新型コロナウイルス感
染症拡大の影響等によ
り、海水浴場の利用者
数は減少傾向にありま
す。新たな来訪者を呼
び込むために、魅力的
なイベント開催や利便
施設の充実が必要で
す。

引き続き国際環境認証
であるブルーフラッグ
を取得できるよう環境
教育活動の実施と関連
情報の提供、水質、環
境マネジメント、安全
とサービスの4つの取り
組みを推進します。

3,871 4,787
2018年
(H30)

未定

25
コスプレ国際観光に
よる地域経済活性化
事業

栄町

成田空港を利用する訪日
外国人に対して、県立房
総のむらが立地するロ
ケーションを活用し、コ
スプレや日本文化体験を
提供し、SNSを活用した情
報発信やトランジット＆
ステイプログラムと連携
し誘客を図ります。

外国人の入国再開時期が不透
明だったため、情報サイト事
業者などへの情報提供や各種
SNSでの情報発信を行いまし
た。

外国人の受け入れ体制
を整備する必要があり
ます。

多言語対応のサインな
どの整備を検討、実施
します。

0 0
2019年
（R1)

未定

26 発酵文化振興事業 神崎町

神崎町に古くから伝わる
発酵文化の情報発信、継
承していく人材の育成、
新たな発酵食品の開発
等、発酵によるまちづく
りの推進を図ります。道
の駅発酵の里こうざきに
おける発酵体験や視察の
受け入れ、町民向けの発
酵体験や発酵イベントの
開催等を実施します。

道の駅における発酵体験は、
徐々に再開し、味噌仕込みを
実施し、小学校2校と特別支
援学校1校で食育講座、イオ
ン成田でピクルス作り・藍染
体験、出前講座は木更津市で
実施しました。

新型コロナウイルス感
染症の影響等で町外の
参加者の制限や料理講
座等、開催できる講座
内容が絞られてしま
い、開催内容に苦慮し
ました。

町内の保育所や小学校
の子ども達、保育士や
調理員に発酵や食の大
切さ等を伝える講座を
開催していきます。発
酵講座の本格再開を目
指し、事業展開をして
いきます。

893 1,373
2017年
(H29)

未定

27 観光行事運営事業 神崎町

観光事業により町内事業
者の所得増と町のPRを
し、町内が活性化するこ
とで成田空港周辺地域の
活性化に寄与します。
年々規模が拡大している
「酒蔵祭り」の開催をは
じめとし、道の駅とも連
携した観光イベントを開
催します。

新型コロナウイルス感染症の
影響を踏まえ、密を避けるた
め、令和4年度は酒蔵祭りの
開催を見送りました。道の駅
については、毎月の単独イベ
ントを実施できました。ま
た、商工会と連携した「ハロ
ウィン＆花火」も実施しまし
た。

イベント開催時や道の
駅には多くの来客があ
りますが、平時でも町
内を周遊いただく環境
整備必要です。また、
外国人誘客について
は、二次交通がないた
め、公共交通機関利用
の集客が難しいことか
ら、交通手段の確保
と、レンタカー利用の
来客増の取組が必要で
す。

イベント来場者が、平
時でもリピーターとし
て町内各所に誘客でき
るよう環境整備及び啓
発を行います。新型コ
ロナウイルス感染症鎮
静後を見据え、二次交
通の確保と、レンタ
カー利用の外国人誘客
の取組を行います。

1,048 3,999
2008年
(H20)

未定

28
圏央道神崎IC及び道
の駅発酵の里こうざ
き周辺整備事業

神崎町

圏央道神崎PA(仮称）との
連結に伴い、来客増に対
応できるよう道の駅施設
を改修し、魅力ある施設
づくりを図ります。な
お、本事業については、
令和7年3月完成を目途に
実施しております。

新設及び増築する建物の詳細
設計を実施しました。また、
物資搬入用のバックヤード進
入路工事に着手したところで
す。

国で実施しているPA工
事や東京電力やNTTのイ
ンフラ工事との作業
ヤードや工事車両ルー
ト等の細かい調整が必
要となります。

神崎PA連結部分の地盤
改良や盛土等の造成工
事を実施し、順次建築
工事に着手していきま
す。 17,380 665,899

2021年
(R3)

2024年
(R6)

18



29
歴史的資源等活用事
業
（その1、その2）

多古町

多古町内の歴史的建造物
を移設改修し、観光客等
を誘致できるような魅力
ある建造物として有効活
用します。
木造建築の伝統ある旧興
新小学校を改修し、TVや
映画等のロケ地として更
なる利用促進を図ること
で、魅力ある歴史的建造
物として有効活用しま
す。

(その1)
対象となる物件を検討しまし
た。
(その2)
校舎内窓の一部、破損した箇
所を補修し、TVや映画等のロ
ケ地として利用促進を図りま
した。

(その1)
物件の所有権（利用
権）やそれに伴う費用
が問題です。また、社
会的環境の変化による
費用対効果など先を見
据えた検討が必要で
す。
(その2)
成田国際空港振興協会
からの助成金が当面の
間見込めないことか
ら、施設の改修が困難
となっています。ま
た、ロケの利用は皆無
に近い状況になってい
ます。

(その1)
物件の様々な問題点を
考慮すると、実現の可
能性が極めて低いので
実施プランから削除し
ます。
(その2)
予算の範囲内で改修を
行います。 49 150

2020年
(R2)

未定

30
道の駅多古拠点整備
事業

多古町

町の地域振興に関する拠
点とするため、改修工事
を計画的に実施し、集客
力の向上を図ります。

老朽化し、故障や不具合が発
生している空調設備を更新す
るため、空調設備改修の詳細
設計を行いました。また、ト
イレやFreeWifiなど突発的な
故障が発生したものについて
は、優先度が高いものから修
繕を行いました。

開業21年を経過し施設
の老朽化が進んでいま
す。また、近隣市町村
にも道の駅等の振興施
設が整備され、競合施
設との差別化が必要で
す。

空調設備の更新工事を
実施します。また、千
葉県成田土木事務所と
協議しながら老朽化し
た施設の計画的な更新
の検討や、必要な修繕
を実施するとともに、
集客力の向上に向け
て、道の駅及びその周
辺の整備を行っていき
ます。

6,699 51,285
2018年
（H30）

未定

31
多古町魅力発信交流
館の維持管理

多古町

多古町魅力発信交流館を
地方創生の拠点施設と位
置付け、町の魅力発信や
各種観光情報の提供な
ど、移住・定住・交流の
促進に向けて地方創生の
拠点施設とすることで、
更なる人の流れを生み出
し持続可能なまちづくり
を推進します。

コロナ禍から脱却を図ること
で、各種イベント等が実施で
きたことや管理運営が多古町
観光まちづくり機構となった
等の結果、令和3年度と比較
し、倍以上の13,558名の来館
がありました。
※昨年度実績6,677名

コロナ前より多くの方
に来館してもらうため
にイベントを実施する
ほか、団体活動等の施
設利用者を増やすた
め、町民にPRをしてい
きます。

大小様々なイベントを
実施していくととも
に、たこらぼの情報発
信を積極的に行うこと
で、来館者の維持又は
増加を図ります。 9,063 9,745

2018年
(H30)

未定

32 眺望公園整備事業 多古町

四季折々の風景と共に、
成田空港を離着陸する航
空機も併せて眺望するこ
とができる公園をつく
り、町民はもとより観光
客が集うことのできる憩
いの場を整備して観光ス
ポットとします。令和4年
度は、用地測量と基本・
実施設計を実施します。

基本設計業務委託及び周辺住
民向けの説明会を1回実施し
ました。

「圏央道及び成田空港
を活かした地域振興・
観光拠点整備事業」の
公園の整備が同時期の
ため「眺望公園整備事
業」に係る工事費の財
源確保が課題です。

用地測量・実施測量・
用地買収・整備工事を
順次実施していきま
す。

3,630 5,588
2021年
(R3)

未定

33
観光まちづくり推進
事業

多古町

観光事業の推進につい
て、観光まちづくり機構
主導の体制に集約し、一
貫した方向性や戦略に基
づく観光地域づくりの
マーケティング、販路開
拓、プロモーション及び
新しい生活様式にも則し
た観光開発事業に対し、
人件費、管理運営費の補
助やイベントなどの事業
を委託します。

あじさい祭やいきいきフェス
タTAKOなどの大規模イベント
を実施するとともに農業体験
など体験型観光を実施し、多
古町への観光誘客を図りまし
た。また、会員募集なども行
いながら、地域に根ざした事
業を行いました。

多くの観光イベントを
実施していますが、多
古町商店を活用した特
産品の販売や会員募集
など自立運営できる仕
組みを構築するために
行動していく必要があ
ります。

集客イベントや観光プ
ロモーション、ECサイ
トなどを実施し、多古
町の観光等を盛り上げ
ていく取組ができるよ
うにバックアップして
いきます。 25,426 32,000

2021年
（R3）

未定

34
地域経済活性化拠点
の整備

多古町

圏央道の開通や空港の機
能強化、アフターコロナ
を見据え、民間企業と連
携し、交流人口の増加に
よる経済効果を取り込む
とともに、人口流出や各
分野での後継者不足、地
域経済の縮小、生活利便
性の低下など、多古町が
抱える課題解決に資する
拠点を整備します。

多古町地域経済活性化拠点整
備計画の策定、地域課題解決
と経済活性化にともに取り組
むパートナー企業3者との協
定の締結、建築予定地の測
量・地質調査・文化財調査、
拠点施設及び外構の詳細設計
を実施しました。

物価高騰により工事見
積が想定を上回ってお
り、建築費用を圧縮す
る必要があります。

拠点施設及び外構、周
辺整備工事等を実施し
ます。施設完成後は、
パートナー企業と共
に、地域課題解決や経
済活性化に資する取り
組みを行います。

42,051 484,525
2022年
（R4）

未定

35

空き施設活用事業
（廃校を利用した
「グランピング施
設」）

多古町

小学校の統廃合により使
用しなくなった施設を民
間事業者に貸し出すこと
により、施設の有効利用
及び地域活性化を図りま
す。

廃校の有効活用のため、令和
3年度において、プロポーザ
ルを実施し、令和4年度より
グランピング施設として利用
する事業者に貸付を行いまし
た。これにより、地元住民の
雇用の促進に繋がりました。

事業者側と施設の利用
方法に関する調整の必
要があります。

事業者と連携を取りな
がら、施設の有効活用
を図ります。

0 0
2022年
（R4）

未定

36
ニューツーリズム開
発促進事業

横芝光町

栗山川、九十九里浜、四
季折々の田園風景、多彩
な農産物など、町の地域
資源を活用したニュー
ツーリズムを開発し、観
光活用と情報発信により
新たな産業として発展さ
せます。

栗山川カヤックツアーを7回
開催しました。

町を訪れた人の滞在を
促すため、様々な地域
資源の活用を検討する
必要があります。

広域連携による地域資
源の活用を推進しま
す。

3,239 3,803
2017年
（H29）

未定

37

サイクルツーリズム
事業（横芝光町・芝
山町・山武市・成田
国際空港㈱等による
広域連携施策）

横芝光町、芝山
町、山武市、空港

会社ほか

2021年2月に発足したモン
ベルフレンドエリア九十
九里（横芝光町・芝山
町・山武市）と成田国際
空港、千葉大学、地元サ
イクリスト達が連携し、
エリア内の交流人口拡大
と地域経済活性化を目的
に「産官学民・広域連携
のサイクルツーリズム事
業」を展開します。

千葉サイクル協会への協賛に
よる北総・九十九里里山里海
サイクリングを2回開催、女
性・初心者向けモニターツ
アー「よこしばひかりSUISUI
自転車さんぽ」を1回開催、
サイクルラックづくりイベン
トを1回開催及び㈱モンベル
が運営する「ジャパンエコト
ラック」へ首都圏発となる九
十九里サイクルルートを登録
しました。

更なる広域連携の必要
性が重要となります。

サイクルイベントなど
の継続的な開催やイン
バウンド旅客をター
ゲットとした施策、ガ
イドツアーの造成やエ
リアの拡大を推進して
いきます。 0 0

2021年
（R3）

未定

38
東小学校跡地パーク
ゴルフ場・複合施設
整備事業

成田市

パークゴルフを通じて
「スポーツツーリズム」
を推進するとともに、利
用者の健康増進や騒音地
区における地域の活性化
等を図るため、東小学校
の跡地及びその周辺にあ
る土地を利用し、公式大
会が開催できる36ホール
のパークゴルフ場を整備
します。

パークゴルフ場の整備に向け
て、雨水貯留槽及び造成工事
を完了させたほか、複合施設
の新築工事を実施しました。

当該事業は、早期完成
を求める声が多く寄せ
られているほか、本市
の重要施策であるス
ポーツツーリズムの推
進が図られることか
ら、工事期間をできる
限り短縮し、令和6年度
中の供用開始を目指す
こととしました。この
ことから、円滑な工程
管理が求められます。

令和6年度中の供用開始
に向けて、工種等を分
けて工事を発注するこ
とで、複数の請負業者
を配置することが可能
となり、事業の進捗を
図ってまいります。ま
た、複数の請負業者間
の工程を調整すること
で、効率的な工程管理
を実現してまいりま
す。

45,770 1,276,601
2020年
（R2）

2024年
（R6）
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39
アクティビティ（体
験型）商品開発

成田空港
活用協議会

過去4年に渡って行なって
きた、訪日外国人向けの
アクティビティ（体験
型）商品開発（モニター
ツアーの実施や磨き上
げ）について、会員企業
や観光事業者等へ共有す
る場を設けて、ノウハウ
の提供や課題の共有を行
います。

訪日外国人向けのアクティビ
ティ（体験型）商品開発の活
動（平成30年度～令和3年
度）から得た知見をとりまと
め、会員や観光事業者等への
オンライン報告会、会員への
レポート共有を行いました。

特出した観光スポット
がないとしても、地域
の日常や人にスポット
を当てる等により、魅
力的なアクティビティ
商品の開発が可能であ
ることがわかりまし
た。

会員団体による事業の
自走化を図っていくこ
ととし、事業を終了し
ました。

548 事業終了
2018年
(H30)

2022年
(R4)

○その他、特に力を入れている取組 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

40
成田ナンバー普及促
進協議会【再掲】

成田市

成田ナンバー版図柄入り
ナンバープレート購入者
から集まった寄付金を活
用し、成田ナンバー対象
市町（成田市、富里市、
山武市、神崎町、多古
町、芝山町、横芝光町）
の交通サービスの改善、
観光振興を行います。

新型コロナウイルス感染症の
状況を鑑み、事業を行うこと
は難しいことから、令和4年
度の助成事業を見送り、翌年
度の助成金として繰り越しま
した。

【参考】
成田ナンバー版図柄入りナン
バープレート普及率　全60地
域中18位

成田ナンバーの更なる
普及促進に向けて、効
果的なPRを検討してい
く必要があります。

助成事業を検討してま
いります。

0 2,500
2023年
（R5）

未定

41

圏央道及び成田空港
を生かした地域振
興・観光拠点整備事
業

芝山町、多古町

地域振興・観光を加速す
る拠点として、圏央道利
用者が容易にアクセスで
き、空港を眺望できるよ
うな新たな拠点の整備を
目指します。令和3年度に
実施した拠点創出可能性
調査業務の成果に基づ
き、両町にとって望まし
い地域振興・観光拠点の
検討を進めていきます。

【多古町】
空港を眺望できる公園整備に
係る基礎調査業務委託（R5継
続）において、公園に関する
需給両面のニーズ調査を実施
しました。（多古町単独事業
費）
【芝山町】
令和4年8月1日付けで芝山町
より一時休止の申し入れを行
い、両町協議の結果、共同で
の検討は一時休止となってお
ります。

【多古町】
圏央道IC付近での整備
を検討しているため、
整備予定地について、
国、NAA等関係機関との
協議、調整が必要とな
ります。

【多古町】
開発事業者や参入事業
者のヒアリングなど公
園整備に関する意向調
査など事業の実現に向
けた検討・調整を進め
ます。
【芝山町】
引き続き、両町にとっ
て望ましい地域振興・
観光拠点の整備に向
け、関係者と事業の実
現に向けた検討・調整
を進めていきます。

多古町：
4,950

多古町：
8,470

2021年
(R3)

未定

２．産業振興

（３）空港と近接している地域特性を活用した農林水産業の振興

①　力強い産地づくりと販売力の強化

○空港／航空関連企業との商談会等空港ビジネスとのマッチングの推進 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

1
おいしい千葉と空の
商談会【再掲】

成田空港
活用協議会

県経済の活性化を図るた
め、航空／空港関連企業
と会員企業を含む県内事
業者との商談会を開催
し、成田空港を起点とし
た新しいビジネス（取
引）の実現及び会員や県
内事業者の航空／空港関
連事業との取引機運の醸
成を図ります。

「おいしい千葉と空の商談会
2022秋」と題して、バイヤー
は日本航空㈱グループや全日
本空輸㈱グループをはじめと
した航空／空港関連企業を中
心に15社(16部門）、サプラ
イヤーは46社に参加いただき
ました。
具体的な商談成約につながっ
たのは15件、商談継続となっ
たのは、112件となりまし
た。

サプライヤー向けに商
談スキルの向上等を目
的とした事前説明会を
開催し、ノウハウの提
供や成約に向けた助言
を行っています。
引き続き、専門家によ
るサプライヤーへの個
別フォローが必要と考
えます。

サプライヤーに対し
て、商談スキルの向上
等を目的とした事前説
明会を開催するととも
に、専門家（中小企業
診断士）による個別
フォローを実施し、商
談成約率の更なる向上
を目指します。

6,186 6,000
2018年度
(H30)

未定

○成田市公設地方卸売市場を活用した農水産物の集荷推進、輸出促進 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

2
成田市公設地方卸売
市場施設整備事業
【再掲】

成田市

精肉や乾物、調味料等を
扱う店舗や飲食店が入場
する、市場機能の補完を
目的とした関連食品棟を
整備します。また、消費
拡大に結び付くインバウ
ンド需要の拡大と新たな
観光拠点としての役割を
担う集客施設棟の整備を
検討します。

市場機能の補完を目的とした
関連食品棟が9月末に完成
し、11月19日に開場しまし
た。

機材の納期の遅れによ
り営業を開始できてい
ない事業者がいること
や、空きコマが1区画発
生しています。

営業を開始できていな
い事業者の準備状況を
把握するとともに、必
要な支援を行います。
また、空きコマについ
ては、場内事業者や空
港関連企業など、幅広
く周知を行い入居者を
募集していきます。

78,128 8,000
2017年
（H29）

2023年
（R5）

○産地の戦略的な競争力強化と高収益型農業への転換 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

3
県産農林水産物輸出
促進事業

千葉県

海外への農林水産物輸出
を販路の一つと位置付
け、海外でのフェア開催
や国内外での見本市・商
談会等を通じて、積極的
な販売促進活動を実施す
るとともに、輸出に取り
組む生産者・団体への支
援を行うことで、県産農
林水産物の輸出を促進し
ます。

県産農林水産物の輸出の取組
を進める商談会や海外フェ
ア、研修会などを9回実施す
るとともに、輸出に取り組む
生産者・事業者や千葉ブラン
ド農水産物・食品輸出協議会
（事務局：ジェトロ千葉）へ
の支援を行い、県産農林水産
物の輸出促進に取り組みまし
た。

原発事故の影響による
一部の国・地域で続く
輸入規制や農産物輸出
に係る検疫条件等が課
題となっています。ま
た、新型コロナウイル
ス感染症の感染拡大等
の影響も引き続きあり
ましたが、コロナ後を
見据えた対応も課題と
なっています。

輸出に取り組む生産者
団体等が実施する販促
活動や輸出環境の整備
等に対して支援を行う
とともに、新型コロナ
ウイルス感染症の感染
拡大の状況等を注視し
ながら、輸出の拡大が
見込まれるアジア地
域、特に輸出規制が緩
和された台湾を中心に
海外での効果的なプロ
モーション等に取り組
みます。

45,477 65,000
2009年
(H21)

未定

4
6次産業化推進事業
（県支援体制整備事
業）

千葉県

6次産業化支援のためのワ
ンストップ窓口である
「千葉県農山漁村発イノ
ベーションサポートセン
ター(6次産業化サポート
センター)」を設置し、農
林漁業者等から選定した
支援対象者に対して、専
門家（地域プランナー）
を個別派遣し、経営改善
につながる戦略の作成支
援等を行います。

農林漁業者等から72件（40事
業者）の相談対応を行うとと
もに、地域プランナーを21名
登録し、支援対象に選定した
6事業者に対し、延べ29回プ
ランナーを派遣して経営改善
に係る支援を行いました。

登録した地域プラン
ナーの数に対し、支援
対象者及びプランナー
の派遣が少なく、取組
事業者の掘り起こしが
必要です。

令和5年度から、デジタ
ル技術の活用について
も支援をしていくこと
とし、千葉県農山漁村
発イノベーションサ
ポートセンターを通じ
てデジタル技術に精通
したプランナーの活
用、経営改善につなが
る事業のフォローアッ
プを行うとともに、県
産業振興課等とも連携
して、取組事業者の掘
り起こしや事業の周知
を図ります。

6,518 10,000
2013年
(H25)

未定

5
県産農林水産物販路
拡大支援事業

千葉県

県産農林水産物やその加
工品の新たな販路を開拓
するため、各種商談会へ
の出展支援を行います。

2件の民間主催商談会に千葉
県ブースを設置し、生産者の
出展支援を行い、延べ18事業
者が出展しました。また、農
林水産部が主体的に出展する
商談会に加え、他部（総合企
画部、商工労働部）が主体と
なって出展する商談会とも連
携した結果、マッチング件数
は前年度（393件）を上回る
実績（430件）となりまし
た。

民間商談会における商
談会のマッチング件数
や成約数の増加に向
け、より魅力的な出展
ブースの設営（装飾や
配置など）について、
検討する必要がありま
す。

令和5年度は、引き続き
民間商談会への出展を
中心に行うとともに、
他県や民間企業の優良
な出展事例についても
把握しながら、魅力的
な千葉県ブースを設置
することで、県産農林
水産物及びその加工品
の販路開拓に臨む予定
です。

4,491 4,544
2010年
(H22)

未定
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6
園芸産地競争力強化
総合対策事業

千葉県

県内園芸産地の競争力を
強化するため、省力化・
低コスト化のための大規
模な出荷施設の整備や、
先進的な技術を活用し収
益性を向上させる栽培施
設の整備などを支援し、
本県農業の主力分野であ
る園芸農業の更なる発展
を目指します。

事業の周知を図りましたが、
事業活用の要望がなく、事業
を実施しませんでした。

事業の活用に向け、さ
らなる周知を図る必要
があります。

事業の活用に向け、新
規要望の調査を行うと
ともに事業の周知をし
ていきます。

0 0
2020年
(R2)

未定

7
千葉県園芸産地パ
ワーアップ事業

千葉県

農業の国際競争力を強化
するため、生産コスト低
減、高付加価値化、高収
益作物・栽培体系への転
換等の産地営農戦略「産
地パワーアップ計画」に
基づく取組（農業機械導
入や生産資材導入、集出
荷施設の整備、果樹の改
植など）を支援し、本県
園芸農業の更なる発展を
目指します。

低コスト対候性ハウス、集出
荷貯蔵施設の整備（千葉市）
について、支援を行いまし
た。

事業計画で設定した成
果目標が達成できるよ
う指導・助言をしてい
く必要があります。

成果目標の達成に向け
て指導・助言等により
支援をしていきます。

207,480 196,000
2020年
(R2)

未定

8
農産物の付加価値向
上と販路拡大事業

山武市

山武市の地域資源（農林
水産物又は鉱工業品、鉱
工業品の生産に係る技
術、観光資源等）を活用
した6次産業化や農商工連
携の取り組みを支援する
ための補助金を交付する
と共に地元農産物のPR活
動等を行い、農林水産業
の振興及び地域経済の活
性化を促進します。

山武市の地域資源のPRを目的
として実施する山武市産業ま
つりは、新型コロナウイルス
感染症拡大の影響により、開
催中止となりました。6次産
業化や農商工連携の取り組み
として、山武市産苺を活用し
たクラフトビール「さんむ
RED」のPR活動を実施しまし
た。

コロナ禍でも実施可能
なイベントの開催形態
を検討する必要があり
ます。SNS等を有効的に
活用したイベントによ
り、農林水産業の振興
や地域経済の活性化を
図ります。

令和5年度は千葉県誕生
150周年記念事業として
山武市産業まつりを盛
大に実施します。6次産
業化や農商工連携の取
り組みに関しては、民
間事業者や市観光協
会、市商工会と連携し
て新たな事業を推進し
ます。

0 4,200
2006年
(H18)

未定

9
すいかの里生産支援
事業

富里市

「富里市すいか条例」を
制定し、イベントや広告
など、生産者、市民、事
業者及び市が一体となっ
て、市の特産品であるす
いか生産の振興に取り組
んでいます。また、栽培
面積及び生産者減少の抑
制、生産意欲向上を図る
ため、すいか生産者に対
する奨励金を交付しま
す。

申請者数：195人
栽培面積：14,843a
奨励金額：13,133,000円

現在の支援制度の内容
で、後継者不足や、す
いか農家減少に対し成
果が得られているか検
証が必要となります。

富里のすいかを後世ま
で守っていくために、
より効果的な支援策に
ついて検討し、令和4年
度から前年比で作付け
面積を増やした方には
奨励金額の加算を行い
ます。

13,133 13,133
2011年
(H23)

未定

10
観光推進事業【再
掲】

富里市

スイカオーナー制度や、
馬に関連するイベント等
を実施し、市内外に「馬
のふるさとすいかの里」
である富里市をPRしま
す。市内初の観光交流拠
点施設「末廣農場」を中
心に観光情報を発信する
とともに、農畜産物等加
工品「ふるさと産品」の
充実や地場産商品の広域
流通を図り、食において
もPRします。

東京～多古間を走るラッピン
グバスにより市内初の観光・
交流拠点施設「末廣農場」及
び市内の地域資源をPRをしま
した。
また、ふるさと産品として新
たに4品を新規認定しまし
た。

観光・交流拠点施設
「末廣農場」を中心と
した市内観光のPRを模
索する必要がありま
す。

市内外において、市観
光・交流拠点へ集客
し、市内への観光に繋
げるため、広く観光PR
活動を行います。ま
た、末廣農場が着地型
観光の窓口となり地域
への観光へ繋いでいく
拠点としての機能を発
揮できるよう努めると
ともに、市民の日常的
な交流の場となるよう
展開していきます。

23,504 22,444
2016年
(H28)

未定

11
農業振興事業

香取市

首都及び空港近郊に位置
する優位性を活かし、園
芸農産の生産力強化拡大
を進めるほか、経営の多
角化を目指し、6次産業化
やブランド化の推進及び
新規就農者支援による担
い手の確保を進め、地域
農業の活性化と振興を図
ります。

地域産業の活性化としては、
3年ぶりに香取のふるさと祭
りを市内3か所で開催しまし
た。
6次産業化、ブランド化の推
進としては、ちば香取のすぐ
れもの9品目を新たに認定し
インスタグラムやFacebookと
いったSNSによる情報発信、
市内外での販売促進活動を実
施したほか、新たな6次産業
化の支援として、商品開発、
販売促進支援を実施しまし
た。
新規就農者支援としては、新
規就農から5年間を対象とし
た農業次世代人材投資事業
（個人7名、夫婦2組）、県農
業経営体セミナー受講者を対
象とした農業後継者新規就農
助成金（15名）、新規就農者
を対象とした経営開始資金補
助（1名）、新規就農の機械
購入等を対象とした経営発展
支援事業（1名）を実施しま
した。

新型コロナウイルス感
染症の影響により、各
種イベントの開催が中
止された期間が続き、
SNSの活用等新たな情報
発信の手段が定着して
きましたが、事業者に
よって情報発信、ブラ
ンディングの意識が異
なり、香取市の農業全
体をPRするまでには
至っていません。
新規就農については、
継続して一定の希望者
がいますが、担い手の
確保のためにも、より
PRを充実していく必要
があります。

新規就農者、6次産業
化・ブランド化への支
援を継続していきま
す。SNSやイベントを通
じた内外へのPRだけで
なく、地域おこし協力
隊による農業振興業務
により、担い手の確
保、地域農業の活性化
を図ります。

37,258 78,208
2015年
(H27)

未定

12
特産品「どら黒豆」
による地域経済活性
化事業

栄町

町の特産品である「どら
黒豆」（黒大豆）を活用
し、国道356号バイパス沿
いを「黒豆街道」とし収
穫体験等を通じたPR等空
港周辺市町としての魅力
度や、「黒大豆」を活用
した新たな加工品の開発
や、生産・販売力を強化
し、特産品としてのブラ
ンド化の向上を図りま
す。

黒豆街道沿線で、多数の来場
者を安全に収穫体験やどらま
めの購入ができるように、駐
車場を整備し、警備員を配置
しました。

新規生産者も増えてき
ている一方で、生産者
の高齢化により生産面
積は伸び悩んでいま
す。

高収益作物である「ど
らまめ」の面積規模や
生産者増加に努めま
す。

0 0
2019年
（R1)

未定

13

利根川「道の駅」
（計画中）による農
業活性化事業【再
掲】

栄町

民間企業の事業参加のも
と国道356号沿いに空港周
辺の新たな魅力となる道
の駅を整備し、地元産の
米をはじめ、新鮮野菜や
空港周辺市町の特産品な
どの農産物の販売を促進
します。

コロナ禍の影響を受けた町の
観光施設である｢ドラムの里｣
の再編を優先することとした
ため、現在は休止中です。

事業休止中です。 事業休止中です。

0 0
2021年
（R3)

未定

14
農畜産物魅力発信事
業

多古町

多古町農畜産物のPRや6次
産業化の推進により、商
業と農業を融合した農畜
産物の魅力を発信しま
す。

6次産業化・地域ブランド化
推進業務委託による、新商品
の開発支援及びイベントを開
催し、既存商品のPR活動を実
施しました。また、町の農畜
産物魅力発信事業として、2
件の補助を行いました。

ここ数年、商品開発の
件数が数件にとどまっ
ている状況です。町内
外におけるPR活動を通
じて、町ブランド商品
の消費者への認知を図
る必要があります。

出口戦略を考えた商品
開発を行うため、消費
者ニーズの調査を実施
し、売れる商品づくり
を目指します。

3,272 5,026
2014年
(H26)

未定
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15 園芸振興対策事業 多古町

多古町の園芸農業の安定
生産や品質向上を図るた
めの生産施設や省力機
械、集出荷施設の設備等
を集中的に支援します。

園芸作物の生産力を強化する
ため、施設整備や省力化等の
導入等に対して補助を行いま
した。

生産施設や省力化機械
の導入促進を図った
が、生産目標に達しな
い者もあったため、事
業計画時の目標設定に
ついて、精査が必要で
す。

引き続き園芸農業の安
定生産や品質向上を図
るためJAと連携した産
地戦略の策定、営農指
導体制を充実させてい
きます。

2,430 1,122
2015年
(H27)

未定

16
地域農業経営改善支
援事業

多古町

農業経営の改善及び集落
営農組織化の促進を図る
ため、地域の農業者が農
業用機械を共同で購入す
る場合や農業用施設を共
同で整備する経費の一部
を助成します。

機械整備事業：0件
施設整備事業：0件

地域計画(旧人・農地プ
ラン)が策定されている
地区が少なく、補助対
象者である担い手が少
ないため、今後地域計
画の策定を促進し補助
対象者を増やす必要が
あります。

地域計画策定に併せ、
事業の周知を図ってい
きます。

0 4,000
2022年
（R4）

未定

○農地集積の推進や新技術の活用による農業のスマート化、外国人を含めた多様な労働力の確保などによる担い手の確保 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

17
就農準備資金・経営
開始資金・経営発展
支援事業

千葉県、市町村

青年の就農意欲の喚起と
就農後の定着を図るた
め、50歳未満の新規就農
者等に対し、資金の交付
を行うほか、機械・設備
の導入等に係る費用につ
いて補助します。

次世代を担う農業者を確保す
るため、県及び市町村が交付
主体となり、それぞれ就農前
の研修段階の17人及び就農直
後の経営確立段階の279人に
対して就農準備資金及び経営
開始資金を交付しました。
また、新たに就農した25人に
対して、農業経営の開始に必
要な機械・設備の導入等を支
援しました。

新規就農者が定着する
ためには、農業技術の
習得や販路の確保等、
新規就農者が抱える課
題を一元的にサポート
できる地域の体制づく
りが必要です。

引き続き、就農前の研
修段階及び就農直後の
経営確立に資する資金
の交付等を行います。
また、就農者の速やか
な経営確立が図れるよ
う、市町村等地域の関
係者が連携して、就農
から定着まで一貫して
サポートする体制づく
りを推進していきま
す。

449,806 718,168
2012年
(H24)

未定

18

農業における外国人
を含めた多様な労働
力の確保につながる
取組の推進

千葉県

農業労働力の確保に関す
る戦略会議を県及び関係
機関で設置するととも
に、新たに雇用を行う農
業者が取り組む休憩施設
やトイレ等の就業環境の
整備、雇用条件の改善の
取組などに対して補助金
を交付するものです。

農業労働力の確保に関する戦
略会議を開催するとともに、
労働力の確保方法に関するセ
ミナー、雇用の定着に向けた
セミナーをそれぞれ1回実施
しました。また、新たに雇用
を行う農業者等が取り組む就
業環境の整備（1件）、雇用
条件の改善など（9件）に助
成しました。

全国的に人手不足が進
む中、農業労働力を確
保するためには、就業
環境や雇用条件を整備
するとともに、労働力
確保に関する知識や管
理能力を持つ農業経営
体の育成が必要です。

多様な労働力の確保に
向けた方策を検討する
とともに、雇用労力の
確保や定着に関する知
識や管理能力を持つ経
営体の育成を図りま
す。
また、就業環境整備や
雇用条件の改善への取
組を支援していきま
す。

2,684 22,000
2018年
(H30)

未定

19
農地集積加速化促進
事業

千葉県

担い手への農地集積・集
約を進め、経営の大規模
化による生産コストの削
減を推進するため、農地
中間管理機構による農地
集積・集約に係る事業費
を助成するとともに、機
構に農地を貸付けた地域
や所有者への協力金を交
付します。

令和4年度の農地中間管理機
構の取扱実績（転貸面積）は
1,844aでした。

転貸実績は過去最高で
したが、担い手への農
地集積・集約を進める
ためには、さらなる事
業推進が必要です。

関係機関と連携しなが
ら、地域の話合いを支
援し、農地集積・集約
を推進します。

265,944 654,586
2014年
(H26)

未定

20
担い手の育成・支援
事業

山武市

次世代を担う新規農業
者・農業後継者の確保・
育成のため、農業次世代
人材投資資金、農業後継
者新規就農支援事業補助
金を交付します。

農業次世代人材投資資金を9
人(経営体)、経営開始資金を
1人（経営体）、農業後継者
新規就農支援事業補助金を5
人に交付し、新規就農者・農
業後継者の確保・育成に努め
ました。

非農家出身で、新たに
農業経営を開始した者
が担い手として定着す
るよう、サポート体制
を整えていくことが必
要です。

農業委員、指導農業
士、農業事務所、農協
等と連携を図り、新規
就農者の安定経営及び
規模拡大に向けた支援
を行います。

16,327 55,342
2012年
(H24)

未定

21 農業後継者育成事業 多古町

新規就農者・農業後継者
の確保・育成による担い
手の確保を図ります。

新規就農者向けに農業の可能
性と収益力のある農業経営を
学ぶため、セミナーを5回開
催し、そのうち多古高校生向
けに特別基礎講座を1回実施
し、またもう1回はより実践
的なセミナーとなるよう農場
見学を行いました。
第17回（特別基礎講座）
　　　：参加者数35名
第18回：参加者数12名
第19回：参加者数20名
第20回：参加者数16名
第21回（農場見学）
　　　：参加者数5名
※回数は昨年度からの通算回
数

新規就農者や農業後継
者、農業に興味を持っ
てる方が参加しやすい
講師選定・人選が必要
です。また、参加者が
実践できるような内容
も組み入れていく必要
もあります。

新規就農者、農業後継
者が興味を抱くセミ
ナーを実施し知識の習
得を目指します。
また、横のつながりが
図れるよう、ネット
ワーク形成も検討して
いきます。

1,309 1,309
2018年
(H30)

未定

22 就業等人材確保事業 多古町

多古町在住の若い世代、
多古町及び周辺立地企業
等を対象に、就業実態調
査やマッチング促進等の
取組を行い、就業及び定
住へつなげます。また、
農業研修や雇用就農の受
入側のデータベースを作
ると同時に、情報発信や
就農体験ツアー等で就農
希望者を募り、両者を
マッチングする制度を構
築します。

【就業支援】
■ヒアリング調査
 大学：4校/専門学校：1校
■若い世代向けアンケート調
査
 回答数：73
■職ﾌｪｱ（合同企業説明会）
　全3回開催
　参加企業数：延べ18社
　参加者数：延べ311名
■職業ﾁｬﾚﾝｼﾞ（ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ）
 参加企業数：6社
 参加者数：20名

【新規就農支援】
■「（仮称）多古町の農業を
考える会」発足等の支援
　全4回実施
　参加者数：延べ61名
■就農イベント「新・農業人
フェア」への参加
 就農相談者数：36名
■農業体験ツアー
 参加者：7名

【就業支援】
多古高等学校との連携
により、高校生と企業
のマッチングは一定の
参加者が確保できてい
ますが、高校を卒業し
た若い世代への周知に
課題があります。

【新規就農支援】
新規就農者向けに就農
受け入れなどの支援は
行っているものの、実
際に定住できるまでの
スキーム（住居情報の
提供など）が不足して
います。そのため、そ
の点を解消するための
取り組みを進める必要
があります。

【就業支援】
職フェア（合同企業説
明会）、就業支援セミ
ナーの実施、職業チャ
レンジ（インターン
シップ）を実施しま
す。
多古高等学校の生徒だ
けでなく、広く若い世
代の地元就業を促すた
め、効果的な周知方法
を検討し参加者の増加
を図ります。

【新規就農支援】
就農イベント・農業体
験ツアーの開催回数を2
回に増加し、新規就農
希望者の受入体制の
データベース化、新規
就農プラットフォーム
整備を行い、新規就農
希望者の支援の展開を
図っていきます。

4,213 5,200
2021年
（R3）

未定

23
騒音対策用地の農業
経営基盤強化促進法
に基づく貸付の推進

空港会社

空港周辺農業者の安定的
かつ発展的な営農に寄与
するため、NAAが所有する
騒音対策用地の内、農地
について、農業経営基盤
強化促進法に基づき市町
村が実施する利用権設定
等促進事業により空港周
辺農業者に対し利用権を
設定します。

貸付面積：143.3ha（令和5年
3月末時点）

特にありません。 引き続き、同制度に基
づき貸付を実施して参
ります。

- -
1982年頃
(S57頃）

未定

22



○その他、特に力を入れている取組 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

24
富里市森林再生プラ
ン【再掲】

富里市

豊かな自然環境を保全
し、森林の有する多面的
機能が発揮できる森林へ
再生するための「富里市
森林再生プラン」を策定
し、森林再生を推進しま
す。また、木材利用とし
て、木質バイオマスを利
用促進することで、森林
再生を推進します。

独自の森林再生プランにより
千葉県森林組合との「森林再
生の推進に関する協定」に基
づき約1.7ヘクタールの森林
整備を行いました。また、令
和元年台風等による被害に
あった森林から、倒木を搬出
運搬し、木質バイオマスとし
て活用することで、資源循環
を図り、森林の保全及び木材
利用を推進しました。そのほ
か、森林クラウドを活用し
て、伐採届や所有者届等を受
理し、適切な森林把握に努め
ました。
＜令和4年度決算額＞
森林クラウド利用料
82,500円
森林環境整備補助金
804,000円
木材利用推進補助金
700,000円

森林所有者からの相談
に対し、森林経営計画
の策定に至るまでに相
当な期間を要していま
す。また、令和2年度に
実施した森林所有者に
対する「森林管理に関
する意向調査」の結果
を活用しきれていない
ことから、今後森林所
有者に対し、詳細な聞
き取りと森林再生プラ
ンによる森林整備の働
きかけが課題となって
います。

森林再生プランに基づ
き、市が森林所有者と
千葉県森林組合のコー
ディネーターとなり、
荒廃した森林の再生
を、更に促進します。
また、「森林管理に関
する意向調査」によ
り、令和元年台風等に
より「かなりの被害を
うけた」と回答があっ
た森林所有者に対し、
風倒木の除去及び木質
バイオマス利用促進を
目的とした「富里市木
材利用推進補助金」な
どの啓発を行い、多面
的機能が発揮された森
林への再生を目指しま
す。

1,587 10,077
2021年
（R3)

未定

２．産業振興

（３）空港と近接している地域特性を活用した農林水産業の振興

②　農業用水と農地の整備 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

1
成田用水施設改築事
業

独立行政法人
水資源機構

水資源開発基本計画に基
づき、農業用水の安定供
給、農業水利施設の維持
管理の費用と労力の軽減
を図るため、老朽化が進
行している成田用水施設
の改修を行うとともに、
耐震性能が不足している
施設の大規模地震対策を
行います。

揚水機場のポンプ設備改修工
事等を実施し、進捗率は
23.4%となりました。

現時点では計画どおり
進捗しており、特段問
題はありません。

引き続き、計画どおり
事業を推進していきま
す。

1,680,000 1,075,433
2019年
(R1)

2028年
(R10)

2
根木名川用水施設改
修事業

千葉県

本事業は、農業経営の安
定と合理化を目的として
県営かんがい排水事業根
木名川地区等により約20
年前に造成された農業用
施設について、食料の安
定供給を確保するため、
機能保全計画に基づく長
寿命化対策等を行うもの
です。

揚水機場の設計業務を実施
し、進捗率は3.8%となりまし
た。

現時点では計画どおり
進捗しており、特段問
題はありません。

引き続き、計画どおり
事業を推進していきま
す。

15,950 5,000
2022年
(R4)

2027年
(R9)

3 ほ場整備事業 千葉県、市町

担い手への農地集積の加
速化や農業生産性の向上
等を図るため、水田の大
区画化や畑利用が可能と
なるよう用水路、排水路
を整備するなど、総合的
な基盤整備を実施する事
業です。

関係市町や地元との打合せを
進め、事業推進を図りまし
た。
また、地元の合意形成が整っ
た地区については、事業計画
概要書の作成に向けた業務を
実施しました。

事業化に向けた地元の
合意形成が整っていな
い地区については、引
き続き関係機関で連携
し、事業推進をしてい
く必要があります。

関係機関との協議調整
や、地元調整を進めて
いきます。
また、地元の合意形成
が整った地区について
は、順次、事業計画概
要書等の作成を進める
予定です。

0 0
2024年
(R6)

未定

３．インフラ整備

（１）空港と地域の発展を支える道路の整備

○広域的な幹線道路の整備 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

1
首都圏中央連絡自動
車道の整備促進

千葉県・関係市町

国及び東日本高速道路株
式会社により進められて
いる首都圏中央連絡自動
車道の整備について、大
栄・横芝間の令和6年度の
開通(用地取得等が順調な
場合) 及び 神崎・大栄間
の令和6年度までの4車線
化に向け、整備を促進し
ます。

※令和5年10月に、国土交
通省及び東日本高速道路
株式会社から新たな開通
見通し（大栄・横芝間の
令和8年度の開通及び県
境・大栄間の令和7年度か
ら令和8年度までの4車線
化）が示されました。

県内唯一の未開通区間である
大栄・横芝間は、令和4年度
末時点の用地取得率が約99％
となっており、早期開通に向
けて全線にわたって工事が展
開されています。
また、県境・大栄間は令和7
年度から8年度の供用に向け
て整備が進められています。

県境・大栄間の4車線化
は令和7から8年度まで
の供用が示されていま
すが、県内の残る区間
については、暫定2車線
となっていることか
ら、対面交通の安全性
や大規模災害時の対応
などに課題があり、安
全で円滑な交通の確保
や防災力の向上を図る
ためにも、早期に4車線
化を図る必要がありま
す。

一日も早い全線開通の
ため、県と関係市町が
一体となって、国や東
日本高速道路株式会社
に最大限協力するとと
もに、県内区間の早期
の4車線化に向けて、積
極的に働きかけていき
ます。

- -
1968年
(S43)

未定

2
国道464号北千葉道路
（国施行区間）の整
備促進

千葉県・関係市

外環道と成田空港を最短
で結び、首都圏の国際競
争力を強化するととも
に、災害時における緊急
輸送道路として機能する
ことを目的とし、国によ
り進められている成田市
北須賀・押畑間の整備や
令和3年度から事業着手さ
れた北千葉道路の市川・
松戸の整備を促進しま
す。

北千葉道路の東側区間につい
ては、国施行区間である成田
市北須賀から押畑までの区間
が平成31年3月3日に暫定2車
線で開通しています。
また、西側区間（市川～船橋
間）については、国により事
業が進められている市川市と
松戸市の区間において、地質
調査や道路線形の設計が進め
られております。

事業区間の早期整備に
向け、国に協力すると
ともに、続く市川市か
ら船橋市間の早期事業
化について国に働きか
ける必要があります。

市川市と松戸市の区間
について、事業が円滑
に進むよう、関係機関
との協議や、用地取得
などについて、沿線市
と連携して国に協力し
ていくとともに、続
く、市川市から船橋市
間が早期に事業化され
るよう、建設促進期成
同盟会による要望活動
など、あらゆる機会を
捉えて国に働きかけて
いきます。

- -
2005年
(H17)

未定

3

北千葉道路（印西市
若萩～成田市大山
間）（県施行区間）
整備事業

千葉県

外環道と成田空港を最短
で結び、首都圏の国際競
争力を強化するととも
に、災害時における緊急
輸送道路として機能する
ことを目的とし、北千葉
道路の印西市若萩から成
田市北須賀間及び成田市
押畑から大山間（県施行
区間）の整備を進めま
す。

橋梁工事等を実施し、事業を
推進しました。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて、事業を推進
していきます。

- -

Ⅰ期：
2005年
(H17)
Ⅱ期：
2007年
(H19)

未定

4
銚子連絡道路整備事
業

千葉県

広域的な幹線道路ネット
ワークを形成し、銚子市
や旭市方面と圏央道との
アクセス向上や、国道126
号の交通混雑の緩和を図
ることを目的とし、地域
高規格道路 銚子連絡道路
の横芝光町芝崎から匝瑳
市横須賀間（約5km）の整
備を推進します。

道路改良工事、橋梁工事等を
実施し、事業を推進しまし
た。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期完成に
向けて、事業を推進し
ていきます。

- -
2007年
(H19)

2023年
(R5)
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○広域的な幹線道路や空港へのアクセスする道路の整備、空港へのアクセス強化や地域振興に資する道路の整備 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

5
国道408号（押畑拡
幅）整備事業

千葉県

北千葉道路にアクセスす
る国道408号の交通混雑の
緩和を図ることを目的と
し、成田市土屋から宝田
間の4車線化整備を推進し
ます。

関係機関との協議調整を実施
し、事業を推進しました。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて、事業を推進
していきます。

- -
1996年
(H8)

未定

6
県道成田安食線整備
事業（成田市押畑）

千葉県

成田空港及び北千葉道路
へのアクセスを強化する
とともに、沿線地域の交
通混雑など地域の課題の
解消を図ることを目的と
し、県道成田安食線 成田
市押畑の4車線化整備を推
進します。

法面詳細設計を実施し、事業
を推進しました。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて、事業を推進
していきます。

- -
2015年
(H27)

未定

7
県道成田小見川鹿島
港線整備事業（成田
市取香～川上）

千葉県

圏央道の（仮称）（主）
成田小見川鹿島港線ICと
成田空港及び周辺物流施
設等とのアクセス強化を
図ることを目的とし、県
道成田小見川鹿島港線の
成田市取香から多良貝間
の4車線化整備を推進しま
す。

用地補償及び道路改良工事を
実施し、事業を推進しまし
た。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて、事業を推進
していきます。

- -
1995年
(H7)

未定

8
県道成田下総線整備
事業（成田市大室）

千葉県

圏央道の下総ICにアクセ
スする県道成田下総線の
道路交通の円滑化を図る
ことを目的とし、成田市
大室地先のバイパス整備
を推進します。

用地補償及び土質調査等を実
施し、事業を推進しました。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて、事業を推進
していきます。

- -
1989年
(H1)

未定

9
県道成田松尾線外歩
道整備事業（成田市
内4箇所）

千葉県

歩道が未整備となってい
るため、歩行空間の確保
を目的に、県道成田松尾
線、国道464号、県道八街
三里塚線、県道横芝下総
線の歩道整備を推進しま
す。

4箇所において歩道整備を進
める等、事業を推進しまし
た。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて、事業を推進
していきます。

- -
1996年
(H8)

未定

10
国道409号整備事業
（富里拡幅）

千葉県

東関東道の富里ICにアク
セスする国道409号の交通
混雑の緩和を図ることを
目的とし、富里市七栄か
ら成田市並木町間の4車線
化整備を推進します。

用地補償及び道路改良工事を
実施し、事業を推進しまし
た。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて、事業を推進
していきます。

- -
1999年
(H11)

未定

11
県道成田両国線整備
事業（富里市七栄）

千葉県

東関東道にアクセスする
県道成田両国線の交通混
雑の緩和と歩行者の安全
性の向上を図ることを目
的とし、富里市七栄地先
のバイパス整備を推進し
ます。

用地交渉等を実施し、事業を
推進しました。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて、事業を推進
していきます。

- -
1979年
(S54)

未定

12

県道八街三里塚線外
歩道整備事業・交差
点改良事業（富里市
内3箇所）

千葉県

歩道が未整備となってい
るため、歩行空間の確保
等を目的に、県道八街三
里塚線、県道富里酒々井
線、県道成田両国線にお
いて歩道整備や県道富里
酒々井線の付加車線設置
を推進します。

3箇所において歩道整備を進
める等、事業を推進しまし
た。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて、事業を推進
していきます。

- -
1998年
(H10)

未定

13
国道356号（篠原拡
幅）整備事業

千葉県

香取市内の交通混雑を緩
和し、国道356号の道路交
通の円滑化を図ることを
目的とし、香取市津宮か
ら香取市佐原イ間の4車線
化整備を推進します。

用地交渉等を実施し、事業を
推進しました。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて、事業を推進
していきます。

- -
2004年
(H16)

未定

14
県道佐原八日市場線
整備事業（豊橋）

千葉県

老朽化した橋梁架け換え
と併せて線形不良箇所を
改良し、県道佐原八日市
場線 豊橋の道路交通の円
滑化を図ることを目的と
し、橋梁架け換えを推進
します。

令和3年2月に橋梁の架け換え
が完了し、新しい橋梁が開通
しました。令和4年度は残工
事を実施し事業を推進しまし
た。

事業完了に向けて残工
事を進める必要があり
ます。

引き続き、早期の完成
に向けて、事業を推進
していきます。

- -
2012年
(H24)

2023年
(R5)

15
県道小見川海上線整
備事業（香取市五郷
内）

千葉県

幅員狭隘区間を解消し、
道路交通の円滑化や安全
性の向上を図ることを目
的とし、県道小見川海上
線 香取市五郷内の現道拡
幅整備を推進します。

用地補償及び水路設計等を実
施し、事業を推進しました。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて事業を推進し
ていきます。

- -
2010年
(H22)

未定

16
都市計画道路仁井宿
与倉線整備事業

千葉県

歩行者の安全を確保し、
主要地方道佐原八日市場
線の道路交通の円滑化を
図ることを目的とし、都
市計画道路仁井宿与倉線
香取市牧野の現道拡幅整
備を推進します。

用地補償等を実施し、事業を
推進しました。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて事業を推進し
ていきます。

- -
2011年
(H23)

未定

17

県道成田小見川鹿島
港線外歩道整備事
業・交差点改良事業
（香取市内4箇所）

千葉県

歩道が未整備のため、歩
行空間の確保等を目的
に、県道成田小見川鹿島
港線、県道小見川海上
線、旭小見川線の歩道整
備及び県道成田小見川鹿
島港線の付加車線設置を
推進します。

4箇所において歩道整備を進
める等、事業を推進しまし
た。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて、事業を推進
していきます。

- -
2011年
(H23)

未定

18
県道飯岡一宮線整備
事業（山武市小松
浜）

千葉県

道路交通の円滑化や安全
性の向上を図ることを目
的とし、県道飯岡一宮線
山武市小松浜のバイパス
整備を推進します。

道路予備設計及び用地補償等
を実施し、事業を推進しまし
た。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて事業を推進し
ていきます。 - -

1988年
(S63)

未定

19
県道成田成東線整備
事業（山武市松尾町
下大蔵）

千葉県

成田空港にアクセスする
県道成田成東線の幅員狭
隘区間を解消し、道路交
通の円滑化を図ることを
目的とし、山武市松尾町
下大蔵の現道拡幅及びバ
イパス整備を推進しま
す。

用地補償及び道路改良工事を
実施し、事業を推進しまし
た。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて事業を推進し
ていきます。

- -
2000年
(H12)

未定

20
県道横芝山武線整備
事業（山武市埴谷）

千葉県

道路交通の円滑化や安全
性の向上を図ることを目
的とし、県道横芝山武線
山武市埴谷のバイパス整
備を推進します。

道路改良工事を実施し、事業
を推進しました。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて事業を推進し
ていきます。 - -

1997年
(H9)

未定
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21
都市計画道路成東駅
南口線整備事業

千葉県

交通の円滑化及び歩行者
の安全を確保し、JR成東
駅への交通アクセスの向
上を図ることを目的と
し、都市計画道路成東駅
南口線 山武市津辺のバイ
パス整備を推進します。

用地補償を実施し、事業を推
進しました。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて事業を推進し
ていきます。

- -
2012年
(H24)

未定

22

県道成東山武線外歩
道整備事業・交差点
改良事業（山武市内8
箇所）

千葉県

歩道が未整備となってい
るため、歩行空間の確保
等を目的に、県道成東山
武線、国道126号、県道成
東酒々井線、県道成東鳴
浜線、県道飯岡一宮線、
県道日向停車場極楽寺線
の歩道整備や国道126号の
付加車線設置を推進しま
す。

8箇所において歩道整備を進
める等、事業を推進しまし
た。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて、事業を推進
していきます。

- -
1996年
(H8)

未定

23
県道鎌ケ谷本埜線整
備事業（栄町安食）

千葉県

北千葉道路にアクセスす
る県道鎌ケ谷本埜線の道
路交通の円滑化を図るこ
とを目的とし、印西市か
ら栄町間のバイパス整備
を推進します。

道路改良工事等を実施し、事
業を推進しました。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、令和5年度ま
での開通に向けて事業
を推進していきます。

- -
1996年
(H8)

2023年
(R5)

24
県道成田安食線歩道
整備事業（栄町内1箇
所）

千葉県

歩道が未整備であり、右
折レーンがなく右折待ち
の渋滞が発生しているた
め、県道成田安食線にお
いて道路交通の円滑化と
歩行空間の確保を目的
に、歩道整備及び付加車
線設置を推進します。

歩道整備を進め、事業を推進
しました。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて、事業を推進
していきます。

- -
2018年
(H30)

未定

25
県道郡停車場大須賀
線整備事業（神崎町
立野）

千葉県

道路交通の円滑化や安全
性の向上を図ることを目
的とし、県道郡停車場大
須賀線 神崎町立野のバイ
パス整備を推進します。

用地補償及び道路改良工事等
を実施し、事業を推進しまし
た。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、開通に向け
て事業を推進していき
ます。 - -

1993年
(H5)

未定

26
県道江戸崎神崎線歩
道整備事業（神崎町
内1箇所）

千葉県

歩道が未整備となってい
るため、歩行空間の確保
を目的に、県道江戸崎神
崎線において歩道整備を
推進します。

歩道整備を進め、事業を推進
しました。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて、事業を推進
していきます。 - -

2018年
(H30)

未定

27
県道多古栗源線整備
事業（多古町多古）

千葉県

道路交通の円滑化や安全
性の向上を図ることを目
的とし、県道多古栗源線
多古町多古のバイパス整
備を推進します。

関係機関との協議調整を実施
し、事業を推進しました。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて事業を推進し
ていきます。 - -

2017年
(H29)

未定

28
県道多古山田線整備
事業（多古町南玉
造）

千葉県

幅員狭隘区間を解消し、
道路交通の円滑化や安全
性の向上を図ることを目
的とし、県道多古山田線
多古町南玉造の現道拡幅
整備を推進します。

県道佐原八日市場線の交差点
から多古市街地側の0.4㎞区
間の拡幅整備が平成29年度に
完了しました。未整備区間の
今後の進め方について、検討
しました。

整備が完了した区間に
続く約0.5km区間が未整
備となっています。

未整備区間の事業着手
について検討を進めて
いきます。

- -
2002年
(H14)

未定

29
県道多古笹本線歩道
整備事業（多古町内2
箇所）

千葉県

歩道が未整備となってい
るため、歩行空間の確保
を目的に、県道多古笹本
線、県道成田小見川鹿島
港線において歩道整備を
推進します。

2箇所において歩道整備を進
める等、事業を推進しまし
た。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて、事業を推進
していきます。

- -
2001年
(H13)

未定

30
国道296号整備事業
（大里拡幅）

千葉県・空港会社

圏央道の（仮称）国道296
号ICと成田空港及び周辺
物流施設等とのアクセス
強化を図ることを目的と
し、国道296号の芝山町大
里から多古町喜多間の4車
線化整備を推進します。
併せて、成田空港の更な
る機能強化に伴う拡張区
域に含まれる区間につい
ては、付替えを行い地下
道化します。

用地補償及び関係機関との協
議調整を進め、事業を推進し
ました。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて事業を推進し
ていきます。

- -
2014年
(H26)

未定

31

県道成田松尾線整備
事業及び(仮)滑走路
横断道路（芝山町菱
田 外）

千葉県・空港会社

空港機能強化に伴う付け
替え道路として、県道成
田松尾線及び（仮称）滑
走路横断道路の整備、ま
た、圏央道と空港を直接
結ぶ道路の検討を進めま
す。

県・空港会社において、ルー
ト・構造の検討を進めていま
す。

ルート・構造の具体化
を図る必要がありま
す。

引き続き、県・空港会
社において、検討を進
めます。

- -
2020年
(R2)

2028年
(R10)

32

県道大里小池線外歩
道整備事業・交差点
改良事業（芝山町内3
箇所）

千葉県

歩道が未整備となってい
るため、歩行空間の確保
等を目的に、県道大里小
池線、県道八日市場八街
線において歩道整備や県
道八日市場八街線の付加
車線設置を推進します。

3箇所において歩道整備を進
める等、事業を推進しまし
た。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて、事業を推進
していきます。

- -
2008年
(H20)

未定

33
県道飯岡一宮線整備
事業（横芝光町屋
形）

千葉県

産業振興はもとより、千
葉県東部地域の観光レク
リエーションと成田方面
への安全、安心の交通機
能を向上させ、九十九里
沿岸の地域活性化のた
め、道路交通の円滑化を
図ることを目的とし、県
道飯岡一宮線 横芝光町屋
形のバイパス整備を推進
します。

延長1.0㎞のバイパス整備が
令和4年度に完了しました。

事業終了しました。 事業終了しました。

- 事業終了
1985年
(S60)

2022年
(R4)

34
県道横芝停車場吉田
線整備事業（横芝光
町富下）

千葉県

幅員狭隘区間を解消し、
道路交通の円滑化や安全
性の向上を図ることを目
的とし、県道横芝停車場
吉田線 横芝光町富下の現
道拡幅整備を推進しま
す。

用地補償及び道路改良工事を
実施し、事業を推進しまし
た。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて事業を推進し
ていきます。

- -
1995年
(H7)

未定

35

県道横芝停車場白浜
線外歩道整備事業・
交差点改良事業（横
芝光町内4箇所）

千葉県

歩道が未整備となってい
るため、歩行空間の確保
等を目的に、県道横芝上
堺線、県道横芝下総線、
県道横芝停車場白浜線、
国道126号において歩道整
備や県道横芝上堺線の付
加車線設置を推進しま
す。

3箇所において歩道整備を進
める等、事業を推進しまし
た。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて、事業を推進
していきます。

- -
2004年
(H16)

未定
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○地域のまちづくりを支える道路の整備 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

36
市道川栗畑ケ田線整
備事業

成田市

国際医療福祉大学成田病
院への1次アクセス道路で
あり、周辺地域の生活道
路の機能を持つ本路線に
おいて、成田空港の更な
る機能強化による将来交
通需要の増加や、病院へ
の通勤や通院利用者によ
る交通量の増加に対応
し、緊急車両のアクセス
機能を改善するため、車
道拡幅及び歩道整備を推
進します。

本線拡幅及び歩道整備工事を
行い、事業を推進しました。

地権者との交渉を円滑
に行い、継続的に工事
が出来るよう用地を確
保する必要がありま
す。

継続して用地取得及び
工事を行います。

83,753 42,900
2018年
（H30）

2027年
（R9）

37
市道西三里塚大清水
線整備事業

成田市

三里塚地区の交通網の骨
格であり、通学路でもあ
る県道成田松尾線は、歩
道幅員が狭い上に交通量
が多く渋滞も頻繁に発生
しており、安全な通学路
の確保と交通量の分散に
よる円滑化を図るため、
県道の機能を補完する市
道西三里塚大清水線の整
備を推進します。

車道及び歩道舗装工事等を行
い、事業を推進しました。

地権者との交渉を円滑
に行い、継続的に工事
が出来るよう用地を確
保する必要がありま
す。

継続して用地取得及び
工事を行います。

109,256 160,000
2012年
（H24）

2027年
（R9）

38
市道水の上新田線整
備事業

成田市

本路線は、成田空港を活
用した新たな輸出拠点で
ある成田新市場への1次ア
クセス道路であり、県道
成田小見川鹿島港線と接
続する圏央道の新たなIC
との連携においても物流
の活性化を担う重要な幹
線道路であるため、将来
増加する交通量を見据え
た車道拡幅及び歩道整備
を推進します。

車道拡幅及び歩道整備工事を
行い、事業を推進しました。

地権者との交渉を円滑
に行い、継続的に工事
が出来るよう用地を確
保する必要がありま
す。

継続して用地取得及び
工事を行います。

99,591 45,900
2018年
（H30）

2024年
（R6）

39
市道成田市場線整備
事業

成田市

本路線は、成田空港を活
用した新たな輸出拠点で
ある成田新市場への1次ア
クセス道路であり、ま
た、県道成田小見川鹿島
港線と接続し、物流の活
性化を担う重要な幹線道
路であるため、将来増加
する交通量を見据えた車
道拡幅及び歩道整備を推
進します。

新市場に面する区間におけ
る、車道拡幅及び歩道整備工
事は、令和2年度に完了し、
新市場開場にあわせて必要な
工事は完了しています。

地権者との交渉を円滑
に行い、継続的に工事
が出来るよう用地を確
保する必要がありま
す。

今後は、市場内に予定
する新たな施設整備に
あわせて線形改良工事
を実施する計画です。

0 0
2018年
（H30）

未定

40
市道十余三新田線整
備事業

成田市

本路線は、成田空港を活
用した新たな輸出拠点で
ある成田新市場と国道51
号を接続し、物流の活性
化を担う重要な幹線道路
であるため、将来増加す
る交通量を見据えた車道
拡幅及び歩道整備を推進
します。

新市場に面する区間にて、歩
道整備工事を行い、事業を推
進しました。

地権者との交渉を円滑
に行い、継続的に工事
が出来るよう用地を確
保する必要がありま
す。

継続して用地取得及び
工事を行います。

4,604 0
2018年
（H30）

未定

41
市道川栗久能線整備
事業

成田市

本路線は、国際医療福祉
大学成田病院へのバス路
線であり、成田空港の更
なる機能強化や新たなま
ちづくりなどに伴う将来
交通需要の増加も見据え
暫定的な改良を行ったと
ころであり、引き続き交
通の利便性や安全性の確
保のため交差点改良を推
進します。

地元関係者との協議により、
交差点改良計画の変更検討を
行いました。

交差点改良に影響する
地元関係者の生活環境
等に配慮し、丁寧に話
し合いを進めていく必
要があります。

整備方針の決定に向
け、地元関係者との協
議を継続します。

0 0
2017年
（H29）

未定

42
市道成田神崎線整備
事業

成田市

本路線は、圏央道下総IC
へのアクセス向上や地域
間を結び沿線地域の活性
化に貢献する重要な幹線
道路であり、成田空港の
更なる機能強化を見据え
た物流・交通の活性化や
利便性向上のため、本市
及び神崎町により整備促
進期成同盟を組織し要望
活動を継続しながら整備
を推進します。

道路造成（切土）工事を行
い、事業を推進しました。

接続する神崎町整備区
間と調整しながら、計
画的に工事を進めてい
く必要があります。

本市整備区間の用地取
得は完了しており、継
続して工事を進めま
す。

52,127 110,120
2010年
（H22）

2025年
（R7）

43
市道東町吉倉線整備
事業

成田市

吉倉・久米野地区及び東
和田南部地区の新たなま
ちづくりを見据えた交通
需要を受け止め、地域の
発展と利便性向上を図る
ため、国道51号から県道
成田小見川鹿島港線を連
絡し、広域交通網を形成
する交通結節点として、
東関東自動車道と直結す
るスマートICを備えた市
道東町吉倉線の整備を推
進します。

交通管理者など関係機関との
協議を行い、道路詳細設計を
実施し、土地区画整理事業区
域外については、用地測量も
併せて実施しました。また、
スマートIC設置に向けた国や
関係機関との協議を行いまし
た。

土地区画整理事業に関
連するため、今後の整
備に向けては密に調整
を図る必要がありま
す。また、スマートIC
設置に向け近接施工と
なる鉄道管理者など関
係機関との協議を進め
ていく必要がありま
す。

土地区画整理事業区域
外に整備する橋梁の詳
細設計及び道路用地取
得のための地権者交渉
を進めていきます。ス
マートICについても、
設置に向けた国や関係
機関協議を継続しま
す。

50,302 53,000
2021年
（R3）

2028年
（R10）

44
市道吉倉川栗2号線整
備事業

成田市

（仮称）吉倉・久米野土
地区画整理事業の骨格を
形成し、国際医療福祉大
学成田病院と接続する主
要な幹線道路として、市
道東町吉倉線との連携に
よりスマートICを活用し
た広域的な医療体制を整
えるとともに、緊急時・
災害時等の輸送機能の向
上を図るため、市道吉倉
川栗2号線の整備を推進し
ます。

交通管理者など関係機関との
協議を行い、道路詳細設計を
実施し、土地区画整理事業区
域外については、用地測量も
併せて実施しました。

土地区画整理事業に関
連するため、今後の整
備に向けては密に調整
を図る必要がありま
す。

土地区画整理事業区域
外に整備する調整池の
詳細設計及び道路用地
取得のための地権者交
渉を進めていきます。

24,300 70,647
2021年
（R3）

2028年
（R10）

45 幹線道路整備事業 富里市

主要幹線道路をはじめ、
生活道路及び通学路の拡
幅や歩道の整備、雨水排
水対策を計画的に進め、
市民の安全と道路の利便
性の向上を図ります。

道路改良事業
144,095千円
排水対策事業
46,678千円

財源の確保が必要とな
ります。

維持管理も含め、優先
順位をつけて計画的に
整備を進めます。

190,773 263,921 - 未定
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46
市道01-007号線道路
改良事業

富里市

成田国際空港周辺地域整
備計画に基づき実施する
事業で、計画期間は平成
26年度から令和9年度まで
で、延長1,200ｍ、幅員
12.5ｍを整備します。

令和4年度現年事業
　測試費　1,399千円

令和3年度繰越事業
　用地費　9,491千円
　測試費　3,542千円

社会資本整備総合交付
金を活用した事業であ
り、今後も財源の確保
が必要となります。

用地交渉の進捗に合わ
せ、可能な工事を遅延
なく進めます。

14,432 78,976
2014年
(H26)

未定

47
山武市道豊岡115号線
整備事業

山武市

総合計画で市街地ゾーン
と位置付けている国道126
号沿線から県道112号線及
び県道22号線を経由し
て、成田空港方面に接続
する県道62号線と連絡す
る市道豊岡115号線の整備
を検討しています。

過年度に実施した道路詳細設
計の一部区間が軟弱地盤のた
め、盛土工法の再検討等、大
幅な事業費増加につながる恐
れがあります。
　また、県道との一体的整備
が必要な中で、この区間だけ
での整備では、費用対効果が
見込むことが困難と考え、事
業を終了することとしまし
た。

過年度に実施した道路
詳細設計の一部の区間
が軟弱地盤のため、盛
土工法の実施に伴う事
業費の再検討等、大幅
な増加になる恐れがで
てきています。

事業終了しました。

0 0
2018年
(H30)

2022年
(R4)

48
芝山小学校前道路整
備事業

芝山町

成田空港の更なる機能強
化により移転対象となる
住民の移転先として、小
池地先を移転代替地と定
め土地区画整理事業によ
り拠点の整備を行いま
す。交通量の増加が想定
されることから、交通環
境の悪化を改善するた
め、市街地整備の一環と
して道路改良工事を行う
ものです。

令和3年度からの継続事業と
して道路詳細設計及び橋梁詳
細設計を実施し、併せて、道
路詳細設計に係る基礎資料と
するため地質調査を実施しま
した。
また、詳細設計の成果を基に
用地測量業務に着手しまし
た。これは、令和5年度への
繰越業務として、引き続き実
施していきます。

拠点整備と連携した道
路改良事業であるた
め、区画整理事業との
整合性を図りながら事
業を進める必要があり
ます。また、本事業は
成田財特法の時限的制
約があることから、完
成目標年度に向けて事
業を推進するうえで、
大規模な事業費と人員
の確保に苦慮していま
す。

令和4年度からの繰越業
務である用地測量を完
成させます。また、用
地測量に並行して補償
物件調査を実施しま
す。これらの成果を基
に、用地買収に向けた
準備を進め、順次用地
交渉に取り組んでいき
ます。

37,037
R5への繰越

額
(10,285)

55,592
R4からの繰

越額
(10,285)

2017年
(H29)

2028年
(R10)

49
町道19067号線新設事
業

栄町

成田空港の更なる機能強
化により、見込まれる通
勤者等の人口増加の受け
皿となる住宅地の開発を
促進するため、町中心部
から住宅開発地に向かう
町道を新設し、人の流れ
の円滑化を図ります。

令和3年度に施工した新設道
路の舗装工事を約34ｍ実施し
ました。また、交差点部の実
施設計等を実施しました。

完成に向けて、新設道
路用地の買収等を進め
る必要があります。

引き続き、早期の完成
に向けて事業を推進し
ていきます。

6,098 25,400
2017年
(H29)

2029年
 (R11）

50
町道成田神崎線道路
改良事業

神崎町

本道路の整備は、主要県
道・圏央道下総ICへのア
クセスが容易となり、物
流や交通の活性化、消防
活動・地域医療の充実に
よる安心・安全なまちづ
くりを図ります。

道路排水を流すための暗渠管
等布設工事を356m実施しまし
た。また、継続工事で切土及
び盛土工事104ｍについても
着手しております。

未買収部分に係る未相
続、境界未確定等につ
いて対策を検討する必
要があります。

引き続き、継続的な用
地交渉並びに買収済み
部分の工事を実施しま
す。 20,392 248,150

2010年
(H22)

2027年
(R9)

51
町道神宿松崎線道路
改良事業

神崎町

「道の駅発酵の里こうざ
き」の活性化及び成田市
方面からの避難経路の確
保や企業立地を推進する
ことを目的として、道路
拡幅や道路改良をしま
す。

道路用地の交渉を実施し、地
権者1名、5筆、802.95㎡の土
地売買契約書を締結しまし
た。

未買収部分に係る休眠
抵当権の解除について
対策を検討する必要が
あります。

引き続き、継続的な用
地交渉を実施します。

11,408 4,851
2018年
(H30)

2026年
(R8)

52
町道毛成堀籠線道路
改良事業

神崎町

神崎工業団地への通勤車
輌増加に伴う市町拠点間
連携強化及び市町村間の
緊急物資輸送道路として
の機能強化を目的とし、
一級河川大須賀川に架
かっている毛成橋の老朽
化に伴う架け替えを実施
し、併せて道路拡幅を行
います。

道路用地の交渉を実施し、地
権者1名、11筆、345.02㎡の
土地売買契約書を締結しまし
た。

未買収部分に係る未相
続ついて対策を検討す
る必要があります。

引き続き、継続的な用
地交渉を実施します。

2,883 3,636
2016年
(H28)

2027年
(R9)

53
インフラ整備道路改
良事業（新設：町道
南玉造線）

多古町

本路線は、県東部地域と
成田空港のアクセス強化
を図ることを目的として
おり、町道西古内・南玉
造線及び町道飯笹・西古
内線等を介して、空港東
側地域へ結ばれます。ま
た、本路線は成田空港の
更なる機能強化による交
通需要に対応した広域的
な地域資源に資する路線
です。

社会資本整備総合交付金道路
改良工事として、事業を実施
しています。令和4年度事業
分として本線部L=57.5ｍが完
了し、終点側の県道交差点改
良に着手しました。

特にありません。 令和5年度は、昨年度同
様に交付金早期申請を
行い、円滑な事業着手
を目指します。

49,303 133,839
2015年
(H27)

2024年
(R6)

54

インフラ整備道路改
良事業（新設：（仮
称）町道南玉造・坂
線）

多古町

本路線は、県東部地域と
成田空港のアクセス強化
を図ることを目的として
おり、町道西古内・南玉
造線及び町道飯笹・西古
内線、町道南玉造線等を
介して、空港東側地域へ
結びます。また、本路線
は成田空港の更なる機能
強化による交通需要に対
応した広域的な地域資源
に資する路線です。

事業未着手です。 特にありません。 地元調整を引き続き行
います。

0 0 未定 未定

55
インフラ整備道路改
良事業（新設：町道
鷹ノ巣・二本松線）

多古町

本路線は、成田空港の更
なる機能強化に伴う移転
者の移転先等のために開
発予定の住宅地と成田空
港を結ぶ路線として整備
をするものです。成田空
港の更なる機能強化によ
り、当該地域は空港東側
進入路整備による交通量
増加が予想されており、
本路線を整備することで
交通環境の改善を図りま
す。

社会資本整備総合交付金事業
として実施しています。令和
3年度事業繰越分の用地測量
業務、物件調査業務が完了し
ました。

空港まちづくり課が実
施する企業誘致事業と
の協議・調整が必要と
なっています。

企業誘致事業との協
議・調整を引き続き行
います。

0 5,060
2020年
(R2)

2028年
(R10)

56
インフラ整備道路改
良事業（改築：町道
染井・間倉線）

多古町

成田空港の更なる機能強
化により、空港へのアク
セス道路である、国道296
号線の交通量の増加が見
込まれるため、町道染
井・間倉線を空港アクセ
ス道路として整備し、交
通の分散を図るととも
に、多古町中心市街地か
ら空港への円滑な交通を
確保することを目的とし
ます。

事業未着手です。 町道染井・間倉線は、
圏央道と交差する町道
であり、交差部分を千
葉国道事務所が現在、
施工中です。このた
め、圏央道交差部が完
了した後に事業着手予
定ですが、空港拡張内
の道路計画が、示され
ていないことが課題と
なります。

道路概略設計業務を発
注予定です。

0 5,000
2023年
(R5)

2028年
(R10)

27



57
インフラ整備道路改
良事業（改築：町道
染井・林線）

多古町

成田空港の更なる機能強
化により、空港へのアク
セス道路である、国道296
号線の交通量の増加が見
込まれるため、町道染
井・林線を空港アクセス
道路として整備し、交通
の分散を図るとともに、
多古町中心市街地から空
港への円滑な交通を確保
することを目的としま
す。

事業未着手です。 町道染井・林線は、圏
央道と交差する町道で
あり、交差部分を千葉
国道事務所が現在、施
工中です。このため、
圏央道交差部が完了し
た後に事業着手予定で
すが、空港拡張内の道
路計画が、示されてい
ないことが課題となり
ます。

財特法による整備対象
路線から外れたため、
当事業は実施しないこ
ととしました。

0 0 未定 未定

58
横芝光町町道Ⅰ-18号
線道路改良事業

横芝光町

横芝光町中心部から成田
方面へのアクセス向上に
より、企業誘致や地域振
興の促進を図るため、町
中心部と成田空港を結ぶ
「空港直結道路」として
整備を進めます。

令和6年度から実施予定の町
道Ⅰ-18号線道路改良事業
は、2工区に分けた2工区分を
実施するものです。
現在1工区の事業を実施して
おり、令和4年度は、一部工
事を実施しました。

現在、1工区の事業を進
めておりますが、一部
未買収用地が残ってい
ます。

1工区事業における未買
収用地の早期解決に努
め、工事を進めていき
ます。 0 0

2024年
（R6）

2028年
（R10）

○空港敷地拡大に伴う付け替え道路の整備 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

59
国道296号整備事業
（大里拡幅）【再
掲】

千葉県・空港会社

圏央道の（仮称）国道296
号ICと成田空港及び周辺
物流施設等とのアクセス
強化を図ることを目的と
し、国道296号の芝山町大
里から多古町喜多間の4車
線化整備を推進します。
併せて、成田空港の更な
る機能強化に伴う拡張区
域に含まれる区間につい
ては、付替えを行い地下
道化します。

用地補償及び関係機関との協
議調整を進め、事業を推進し
ました。

完成に向けて、事業を
進める必要がありま
す。

引き続き、早期の完成
に向けて事業を推進し
ていきます。

- -
2014年
(H26)

未定

60

県道成田松尾線整備
事業及び(仮)滑走路
横断道路（芝山町菱
田 外）【再掲】

千葉県・空港会社

空港機能強化に伴う付け
替え道路として、県道成
田松尾線及び（仮称）滑
走路横断道路の整備、ま
た、圏央道と空港を直接
結ぶ道路の検討を進めま
す。

県・空港会社において、ルー
ト・構造の検討を進めていま
す。

ルート・構造の具体化
を図る必要がありま
す。

引き続き、県・空港会
社において、検討を進
めます。

- -
2020年
(R2)

2028年
(R10)

61
高谷川付近芝山町補
償道路

空港会社・芝山町

空港機能強化による空港
敷地の拡大に伴い廃止と
なる芝山町道の付替・機
能補償として、（仮称）
高谷川沿い道路を整備し
ます。本道路は、芝山町
南北地区の地域間交通を
補完する道路であるとと
もに、芝山町都市計画マ
スタープランにおいて地
域振興に資する重要な路
線として位置付けていま
す。

2028年度末のC滑走路新設、B
滑走路延伸等に向け、整備計
画の具体化に必要となる調
査・予備設計等を関係者と協
力のうえ進めるとともに、住
民説明会を開催いたしまし
た。

2028年度末のC滑走路新
設、B滑走路延伸等に向
け、関係者との更なる
緊密な検討・調整が必
要となります。

引き続き、2028年度末
のC滑走路新設、B滑走
路延伸等に向け、関係
者と事業の実現に向け
た検討・調整を進めて
いきます。

- -
2020年
(R2)

2028年
(R10)

62
圏央道東側多古町補
償道路

空港会社・多古町

空港拡張により失われる
多古町道の補償として、
圏央道東側に地域間交通
を確保する道路を整備し
ます。

2028年度末のC滑走路新設、B
滑走路延伸等に向け、整備計
画の具体化に必要となる調
査・予備設計等を関係者と協
力のうえ進めるとともに、住
民説明会を開催いたしまし
た。

2028年度末のC滑走路新
設、B滑走路延伸等に向
け、関係者との更なる
緊密な検討・調整が必
要となります。

引き続き、2028年度末
のC滑走路新設、B滑走
路延伸等に向け、関係
者と事業の実現に向け
た検討・調整を進めて
いきます。

- -
2020年
(R2)

2028年
(R10)

63 C滑走路外周道路 空港会社

C滑走路の外周のフェンス
管理用の道路を整備する
とともに、地域間交通に
も供することができるよ
う、一般車両も通行可能
な道路を整備することを
目的に、C滑走路の外周に
空港管理用及び一般車通
行用の道路を整備しま
す。

2028年度末のC滑走路新設、B
滑走路延伸等に向け、整備計
画の具体化に必要となる調
査・予備設計等を関係者と協
力のうえ進めるとともに、住
民説明会を開催いたしまし
た。

2028年度末のC滑走路新
設、B滑走路延伸等に向
け、関係者との更なる
緊密な検討・調整が必
要となります。

引き続き、2028年度末
のC滑走路新設、B滑走
路延伸等に向け、関係
者と事業の実現に向け
た検討・調整を進めて
いきます。 - -

2020年
(R2)

2028年
(R10)

64
B滑走路北側・西側成
田市補償道路

空港会社・成田市

空港拡張により失われる
成田市道の補償として、B
滑走路の北側付近に地域
間交通を確保する道路を
整備します。

2028年度末のC滑走路新設、B
滑走路延伸等に向け、整備計
画の具体化に必要となる調
査・概略設計等を関係者と協
力のうえ進めています。

2028年度末のC滑走路新
設、B滑走路延伸等に向
け、関係者との更なる
緊密な検討・調整が必
要となります。

引き続き、2028年度末
のC滑走路新設、B滑走
路延伸等に向け、関係
者と事業の実現に向け
た検討・調整を進めて
いきます。

- -
2020年
(R2)

2028年
(R10)

３．インフラ整備

（２）空港周辺の河川整備

○河川への流出抑制対策の実施 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

1
空港拡張に合わせた
調整池等の整備

空港会社

空港拡張により、周辺の
治水安全度を下げないこ
とを目的に、排水先とな
る取香川、荒海川、高谷
川等への流出抑制対策と
して空港内に調整池等を
整備します。

2028年度末のC滑走路新設、B
滑走路延伸等に向け、整備計
画の具体化に必要となる調
査・設計等を関係者と協力の
うえ進めています。

2028年度末のC滑走路新
設、B滑走路延伸等に向
け、調整池等の整備に
係る詳細な検討、関係
者との緊密な調整が必
要となります。

引き続き、2028年度末
のC滑走路新設、B滑走
路延伸等に向け、調整
池等の整備に係る詳細
な設計、関係者と事業
の実現に向けた調整を
進めていきます。

- -
2020年
(R2)

2028年
(R10)

○栗山川等の河川改修の推進 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

2 栗山川等改修事業 千葉県

二級河川栗山川水系栗山
川などの空港周辺地域の
河川について、治水安全
度向上を図るために、必
要な築堤・掘削・護岸お
よび付帯工などの河川改
修工事を行います。

令和4年度は、栗山川におい
て河道掘削工V=6,520m3、築
堤工L=64m、用地買収等を行
いました。

事業進捗を促進するた
め、市町や土地改良区
などの関係者と連携を
図りながら、河川改修
を実施していく必要が
あります。

引き続き関係者である
市町や土地改良区等と
協力し河川改修を実施
していきます。 - -

1974年
(S49)

未定

○空港周辺河川の維持管理の推進 （千円）

番
号

事業名 事業主体 事業概要 令和４年度の主な実績（成果） 課題（問題点） 令和５年度以降の取組
R４
決算額

R５
予算額

開始
年度

終了
年度

3 河川維持事業 千葉県

栗山川水系の高谷川、多
古橋川をはじめとした、
空港周辺地域の河川につ
いて、治水機能を最大限
に発揮するため、本来の
流下能力の確保が必要な
河川において、国の緊急
浚渫推進事業債を活用
し、河道内の浚渫や竹木
伐採等を進めます。

栗山川水系栗山川、支川栗山
川及び利根川水系小橋川等の
計6河川において、河道内の
浚渫を実施しました。

河道内の浚渫を実施す
るにあたり、浚渫土砂
の運搬先の調整に時間
を要する場合がありま
す。

引き続き、河川の治水
機能を最大限発揮する
ため、流下能力の向上
が必要な河川におい
て、令和2年度に創設さ
れた緊急浚渫推進事業
債を活用し、集中的に
河道内の浚渫や竹木伐
採等を進めていきま
す。

171,937 609,800
2020年
(R2)

2024年
(R6)
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